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第 6-15 表 火災防護対象機器等（6／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

交流電源

設備） 

 

MCC 2C-6 モータコントロールセンタ 

MCC 2C-7 モータコントロールセンタ 

MCC 2C-8 モータコントロールセンタ 

MCC 2C-9 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-3 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-4 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-5 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-6 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-7 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-8 モータコントロールセンタ 

MCC 2D-9 モータコントロールセンタ 

MCC HPCS モータコントロールセンタ 

SUPS 2A 非常用無停電電源装置 A 

SUPS 2B 非常用無停電電源装置 B 

SUPS DIST PNL 2A 非常用無停電計装分電盤 2A 

SUPS DIST PNL 2B 非常用無停電計装分電盤 2B 

120V／240V AC 

INST.DIST.BUS 2A 
交流計装電源用電源盤 2A 

120V／240V AC 

INST.DIST.BUS 2B 
交流計装電源用電源盤 2B 

RX PROT MG A MO  原子炉保護系 MG セット A 

RX PROT MG B MO  原子炉保護系 MG セット B 

PNL-C72-P001 原子炉保護系分電盤 A 

PNL-C72-P002 原子炉保護系分電盤 B 

サポート

系（直流電

源設備） 

 

125V DC 2A BATTERY 125V 系蓄電池 A 系 

125V DC 2B BATTERY 125V 系蓄電池 B 系 

125V DC HPCS 

BATTERY 
125V 蓄電池 HPCS 系 

125V DC 2A 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2A 

125V DC 2B 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2B 

125V DC HPCS 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 HPCS 

125V DC DIST.CTR 2A 直流 125V 主母線盤（2A） 

125V DC DIST.CTR 2B 直流 125V 主母線盤（2B） 
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工
事

計
画
認
可
申

請 東
海
第
二
発
電
所

名 称

日
本

原
子
力
発
電

株
式
会
社

第
9
-
3-
5
図

そ
の

他
発
電
用
原

子
炉
の
附
属

施
設
の
う

ち
火
災

防
護
設
備
に

係
る

機
器

の
配
置
を
明

示
し
た
図
面

及
び
構
造

図
（
火

災
区
域
構
造

物
及
び
火
災

区
画
構
造
物
）
（

5／
40
）

8
6
08

凡
例

火
災

区
域

の
境

界

火
災

区
画

の
境

界

※
上

下
階

と
繋

が
っ

て
い

る
火

災
区

域

（
２
）

　
①
ｂ

11条－72 18



工
事

計
画
認
可
申

請 東
海
第
二
発
電
所

名 称

日
本

原
子
力
発
電

株
式
会
社

第
9
-
3-
7
図

そ
の

他
発
電
用
原

子
炉
の
附
属

施
設
の
う

ち
火
災

防
護
設
備
に

係
る

機
器

の
配
置
を
明

示
し
た
図
面

及
び
構
造

図
（
火

災
区
域
構
造

物
及
び
火
災

区
画
構
造
物
）
（

7／
40
）

8
6
08

凡
例

火
災

区
域

の
境

界

火
災

区
画

の
境

界

※
上

下
階

と
繋

が
っ

て
い

る
火

災
区

域

（
２
）

　
①
ｂ

11条－73 19



（
１
）

　
①
ｂ

11条－74 20



（
２
）

　
①
ｂ

11条－75 21



非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】

１
．
基

準
適
合
性
の
確
認
範
囲

①
溢
水
防
護
対
象
設
備

の
選
定
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

原
子
炉
の
高
温
停
止
，
低

温
停
止
を
達
成

し
，
こ
れ

を
維
持
す
る
た

め
に
必
要

な
設
備
，
放
射

性
物
質
の

閉
じ
込
め
機
能

を
維
持

す
る
た
め
に
必

要
な
設
備

並
び
に
使
用
済

燃
料
プ
ー

ル
の
冷
却
機
能

及
び
給
水

機
能
を
維
持
す

る
た
め
に

必
要
な
設
備
を

，
溢
水
防

護
対
象
設

備
と
し

て
選
定
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
溢
水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
1
,3
頁
参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
2
 防

護
す
べ
き
設

備
の
設
定
」
（

1～
4,
8,
1
08
,1
0
9頁

参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

溢
水
に
よ
り
発
生
し
得
る

原
子
炉
外
乱
及

び
溢
水
の

原
因
と
な
り
得

る
原
子
炉

外
乱
に
対
処
す

る
た
め
に

必
要
な
設
備
も

選
定
し

て
い
る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
溢
水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
1頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
2
 防

護
す
べ
き
設

備
の
設
定
」
（

1～
3頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
方
針
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

12条－1
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②
溢
水
源
，
溢
水
量
，

溢
水
防
護
区
画
及
び
溢
水

経
路
の
設
定
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

想
定
す
る
機
器
の
破
損
等

に
よ
り
生
じ
る

溢
水
源
と

し
て
配
管
の
破

損
箇
所
か

ら
の
溢
水
を
想

定
す
る
と

と
も
に
，
溢
水

量
と
し

て
隔
離
に
よ
る

漏
え
い
停

止
ま
で
に
配
管

の
破
損
箇

所
か
ら
流
出
す

る
漏
水
量

と
隔
離
範
囲
内

の
系
統
保

有
水
量
を
合
算

し
て
設
定

し
て
い
る

こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
溢
水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
1～

4頁
参
照

）
「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
3
 溢

水
評
価
条
件

の
設
定
」
（

1,
2
,8
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

発
電
所
内
で
生
じ
る
異
常

状
態
（
火
災
を

含
む
。
）

の
拡
大
防
止
の

た
め
に
設

置
さ
れ
る
系
統

か
ら
の
放

水
に
よ
る
溢
水

源
と
し

て
消
火
栓
か
ら

の
放
水
を

想
定
す
る
と
と

も
に
、

3時
間
の
放
水
に
よ
る
溢
水

量
を
設
定
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
1～

4頁
参
照

）
「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
3
 溢

水
評
価
条
件

の
設
定
」
（

1,
1
1頁

参
照

）
c
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

地
震
等
の
自
然

現
象
に
よ

る
機
器
の
破
損
等
に
よ
り

生
じ
る
溢
水
源

と
し
て
最

も
溢
水
影
響
評

価
が
厳
し

く
な
る
地
震
に

よ
る
溢

水
を
想
定
し
，

具
体
的
に

は
流
体
を
内
包

す
る
機
器

の
う
ち
基
準
地

震
動
に
よ

る
地
震
力
に
よ

っ
て
破
損

す
る
お
そ
れ
が

あ
る
機
器

（
溢
水
防

護
対
象

設
備
が
設
置
さ

れ
て
い
な

い
水
密
化
区
画

内
の
機
器

を
除
く
。
）
か

ら
の
溢
水

並
び
に
使
用
済

燃
料
プ
ー

ル
等
の
ス
ロ
ッ

シ
ン
グ
に

よ
る
溢
水

を
想
定

し
て
い
る
こ
と

，
ま
た
，

破
損
す
る
機
器

の
保
有
水

量
と
隔
離
範
囲

内
の
系
統

保
有
水
量
及
び

ス
ロ
ッ
シ

ン
グ
に
よ
り
使

用
済
燃
料

プ
ー
ル
等

外
へ
漏

え
い
す
る
溢
水

量
を
合
算

し
て
設
定
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
1～

5頁
参
照

）
「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
3
 溢

水
評
価
条
件

の
設
定
」
（

1,
1
2,
1
3頁

参
照
）

ｄ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

溢
水
防
護
対
象
設
備
が
設

置
さ
れ
て
い
る

全
て
の
区

画
並
び
に
中
央

制
御
室
及

び
現
場
操
作
が

必
要
な
設

備
へ
の
ア
ク
セ

ス
通
路

を
対
象
に
溢
水

防
護
区
画

を
設
定
す
る
と

と
も
に
，

溢
水
防
護
区
画

内
外
で
発

生
す
る
溢
水
に

対
し
て
，

溢
水
防
護
区
画

内
の
溢
水

水
位
が
最

も
高
く

な
る
溢
水
経
路

を
設
定
し

て
い
る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
溢
水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
2
,5
,
6頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
2
 防

護
す
べ
き
設

備
の
設
定
」
（

1
18
～
1
20
頁
参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
3
 溢

水
評
価
条
件

の
設
定
」
（

25
～
27
頁
参

照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
方
針
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】

12条－2 23



③
溢
水
防
護
対
象
設
備

に
関
す
る
溢
水
評
価
及
び

防
護
設
計
に
つ
い
て

原
子
炉
施
設
内
に
お
け
る

溢
水
の
発
生
に
よ
り
，
安

全
性
を
損
な
う
お
そ
れ
が

な
い
よ
う
に
す
る
た
め
，

以
下
を
確
認
す
る
。

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

没
水
影
響
に
対
し
て
，
溢

水
防
護
対
象
設

備
が
要
求

さ
れ
る
安
全
機

能
を
損
な

う
お
そ
れ
が
な

い
よ
う
に

す
る
た
め
に
，

当
該
設

備
の
機
能
喪
失

高
さ
は
当

該
区
画
の
溢
水

水
位
に
対

し
て
裕
度
を
確

保
す
る
設

計
と
し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
2
,6
,
7頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
4
 溢

水
影
響
に
関

す
る
評
価
」
（

1
,2
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

被
水
影
響
に
対
し
て
，
溢

水
防
護
対
象
設

備
が
要
求

さ
れ
る
安
全
機

能
を
損
な

う
お
そ
れ
が
な

い
よ
う
に

す
る
た
め
に
，

当
該
設

備
の
配
置
を
考

慮
し
た
設

計
又
は
水
の
浸

入
に
対
す

る
保
護
構
造
を

有
す
る
設

計
と
し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
2
,4
,
7頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
4
 溢

水
影
響
に
関

す
る
評
価
」
（

1
1頁

参
照

）
ｃ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

蒸
気
影
響
に
対
し
て
，
溢

水
防
護
対
象
設

備
が
要
求

さ
れ
る
安
全
機

能
を
損
な

う
お
そ
れ
が
な

い
よ
う
に

す
る
た
め
に
，

蒸
気
の

漏
え
い
量
を
制

限
す
る
防

護
カ
バ
ー
を
設

置
す
る
な

ど
蒸
気
影
響
緩

和
対
策
を

適
切
に
講
じ
，

溢
水
防
護

対
象
設
備
の
周

辺
環
境
を

蒸
気
曝
露

試
験
等

で
健
全
性
を
確

認
し
た
環

境
条
件
を
超
え

る
こ
と
が

な
い
設
計
と
し

て
い
る
こ

と
，
ま
た
，
蒸

気
影
響
緩

和
対
策
の
防
護

カ
バ
ー
に

つ
い
て
，

配
管
破

断
時
に
発
生
す

る
荷
重
に

対
し
て
必
要
な

強
度
を
有
す
る
設
計
と
し

て
い
る
こ

と
を
記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
溢
水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
2
,8
,
14
頁
参

照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
4
 溢

水
影
響
に
関

す
る
評
価
」
（

2
4,
2
7頁

参
照
）

ｄ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
等
の

ス
ロ
ッ
シ
ン
グ

の
影
響
に

対
し
て
，
ス
ロ

ッ
シ
ン
グ

後
も
使
用
済
燃

料
プ
ー
ル

の
冷
却
機
能
及

び
遮
蔽

機
能
並
び
に
給

水
機
能
の

維
持
に
必
要
な

水
位
を
確
保
す
る
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
を
記
載
し

て
い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
2
,7
,
9頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
4
 溢

水
影
響
に
関

す
る
評
価
」
（

3
8頁

参
照

）
今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】
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④
そ
の
他
の
溢
水
防
護

設
計
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

溢
水
防
護
対
象
設
備
が
設

置
さ
れ
る
建
屋

に
，
当
該

建
屋
外
か
ら
の

溢
水
が
流

入
し
伝
播
し
な

い
よ
う
に

す
る
た
め
，

水
密
扉

の
設
置
，
貫
通

部
の
止
水

処
置
な
ど
の
適

切
な
伝
播

防
止
対
策
及
び

循
環
水
管

可
撓
継
手
へ
の

取
替
え
に

よ
る
溢
水
量
低

減
対
策
を

講
じ
る
設

計
と
し

て
い
る
と
と
も

に
，
伝
播

防
止
対
策
の
水

密
扉
等
に

つ
い
て
，
基
準

地
震
動
に

よ
る
地
震
力
及

び
溢
水
に

よ
る
水
圧
に
対

し
て
必
要

な
構
造
強

度
を
有

す
る
設
計
と
し

て
い
る
こ

と
を
記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
5
,1
0～

14
頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
5
 溢

水
防
護
施
設

の
詳
細
設
計
」

（
1,
3～

6
,
8,
10
,
11
,2
0,
2
4,
2
5,
32
,
38
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

放
射
性
物
質
を
含
む
液
体

を
内
包
す
る
容

器
，
配
管

そ
の
他
の
設
備

か
ら
あ
ふ

れ
出
る
放
射
性

物
質
を
含

む
液
体
が
管
理

区
域
外

へ
伝
播
し
な
い

よ
う
に
す

る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
1
 溢

水
等
に
よ
る

損
傷
防
止
の
基

本
方
針
」

（
2
,1
0
,1
1,
13
頁
参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
4
 溢

水
影
響
に
関

す
る
評
価
」
（

5
7,
5
8頁

参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
8-
5
 溢

水
防
護
施
設

の
詳
細
設
計
」

（
1,
3～

5
,
20
頁
参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

防
護
対
象
設
備
の
配
置
及

び
溢
水
防
護
区
画
を
変
更

す
る
が
，
選
定
方
針
に

影
響
を
与
え
な
い
こ
と
を

確
認
し
た
。
【
①
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
は
あ
る
も
の

の
，
溢
水
の
影
響
を
受
け

な
い
電
気
室
内
で
の
変

更
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し

た
。
【
③
ａ
】

Ⅴ
-1
-1
-
8-
1 
溢
水
等
に
よ
る
損

傷
防
止
の
基
本

方
針

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

防
護
対
象
設
備
に
変
更
が

な
い
こ
と
か
ら
、
溢
水
等

に
よ
る
損
傷
防
止
の
基

本
方
針
に
変
更
が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た
。
【
①
,②

,③
,④

】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

に
よ
り
発
生
し
得
る
原
子

炉
外
乱
及
び
溢
水
の
原
因

と
な
り
得
る
原
子
炉
外

乱
に
対
処
す
る
た
め
に
必

要
な
設
備
に
影
響
を
与
え

な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

【
①
ｂ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

源
，
溢
水
量
，
溢
水
区
画

及
び
溢
水
経
路
の
設
定
に

変
更
が
な
い
こ
と
か
ら

，
評
価
条
件
に
影
響
を
与

え
な
い
こ
と
を
確
認
し
た

。
【
②
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
想
定

破
損
に
対
し
て
の
溢
水
量

の
設
定
方
針
に
影
響
を
与

え
な
い
こ
と
を
確
認
し

た
。
【
②
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
先
（
電
気
室

）
に
お
い
て
，
漏
え
い
蒸

気
の
発
生
源
が
な
い
こ

と
か
ら
評
価
対
象
外
と
な

る
こ
と
を
確
認
し
た
。
【

③
ｃ
】

２
．
確

認
結
果

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-1
-1
-
8-
2 
防
護
す
べ
き
設
備

の
設
定

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

防
護
対
象
設
備
に
変
更
が

な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

【
①
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

評
価
上
想
定
す
る
起
因
事

象
の
抽
出
に
影
響
を
与
え

な
い
こ
と
を
確
認
し
た

。
【
①
ｂ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
先
（
電
気
室

）
が
溢
水
防
護
区
画
に
設

定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

確
認
し
た
。
【
②
ｄ
】

Ⅴ
-1
-1
-
8-
3 
溢
水
評
価
条
件
の

設
定

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

源
と
想
定
す
る
配
管
及
び

保
有
水
量
に
変
更
は
な
く

，
評
価
条
件
に
影
響
を
与

え
な
い
こ
と
を
確
認
し
た

。
【
②
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
先
（
電
気
室

）
に
お
い
て
，
消
火
栓
の

放
水
は
行
わ
な
い
こ
と

か
ら
評
価
対
象
外
と
な
る

こ
と
を
確
認
し
た
。
【
②

ｂ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
地
震

に
よ
る
溢
水
を
想
定
し
，

基
準
地
震
動
に
よ
る
地
震

力
に
よ
っ
て
破
損
す
る

機
器
の
保
有
水
量
及
び
使

用
済
燃
料
プ
ー
ル
等
の
ス

ロ
ッ
シ
ン
グ
に
よ
る
溢
水

量
に
変

更
は
な
く
，
評
価
条
件

に
影
響
を
与
え
な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。
【
②
ｃ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

防
護
区
画
，
及
び
溢
水
経

路
の
設
定
方
針
に
影
響
を

与
え
な
い
こ
と
を
確
認

し
た
。
【
②
ｄ
】

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-1
-1
-
8-
4 
溢
水
影
響
に
関
す

る
評
価

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
溢
水

防
護
対
象
設
備
に
変
更
が

な
く
，
評
価
条
件
に
影
響

を
与
え
な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。
【
③
,
④
ｂ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
没
水

影
響
に
対
す
る
設
計
方
針

に
影
響
を
与
え
な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。
【
③
ａ

】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
設
置

場
所
の
変
更
先
（
電
気
室

）
に
お
い
て
，
想
定
破
損

及
び
被
水
影
響
を
考
慮

す
べ
き
溢
水
源
が
な
い
こ

と
，
漏
え
い
蒸
気
の
発
生

源
が
な
い
こ
と
及
び
使
用

済
燃
料

プ
ー
ル
等
の
ス
ロ
ッ
シ

ン
グ
に
よ
る
影
響
が
な
い

こ
と
か
ら
評
価
対
象
外
と

な
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

【
③
ｂ
,ｃ

,ｄ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
放
射

性
物
質
を
含
む
液
体
を
内

包
す
る
容
器
，
配
管
そ
の

他
の
設
備
か
ら
あ
ふ
れ

出
る
放
射
性
物
質
を
含
む

液
体
が
管
理
区
域
外
へ
伝

播
し
な
い
よ
う
に
す
る
設

計
方
針

に
影
響
を
与
え
な
い
こ

と
を
確
認
し
た
。
【
④
ｂ

】

Ⅴ
-1
-1
-
8-
5 
溢
水
防
護
施
設
の

詳
細
設
計

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
水
密

扉
の
設
置
，
貫
通
部
の
止

水
処
置
な
ど
の
適
切
な
伝

播
防
止
対
策
を
講
じ
る

設
計
と
し
て
い
る
と
と
も

に
，
伝
播
防
止
対
策
の
水

密
扉
等
に
つ
い
て
，
基
準

地
震
動

に
よ
る
地
震
力
及
び
溢

水
に
よ
る
水
圧
に
対
し
て

必
要
な
構
造
強
度
を
有
す

る
設
計
方
針
に
影
響
を
与

え
な
い

こ
と
を
確
認
し
た
。
【

④
ａ
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ
り
，
放
射

性
物
質
を
含
む
液
体
を
内

包
す
る
容
器
，
配
管
そ
の

他
の
設
備
か
ら
あ
ふ
れ

出
る
放
射
性
物
質
を
含
む

液
体
が
管
理
区
域
外
へ
伝

播
し
な
い
よ
う
に
す
る
設

計
方
針

に
影
響
を
与
え
な
い
こ

と
を
確
認
し
た
。
【
④
ｂ

】

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】
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３
．
ま
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・
今
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非
常
用
無
停

電
電
源
装
置
の
改
造
に
お

い
て
，
溢
水
防
護
対
象
設

備
の
配
置
を
異
な
る
溢
水

防
護
区
画
に
変
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す
る
が

，
設
置
場
所
の
変
更
先
に

お
い
て
も

，
溢
水
防
護
対

象
設
備
に

関
す
る
溢
水
評

価
及
び
防

護
設
計
並
び
に

そ
の
他
の

溢
水
防
護
設
計

に
係
る
基

本
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
・
溢
水
防
護
対
象
設
備

に
関
す
る
溢
水
評
価
及
び

防
護
設
計
並
び
に
そ
の
他

の
溢
水
防
護
設
計
に
係
る

基
本
設
計
に
変
更
が
な
い

た
め
，
技
術
基
準
の
適
合

性
に
影
響

を
与
え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設
計
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
。
ま
た
，

発
電
用
原
子
炉
施
設
内
に

お
け
る
溢
水
等
に
よ
る
損

傷
の
防
止
に
関
す
る
基
本

設
計
方
針

に
つ
い
て
も
変

更
は
な
い

。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１
２
条

発
電
用

原
子

炉
施

設
内

に
お

け
る

溢
水

等
に

よ
る

損
傷

の
防

止
】
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地震動Ｓｓによる地震力に対し，止水性の維持を考慮して，有意な漏えいを生じない設計

とすることを構造強度上の性能目標とする。 

また，モルタルによる施工箇所及び堰は，止水性を考慮して，主要な構造部材が構造健

全性を維持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 

 

(7) 循環水系隔離システム 

循環水系隔離システムは，タービン建屋復水器エリア及び海水ポンプ室循環水ポンプエ

リア内で発生を想定する循環水系配管破断箇所からの溢水に対し，地震時及び地震後にお

いても，配管破断時の溢水量を低減する機能を維持することを機能設計上の性能目標とす

る。また循環水系隔離システムは，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構成設備

が構造健全性を維持する設計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 

 

(8) 循環水管可撓継手 

循環水管可撓継手は，海水ポンプ室循環水ポンプエリア内で発生を想定する溢水に対

し，地震時及び地震後においても，配管破断時の溢水量を低減する機能を維持することを

機能設計上の性能目標とする。 

循環水管可撓継手は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構成部材が構造健全

性を維持する設計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 

 

3.2 蒸気影響を緩和する設備 

3.2.1 設備 

(1) 自動検知・遠隔隔離システム 

(2) 防護カバー 

 

3.2.2 要求機能 

溢水防護に関する施設のうち蒸気影響を緩和する設備は，発生を想定する漏えい蒸気に対

し，防護すべき設備が要求される機能を損なうおそれがないよう，蒸気影響を緩和すること

が要求される。 

 

3.2.3 性能目標 

(1) 自動検知・遠隔隔離システム 

自動検知・遠隔隔離システムは，溢水防護区画内で発生を想定する配管破断時の漏えい

蒸気に対し，蒸気による環境条件（温度及び湿度）を緩和し，防護すべき設備の健全性が

確認されている環境条件以下に制限する機能を維持することを機能設計上の性能目標とす

る。 

 

(2) 防護カバー 

防護カバーは，溢水防護区画内で発生を想定する配管破断時の漏えい蒸気に対し，蒸気

による環境条件を緩和し，防護すべき設備の健全性が確認されている環境条件以下に制限

④ａ
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4.1.5 逆流防止装置の設計方針 

逆流防止装置は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定してい

る機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

逆流防止装置は，原子炉建屋原子炉棟内に滞留する溢水に対し，地震時及び地震後におい

ても，原子炉建屋原子炉棟内の溢水防護区画への溢水伝播を防止する止水性を維持するた

め，原子炉建屋原子炉棟地下2階の溢水防護区画床面の目皿及び機器ドレンラインに「(1) 

逆流防止装置の漏えい試験」により止水性を確認したものを設置する設計とする。 

逆流防止装置の配置を図4-9に示す。 

 

 

図 4-9 逆流防止装置の配置図 

 

  

④ａ

12条－64 85



 

④ａ

12条－65 86



 

④ａ

12条－66 87



 

 

④ａ

12条－67 88



非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

３
条

安
全
避

難
通

路
等

】

１
．
基
準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
安
全
避
難
通
路
及
び

避
難
用
照

明
の
設
計
に
つ

い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
原
子

炉
施
設
内
に
容

易
に
識
別

で
き
る
安
全
避

難
通
路
を

設
置
す
る
と
と

も
に
，
避

難
用
照
明
と
し

て
，
非
常

用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
又
は
蓄

電
池
か
ら

電
力
を
供
給
で

き
る
非
常

灯
及
び
誘
導
灯

を
設
置
す

る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急

用
12
5
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
11
 安

全
避

難
通
路
に

関
す
る
説
明
書

」
（

1頁
参
照
）

「
Ⅴ

-1
-
1-
12
 非

常
用

照
明
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
～
3
,6
頁
参
照
）

「
安
全

避
難
通
路
を
明

示
し
た
図

面
」
（
第

1-
7-
1図

～
第

1
-7
-3
図
参
照
）

「
補
足

-
21
0 
安
全
避
難
通
路
に

関
す
る
説
明
書

に
係
る
補

足
説
明
資
料
」

（
2
～
4頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

②
作
業
用
照
明
の
設
計

に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
設
計

基
準
事
故
に
対

応
す
る
た

め
の
操
作
が
必

要
と
な
る

可
能
性
の
あ
る

中
央
制
御

室
，
現
場
操
作

場
所
及
び

当
該
現
場
へ

の
ア
ク

セ
ス
ル
ー
ト
に

，
非
常
用

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発

電
機
，
蓄

電
池
（
非
常
用

）
又
は
内

蔵
蓄
電
池
か
ら

給
電
す
る

作
業
用
照
明
を

避
難
用
照

明
と
は
別
に
設

置
す
る

と
と
も
に
，
蓄

電
池
（
非

常
用
）
及
び
内

蔵
蓄
電
池

に
つ
い
て
，
全

交
流
動
力

電
源
喪
失
時
か

ら
重
大
事

故
等
に
対
処
す

る
た
め
に

必
要
な
電
力
の

供
給
が

常
設
代
替
交
流

電
源
設
備

か
ら
開
始
さ
れ

る
ま
で
の

約
9
5分

間
を
上

回
る
間
，

給
電
で
き
る
容

量
を
有
す

る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。 「

補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急

用
12
5
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
12
 非

常
用

照
明
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
,
2,
4～

6頁
参
照
）

「
非
常

用
照
明
の
取
付

箇
所
を
明

示
し
た
図
面
」

（
第

1-
8-
1図

～
第
1
-8
-3
図
参
照
）

「
補
足

-
22
0 
非
常
用
照
明
に
関

す
る
説
明
書
に

係
る
補
足

説
明
資
料
」
（

1
3～

15
頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。
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確
認
図

書
名

確
認
結

果

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池

の
改
造
に

よ
り
，
安
全
避

難
通
路
及

び
避
難

用
照
明
並
び
に

作
業
用
照

明
を
阻
害
す
る

こ
と
が
な

い
こ
と
を
確
認

し
た
。
【
①
,②

】

Ⅴ
-1
-1
-
11
 安

全
避
難

通
路
に
関

す
る
説
明
書

安
全
避

難
通
路
を
明
示

し
た
図
面

（
第

1-
7
-1
図

～
第
1
-7
-
3図

参
照

）

補
足

-2
1
0 
安

全
避
難
通
路
に
関

す
る
説
明
書
に

係
る
補

足
説
明
資
料

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池

の
改
造
に

よ
り
，
安
全
避

難
通
路
及

び
避
難

用
照
明
に
関
す

る
設
計
を

変
更
す
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も
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で
は
な
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こ
と
を
確
認
し

た
。
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①
】

Ⅴ
-1
-1
-
12
 非

常
用
照

明
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関
す

る
説
明
書

非
常
用

照
明
の
取
付
箇

所
を
明
示

し
た
図
面

（
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8
-1
図

～
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1
-8
-
3図

参
照
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補
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-2
2
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非

常
用
照
明
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す

る
説
明
書
に
係

る
補
足
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明
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料

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池

の
改
造
に

よ
り
，
避
難
用

照
明
及
び

作
業
用

照
明
に
関
す
る

設
計
の
変

更
を
伴
う
も
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で
は
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こ
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認
し

た
。
【
①
,②

】

２
．
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非
常
用
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緊
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無
停
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の
非
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1 

1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第 13条第 1 項第 1 号に基づき，その位置を明確かつ恒久的に表示することにより

容易に識別できる安全避難通路を設置することについて説明するものである。 

 

2. 基本方針 

災害時に，原子炉施設内従事者等が使用する部屋及び区画から屋外への安全な避難のため，そ

の位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別できるよう，必要に応じて標識並びに

非常灯（一部「東海,東海第二発電所共用」（以下同じ。））及び誘導灯（一部「東海,東海第二発電

所共用」（以下同じ。））を配置した安全避難通路を設置する。 

 

3. 施設の詳細設計方針 

発電用原子炉施設には，「建築基準法」（制定昭和 25 年 5月 24 日法律第 201 号）及び「建築基

準法施行令」（制定昭和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号）に準拠し，安全避難通路を構成する避難

階段及び地上へ通じる通路を設ける設計とする。 

安全避難通路には，建築基準法及び建築基準法施行令に準拠した，非常用の照明装置である非

常灯並びに「消防法」（制定昭和 23年 7月 24 日法律第 186 号）及び「消防法施行令」（制定昭和

36 年 3 月 25 日政令第 37号）に準拠した，誘導灯を設置する。 

非常灯は，中央制御室等の原子炉施設内従事者等が常時滞在する居室，居室から地上へ通じる

廊下及び階段その他の通路に設置する設計とし，誘導灯は，避難口である旨及び避難の方向を明

示する設計とする。 

非常灯及び誘導灯の取付箇所を添付書類「Ⅴ-1-1-12 非常用照明に関する説明書」表 2 に示

し，安全避難通路の設置状況を添付図面「第 1-7-1 図から第 1-7-36 図 安全避難通路を明示した

図面」に記載する。 

なお，非常灯及び誘導灯に関する事項のうち，技術基準規則第 13 条第 1 項第 2 号の要求であ

る照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない設計として，電源，照度等に関する

事項について，添付書類「Ⅴ-1-1-12 非常用照明に関する説明書」に示す。 

また，安全避難通路の視認性を高めるため及び非常灯，誘導灯が設置されていないエリアから

安全避難通路までの避難経路の識別をより高めるため，必要に応じて標識を設ける設計とする。 
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1. 概要 

本資料は，以下について説明するものである。 

・「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規則」とい

う。）第 13条第 1 項第 2号に基づき照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわな

い避難用の照明 

・技術基準規則第 13 条第 1 項第 3 号及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づき発電用原子炉施設内で設計基準事故が

発生した場合に用いる照明（避難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

・技術基準規則第 54 条第 1 項第 2 号及び第 3 項第 6 号に基づき，想定される重大事故等が発

生した場合に確実に操作するため及び可搬型重大事故等対処設備を運搬するため並びに被害

状況を把握するための照明 

・技術基準規則第 74 条及びその解釈に基づき重大事故等が発生した場合においても中央制御

室に運転員がとどまるために必要な設備としての照明及びその照明への代替交流電源設備か

らの給電 

 

2. 基本方針 

  表 1 に示す各照明設備の基本方針について以下に記載する。 

 

表１ 照明の種類 

避難用照明 非常灯 

誘導灯 

設計基準事故が発生した場合に用いる 

作業用照明 

非常用照明 

直流非常灯 

蓄電池内蔵型照明 

可搬型照明＊ 

重大事故等発生時の照明 可搬型照明（ＳＡ） 

可搬型照明 

     注記 ＊：自主対策設備 

 

 2.1 避難用照明 

安全避難通路には，位置を明確かつ恒久的に表示し，照明用の電源が喪失した場合において

も機能を損なわないよう，避難用の照明として非常灯（一部「東海,東海第二発電所共用」（以

下同じ。））を設けるとともに，避難口及び避難の方向を明示するため誘導灯（一部「東海,東

海第二発電所共用」（以下同じ。））を設ける設計とする。非常灯は，非常用ディーゼル発電

機，蓄電池又は内蔵電池から給電可能な設計とし，誘導灯は内蔵電池から給電可能な設計とす

る。 

 

①

①

②

13条－7 95



 

2 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
1
2 
R
8 

 2.2 設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明 

発電用原子炉施設内で設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明として，避難用の照

明とは別に，非常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を設置する。 

非常用照明は，発電用原子炉の停止，停止後の冷却及び監視等の操作が必要となる中央制御

室及び中央制御室で操作が困難な場合に必要な操作を行う現場機器室及びアクセスルートに設

置する。また，外部電源喪失時にも必要な照明を確保できるように，非常用低圧母線に接続

し，非常用ディーゼル発電機からも電力を供給する設計とする。 

直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するため

に必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始される前までに必要な操作を実施する中

央制御室，現場機器室及びアクセスルートに設置する。直流非常灯は，蓄電池に接続し，非常

用ディーゼル発電機からも電力を供給する設計とするほか，全交流動力電源喪失時から重大事

故等に対処するために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始される前までの間，

点灯可能な設計とする。蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失時においても重大事故等に

対処するために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始される前までの間，点灯で

きるように内蔵蓄電池を備える設計とする。 

作業用照明は，設計基準事故が発生した場合に必要な操作及び作業場所への移動が行えるよ

うに，避難用照明である非常灯と同等以上の照度（1 ルクス以上（蛍光灯使用時は 2ルクス以

上））を有する設計とする。 

設計基準事故に対応するための操作が必要な場所は，作業用照明を設置することにより作業

が可能であるが，念のため，初動操作に対応するため運転員が常時滞在している中央制御室及

び管理区域内における現場運転員集合場所である廃棄物処理操作室に内蔵電池にて点灯可能な

可搬型照明（ＬＥＤライト，ランタン及びヘッドライト）を自主対策設備として配備する。自

主対策設備である可搬型照明は，重大事故等発生時の照明である可搬型照明を使用する。 

   

2.3 重大事故等発生時の照明 

重大事故等が発生した場合においても，中央制御室及び中央制御室待避室に運転員がとどま

るために必要な照明設備並びに身体サーベイ及び作業服の着替え等を行うための区画を設ける

ために必要な照明設備として，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電

が可能な可搬型照明（ＳＡ）を配備する。 

また，重大事故等が発生した場合に，確実に操作を実施するため及び可搬型重大事故等対処

設備を運搬するため並びに他の設備の被害状況を把握するために必要な照明設備として可搬型

照明を配備する。 

 

3. 施設の詳細設計方針 

3.1 避難用照明 

添付書類「Ⅴ-1-1-11 安全避難通路に関する説明書」に示す安全避難通路には，位置を明

確かつ恒久的に表示し，照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用の照

明として，非常灯並びに避難口及び避難の方向を明示するための誘導灯を設置する設計とす

る。 
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非常灯は，「建築基準法」（制定昭和 25年 5月 24 日法律第 201 号）及び「建築基準法施行

令」（制定昭和 25年 11 月 16 日政令第 338 号）に準拠し，中央制御室等の原子炉施設内従事者

が常時滞在する居室及び居室から地上へ通じる廊下，階段その他の通路に設置し，直接照明と

して床面において 1ルクス以上（蛍光灯使用時は 2 ルクス以上）の照度を確保する設計とす

る。また，外部電源喪失により非常灯への電力の供給が停止した場合においても，原子炉施設

内従事者が建屋内から地上へ避難するために必要な照明の確保が可能となるよう，非常灯は非

常用ディーゼル発電機又は蓄電池から電力を供給できる設計，若しくは，昭和 45 年建設省告

示第 1830 号に準拠し，30 分間有効に点灯できる容量を有した内蔵電池を備える設計とする。 

誘導灯は，「消防法」（制定昭和 23年 7月 24 日法律第 186 号），「消防法施行令」（制定昭和

36 年 3 月 25 日政令第 37号）及び「消防法施行規則」（制定昭和 36年 4月 1 日自治省令第 6

号）に準拠し，屋内から直接地上へ通じる通路，出入口，避難階段に設置する。また，外部電

源喪失により誘導灯への電力の供給が停止した場合においても，原子炉施設内従事者が建屋内

から地上へ避難できるように避難口及び避難の方向を明示するため，誘導灯は消防法施行規則

第 28条の三に準拠し，20 分間有効に点灯できる容量を有した内蔵電池を備える設計とする。 

避難用照明の電源系統を図 1 に，非常灯及び誘導灯の取付箇所を表 2及び添付図面「第 1-

8-1 図から第 1-8-36 図 非常用照明の取付箇所を明示した図面」に示す。 

 

表 2 非常灯及び誘導灯の取付箇所 

名称 

原子炉建屋原子炉棟 

原子炉建屋付属棟（中央制御室含む） 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟） 

タービン建屋 

サービス建屋 

廃棄物処理建屋 

固体廃棄物作業建屋 

使用済燃料乾式貯蔵建屋 

固体廃棄物貯蔵庫 A 棟 

固体廃棄物貯蔵庫 B 棟 

給水加熱器保管庫 

275kV 超高圧開閉所 

常設代替高圧電源装置置場 

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） 

緊急時対策所建屋 
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3.2 設計基準事故が発生した場合に用いる照明 

3.2.1 作業用照明 

設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明として，避難用の照明とは別に非常用

照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を設置する。 

非常用照明は，発電用原子炉の停止，停止後の冷却及び監視等の操作が必要となる中央

制御室及び中央制御室で操作が困難な場合に必要な操作を行う現場機器室及びアクセスル

ートに設置する。また，外部電源喪失時にも必要な照明を確保できるように，非常用低圧

母線（モータコントロールセンタ 2C 系又は 2D 系）に接続し，非常用ディーゼル発電機か

らも電力を供給する設計とする。 

直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処する

ために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始される前までに必要な操作を実

施する中央制御室，現場機器室及びアクセスルートに設置する。直流非常灯及び蓄電池内

蔵型照明は，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が

常設代替交流電源設備から開始される前まで（約 95 分間）においても点灯できるように

蓄電池又は内蔵蓄電池から電力を供給できる設計とする。 

非常用照明は，発電用原子炉の停止，停止後の冷却及び監視等の操作が必要となる中央

制御室，中央制御室で操作が困難な場合に必要な操作を行う現場機器室及びアクセスルー

トにおいて，操作及び移動に必要な照明を確保できる設計とする。 

直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処する

ために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始される前までに必要な操作を実

施する中央制御室，現場機器室及びアクセスルートにおいて，操作及び移動に必要な照明

を確保できる設計とする。 

作業用照明の電源系統を図 1 に，作業用照明の取付箇所を，表 3及び添付図面「第 1-

8-1 図から第 1-8-36 図 非常用照明の取付箇所を明示した図面」に示す。 
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表 3 作業用照明の取付箇所 

 給電元 設置箇所 

作業用 

照明 

非常用照明 非常用低圧母線 

中央制御室 

現場機器室＊ 

アクセスルート 

直流非常灯 非常用直流母線 中央制御室 

蓄電池内蔵型照明 

内蔵蓄電池 

（常用低圧母線） 

（非常用低圧母線） 

中央制御室 

現場機器室＊ 

アクセスルート 

注記 ＊：設計基準事故が発生した場合に操作が必要な現場機器室は，以下のとおり。 

・ＭＳＩＶ－ＬＣＳマニホールド室（原子炉建屋原子炉棟 3階） 

・エレベータ正面（原子炉建屋原子炉棟 4 階） 

・ＦＰＣポンプ室（原子炉建屋原子炉棟 4 階） 

・ （原子炉建屋付属棟 1階，地下 1 階，地下 2 階） 

・ （ 原子炉建屋付属棟 地下 1階 ） 

・タービン建屋搬出入口（タービン建屋 1 階） 

 

3.2.2 可搬型照明 

非常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明により，設計基準事故に対応するための

操作及び作業場所までの移動に必要な照明は確保されるが，念のため，運転員が常時滞在

している中央制御室及び管理区域内における現場運転員集合場所である廃棄物処理操作室

に十分な数量の可搬型照明を自主対策設備として配備し，昼夜，場所を問わず作業を可能

とする。 

可搬型照明の保管場所を添付図面「第 1-8-1 図から第 1-8-36 図 非常用照明の取付箇

所を明示した図面」に示す。 
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１
．
基

準
適
合
性
の
確
認
範
囲

（
１
）

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電

電
源
装
置
及
び
緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の
設
置
場
所

の
変
更

①
環
境
条
件
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
安
全

施
設
に
つ
い
て

，
通
常
運

転
時
，
運
転
時
の
異
常
な

過
渡
変
化
時
及

び
設
計
基
準
事
故
時
に
想

定
さ
れ
る

環
境
条
件
に

お
い
て

，
そ
の
機
能
を

発
揮
す
る

た
め
，
当
該
施
設
が
さ
ら

さ
れ
る
と
考
え

ら
れ
る
圧

力
，
温
度
，
湿

度
，
放
射

線
等
の
環
境
条

件
と
機
器

仕
様
と
の
比
較

等
に
よ

り
耐
性
を
確
認

し
た
設
計

と
し
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
6 
安
全
設
備
及
び
重

大
事
故
等
対
処

設
備
が
使

用
さ
れ
る
条
件

の
下
に
お

け
る
健
全
性
に

関
す
る
説

明
書
」
（

1,
2,
1
6～

21
,2
3頁

参
照
）

「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設

非
常
用
電
源
設
備

そ
の
他
の
電
源
装
置
に

係
る
機
器
の
配

置
を
明
示

し
た
図
面
」

（
第

9-
1
-2
-1
図
参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

②
多
重
性
又
は
多
様
性

及
び
独
立
性
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
重
要

度
が
高
い
安
全

機
能
を
有

す
る
施
設
に
つ
い
て
，
単

一
故
障
が
発
生

し
た
場
合
で
あ
っ
て
，
外

部
電
源
が

利
用
で
き
な

い
場
合

に
お
い
て
も
，

そ
の
機
能

が
達
成
で
き
る
よ
う
，
多

重
性
又
は
多
様

性
及
び
独

立
性
を
有
す
る

設
計
と
し

て
い
る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
6 
安
全
設
備
及
び
重

大
事
故
等
対
処

設
備
が
使

用
さ
れ
る
条
件

の
下
に
お

け
る
健
全
性
に

関
す
る
説

明
書
」
（

1,
3,
3
8,
5
4,
55
頁
参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】
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（
２
）

火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ
ン

ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所
，
個

数
，
名
称
等
の
変
更

①
環
境
条
件
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
安
全

施
設
に
つ
い
て

，
通
常
運

転
時
，
運
転
時
の
異
常
な

過
渡
変
化
時
及

び
設
計
基
準
事
故
時
に
想

定
さ
れ
る

環
境
条
件
に

お
い
て

，
そ
の
機
能
を

発
揮
す
る

た
め
，
当
該
施
設
が
さ
ら

さ
れ
る
と
考
え

ら
れ
る
圧

力
，
温
度
，
湿

度
，
放
射

線
等
の
環
境
条

件
と
機
器

仕
様
と
の
比
較

等
に
よ

り
耐
性
を
確
認

し
た
設
計

と
し
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
補
足

-
5【

火
災
防
護

設
備
用
ハ

ロ
ン
ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
6 
安
全
設
備
及
び
重

大
事
故
等
対
処

設
備
が
使

用
さ
れ
る
条
件

の
下
に
お

け
る
健
全
性
に

関
す
る
説

明
書
」
（

1,
2,
1
6～

21
,2
3頁

参
照
）

「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設
の
う
ち
火

災
防
護
設
備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

（
消
火
設

備
）
」

（
第

9-
3
-4
7図

参
照
）

「
そ
の

他
発
電
用
原
子

炉
の
附
属

施
設
の
う
ち
火

災
防
護
設
備
に
係
る
主
配

管
の
配
置

を
明
示
し
た
図

面
（
消
火

設
備
）
」

（
第

9-
3
-1
03
～
1
06
図

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
並

び
に

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
同
じ

（
電

気
室
）
内
で
の

設
置
場
所

の
変
更

で
あ
り
，
環
境

条
件
に
変

更
が
な
い
こ
と

か
ら
，
通

常
運
転
時
，
運

転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化

時
及
び

設
計
基

準
事
故
時
に
想

定
さ
れ
る

環
境
条
件
に
お

け
る
設
計

に
影
響
を
与
え

な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

ま
た
，

機
器
構

成
に
変
更
が
な

い
こ
と
か

ら
，
多
重
性
又

は
多
様
性

及
び
独
立
性
を

有
す
る
設
計
に
影
響
を
与

え
な
い

こ
と
を

確
認
し
た
。
【

（
１
）
①

,②
】

Ⅴ
-1
-1
-
6 
安

全
設
備
及
び
重
大

事
故
等
対
処
設

備
が
使

用
さ
れ
る
条
件

の
下
に
お

け
る
健
全
性
に

関
す
る

説
明
書

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
想
定

さ
れ
る
環
境
条

件
に
お
い

て
，
耐
性
を
有

す
る
設
計

に
変
更

が
な
い
こ
と
を

確
認
し
た

。
【
（
１
）
①

】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
重
要

度
の
特
に
高
い

安
全
機
能

を
有
す
る
施
設

と
し
て
，

多
重
性

及
び
独
立
性
を

有
す
る
設

計
に
変
更
が
な

い
こ
と
を

確
認
し
た
。
【

（
１
）
②
】

そ
の
他

発
電
用
原
子
炉

の
附
属
施

設
非

常
用
電

源
設
備

そ
の

他
の
電
源
装
置
に

係
る
機
器
の
配

置
を
明

示
し
た
図
面

（
第

9-
1
-2
-1
図
）

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
同
じ

（
電

気
室
）
内
で
の

設
置
場
所

の
変
更

で
あ
る
こ
と
を

確
認
し
た

。
【
（
１
）
①

】

２
．
確

認
結
果

（
１
）

非
常
用
／
緊
急

用
無
停
電

電
源
装
置
及
び

緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の
設
置
場
所

の
変
更

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
並
び
に
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ
ン
ボ
ン
ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-5
【
火
災
防
護
設

備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
の
設

置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，

同
じ

内
で
の
設
置

場
所
の
変

更
で
あ
り
，
環

境
条
件
に

変
更
が
な
い
こ

と
か
ら
，
通
常
運
転
時
，

運
転
時

の
異
常

な
過
渡
変
化
時

及
び
設
計

基
準
事
故
時
に

想
定
さ
れ

る
環
境
条
件
を

考
慮
し
た
設
計
に
影
響
を

与
え
な

い
こ
と

を
確
認
し
た
。

【
（
２
）

①
】

Ⅴ
-1
-1
-
6 
安

全
設
備
及
び
重
大

事
故
等
対
処
設

備
が
使

用
さ
れ
る
条
件

の
下
に
お

け
る
健
全
性
に

関
す
る

説
明
書

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，

想
定
さ
れ

る
環
境
条
件
に

お
い
て
，

耐
性
を

有
す
る
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

し
た
。
【

（
２
）
①
】

そ
の
他

発
電
用
原
子
炉

の
附
属
施

設
の
う
ち
火
災

防
護
設

備
に
係
る
機
器

の
配
置
を

明
示
し
た
図
面

（
消
火

設
備
）

（
第

9-
3
-4
7図

）

そ
の
他

発
電
用
原
子
炉

の
附
属
施

設
の
う
ち
火
災

防
護
設

備
に
係
る
主
配

管
の
配
置

を
明
示
し
た
図

面
（
消

火
設
備
）

（
第

9-
3
-1
03
～
1
06
図

参
照
）

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
の
改

造
に
よ
り

，
同
じ

）
内

で
の
設

置
場
所
の
変
更

で
あ
る
こ

と
を
確
認
し
た

。
【
（
２

）
①
】

（
２
）

火
災
防
護
設
備

用
ハ
ロ
ン

ボ
ン
ベ
の
設
置

場
所
，
個

数
，
名
称
等
の
変
更

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
並
び
に
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ
ン
ボ
ン
ベ
の

設
置
場

所
，

個
数

，
名

称
等

の
変

更
認

可
申

請
に

伴
う

影
響

に
つ

い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】
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３
．
ま

と
め

（
１
）

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電

電
源
装
置
及
び
緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の
設
置
場
所

の
変
更

・
今
回
の
非
常
用
無
停

電
電
源
装
置
の
改
造
に
お

い
て
，
安
全
施
設
に
要
求

さ
れ
る
通
常
運
転
時
，
運

転
時
の
過
渡
変
化
時
及
び

設
計
基
準
事
故
時
に
想
定

さ
れ
る
環

境
条
件
を
考
慮

し
た
設
計

に
変
更
が
な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。
ま
た

，
重
要
施

設
に
要
求
さ
れ

る
多
重
性

又
は
多
様
性
及

び
独
立
性

の
設
計
に
変
更

が
な
い

こ
と
を
確
認
し

た
。

・
安
全
施
設
に
対
す
る

環
境
条
件
，
多
重
性
又
は

多
様
性
及
び
独
立
性
を
考

慮
し
た
設
計
方
針
に
変
更

な
い
た
め
，
技
術
基
準
の

適
合
性
に
影
響
を
与
え
な

い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設
計
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
。
ま
た
，

安
全
設
備
に
関
す
る
基
本

設
計
方
針
に
つ
い
て
も
変

更
は
な
い
。

（
２
）

火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ
ン

ボ
ン
ベ
の
設
置
場
所
，
個

数
，
名
称
等
の
変
更

・
今
回
の
火
災
防
護
設

備
用
ハ
ロ
ン
ボ
ン
ベ
の
改

造
に
お
い
て
，
安
全
施
設

に
要
求
さ
れ
る
通
常
運
転

時
，
運
転
時
の
過
渡
変
化

時
及
び
設
計
基
準
事
故
時

に
想
定
さ

れ
る
環
境
条
件

を
考
慮
し

た
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
・
安
全
施
設
に
対
す
る

環
境
条
件
を
考
慮
し
た
設

計
方
針
に
変
更
な
い
た
め

，
技
術
基
準
の
適
合
性
に

影
響
を
与
え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設
計
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
。
ま
た
，

安
全
設
備
に
関
す
る
基
本

設
計
方
針
に
つ
い
て
も
変

更
は
な
い
。

非
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／
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影
響
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つ
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て

【
第
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条

安
全
設

備
】
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Ⅴ-1-1-6 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される 

  条件の下における健全性に関する説明書 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第9条，第14条，第15条（第1項及び第3項を除く。），第32条第3項，第38条第2項，

第44条第1項第5号及び第54条（第2項第1号及び第3項第1号を除く。）及び第59条から第77条並びに

それらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」と

いう。）に基づき，安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性につい

て説明するものである。 

今回は，健全性として，機器に要求される機能を有効に発揮するための系統設計及び構造設計

に係る事項を考慮して，「多重性又は多様性及び独立性に係る要求事項を含めた多重性又は多様

性及び独立性並びに位置的分散に関する事項（技術基準規則第9条，第14条第1項，第54条第2項第

3号，第3項第3号，第5号，第7号及び第59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「多重性又は

多様性及び独立性並びに位置的分散」という。），「共用化による他号機への悪影響も含めた，機器

相互の悪影響（技術基準規則第15条第4項，第5項，第6項，第54条第1項第5号，第2項第2号及び第

59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「悪影響防止」という。），「安全設備及び重大事故等

対処設備に想定される事故時の環境条件（使用条件含む。）等における機器の健全性（技術基準規

則第14条第2項，第32条第3項，第44条第1項第5号，第54条第1項第1号，第6号，第3項第4号及び第

59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「環境条件等」という。）及び「要求される機能を達

成するために必要な操作性，試験・検査性，保守点検性等（技術基準規則第15条第2項，第38条第

2項及び第54条第1項第2号，第3号，第4号，第3項第2号，第6号及び第59条から第77条並びにそれ

らの解釈）」（以下「操作性及び試験・検査性」という。）を説明する。 

 

健全性を要求する対象設備については，技術基準規則及びその解釈だけでなく，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」と

いう。）及びその解釈も踏まえて，重大事故等対処設備は全てを対象とし，安全設備を含む設計基

準対象施設は以下のとおり対象を明確にして説明する。 

「多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散」については，技術基準規則第14条第1項及び

その解釈にて安全設備に対して要求されていること，設置許可基準規則第12条第2項及びその解

釈にて安全機能を有する系統のうち安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの（以下「重

要施設」という。）に対しても要求されていることから，安全設備を含めた重要施設を対象とする。

人の不法な侵入等の防止の考慮については，技術基準規則第9条及びその解釈にて発電用原子炉

施設に対して要求されていることから，重大事故等対処設備を含む発電用原子炉施設を対象とす

る。 

「悪影響防止」のうち，内部発生飛散物の考慮は，技術基準規則第15条第4項及びその解釈にて

設計基準対象施設に属する設備に対して要求されていることから，安全設備を含めた設計基準対

象施設を対象とする。共用又は相互接続の禁止に対する考慮は，技術基準規則第15条第5項及びそ

の解釈にて，安全設備に対して要求されていること，設置許可基準規則第12条第6項及びその解釈

にて重要安全施設に対して要求されていることから，安全設備を含めた重要安全施設を対象とす

る。共用又は相互接続による安全性の考慮は，技術基準規則第15条第6項及びその解釈にて安全機

（１）②

（１）②

（１）①
（２）①
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能を有する構築物，系統及び機器（以下「安全施設」という。）に対して要求されているため，安

全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「環境条件等」については，設計が技術基準規則第14条第2項及びその解釈にて安全施設に対し

て要求されているため，安全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「操作性及び試験・検査性」のうち，操作性の考慮は，技術基準規則第38条第2項及びその解釈

にて中央制御室での操作に対する考慮が要求されており，その操作対象を考慮して安全設備を含

めた安全施設を対象とする。試験・検査性，保守点検性等の考慮は技術基準規則第15条第2項及び

その解釈にて設計基準対象施設に対して要求されており，安全設備を含めた設計基準対象施設を

対象とする。 

 

  

（１）①
（２）①
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2. 基本方針 

安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性について，以下の4項

目に分け説明する。 

 

2.1 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

重要施設は，単一故障が発生した場合でもその機能を達成できるように，十分高い信頼性を

確保し，かつ維持し得る設計とし，原則，多重性又は多様性及び独立性を備える設計とする。 

多重性又は多様性及び独立性を備える設計とすることにより，単一故障，環境条件，自然現

象，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれのある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）（以下「人為事

象」という。），溢水，火災等により安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。なお，

自然現象のうち地震に対する設計については，添付書類「Ⅴ-2 耐震性に関する説明書」のう

ち添付書類「Ⅴ-2-1 耐震設計の基本方針」に基づき実施する。地震を除く自然現象及び人為

事象に対する設計については，添付書類「Ⅴ-1-1-2 発電用原子炉施設の自然現象等による損

傷の防止に関する説明書」のうち添付書類「Ⅴ-1-1-2-1-1 発電用原子炉施設に対する自然現

象等による損傷の防止に関する基本方針」に基づき実施する。溢水に対する設計については，

添付書類「Ⅴ-1-1-8 発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のうち添付書類「Ⅴ-1-1-

8-1 溢水等による損傷防止の基本方針」に基づき実施する。火災に対する設計については，添

付書類「Ⅴ-1-1-7 発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」の「2. 火災防護の基本方

針」に基づき実施する。また，発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止に係る設計上の

考慮等については，別添3「発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止について」に基づき

実施する。 

重要施設は，当該系統を構成する機器に短期間では動的機器の単一故障，長期間では動的機

器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障が発生した場合で，外部電源が利用できない

場合においても，系統の安全機能が達成できるよう，原則として，多重性又は多様性及び独立

性を持つ設計とする。 

短期間と長期間の境界は24時間とする。 

重要施設のうち，単一設計で安全機能を達成できるものについては，その設計上の考慮を「3. 

系統施設毎の設計上の考慮」に示す。 

重大事故防止設備については，設計基準事故対処設備並びに使用済燃料プールの冷却設備及

び注水設備（以下「設計基準事故対処設備等」という。）の安全機能と共通要因によって同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多様性及び

独立性を有し，位置的分散を図ることを考慮して適切な措置を講じた設計とする。ただし，重

大事故に至るおそれのある事故が発生する要因となった喪失機能を代替するもののうち，非常

用ディーゼル発電機等のように，多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮すべき対象の設計

基準事故対処設備がないものは，多様性及び独立性並びに位置的分散の設計方針は適用しない。 

常設重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等の安全機能と共通要因によって同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないように，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多様性及び独

（１）②

（１）②
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2.3 環境条件等 

安全施設及び重大事故等対処設備は，想定される環境条件において，その機能を発揮できる

設計とする。 

安全施設の設計条件を設定するに当たっては，材料疲労，劣化等に対しても十分な余裕を持

って機能維持が可能となるよう，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

に想定される圧力，温度，湿度，放射線量等各種の環境条件を考慮し，十分安全側の条件を与

えることにより，これらの条件下においても期待されている安全機能を発揮できる設計とする。

安全施設の環境条件には，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時におけ

る圧力，温度，湿度，放射線のみならず，荷重，屋外の天候による影響（凍結及び降水），海水

を通水する系統への影響，電磁的障害，周辺機器等からの悪影響及び冷却材の性状（冷却材中

の破損物等の異物を含む。）の影響を考慮する。 

重大事故等対処設備は，重大事故等時の温度，放射線，荷重及びその他の使用条件において，

その機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使用場所）又は保管場所に応じた耐環境性

を有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。重大事故等発生時の環境条件につい

ては，温度（環境温度及び使用温度），放射線，荷重のみならず，その他の使用条件として，環

境圧力，湿度による影響，屋外の天候による影響（凍結及び降水），重大事故等時に海水を通水

する系統への影響，電磁的障害及び周辺機器等からの悪影響及び冷却材の性状（冷却材中の破

損物等の異物を含む。）の影響を考慮する。 

荷重としては，重大事故等時の機械的荷重に加えて，環境圧力，温度及び自然現象（地震，

津波（敷地に遡上する津波を含む。），風（台風），竜巻，積雪，火山の影響）による荷重を考慮

する。 

安全施設及び重大事故等対処設備について，これらの環境条件の考慮事項毎に，環境圧力，

環境温度及び湿度による影響，放射線による影響，屋外の天候による影響（凍結及び降水），荷

重，海水を通水する系統への影響，電磁的障害，周辺機器等からの悪影響，冷却材の性状（冷

却材中の破損物等の異物を含む。）の影響並びに設置場所における放射線の影響に分け，以下

(1)から(6)に各考慮事項に対する設計上の考慮を説明する。 

 

(1) 環境圧力，環境温度及び湿度による影響，放射線による影響，屋外の天候による影響（凍

結及び降水）並びに荷重 

・安全施設は，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時における環境

条件を考慮した設計とする。 

・原子炉格納容器内の重大事故等対処設備は，重大事故等時の原子炉格納容器内の環境条

件を考慮した設計とする。操作は，中央制御室から可能な設計とする。また，地震によ

る荷重を考慮して，機能を損なわない設計とする。 

・原子炉建屋原子炉棟内の重大事故等対処設備は，重大事故等時における環境条件を考慮

した設計とする。操作は，中央制御室，異なる区画若しくは離れた場所又は設置場所で

可能な設計とする。また，横滑りも含めて地震による荷重を考慮して，機能を損なわな

い設計とするとともに，可搬型重大事故等対処設備については，必要により当該設備の

（１）①
（２）①

（１）①
（２）①

（１）①
（２）①
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落下防止，転倒防止及び固縛の措置をとる。このうち，インターフェイスシステムＬＯ

ＣＡ時，使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれのある事故又は主蒸気管破断

事故起因の重大事故等時に使用する設備については，これらの環境条件を考慮した設計

とするか，これらの環境影響を受けない区画等に設置する。 

・原子炉建屋付属棟内（中央制御室含む。），緊急時対策所建屋内，常設代替高圧電源装置

置場（地下階）内，格納容器圧力逃がし装置格納槽内，常設低圧代替注水系ポンプ室内，

緊急用海水ポンプピット内及び立坑内の重大事故等対処設備は，重大事故等時における

それぞれの場所の環境条件を考慮した設計とする。操作は，中央制御室，異なる区画若

しくは離れた場所又は設置場所で可能な設計とする。また，横滑りを含めて地震による

荷重を考慮して，機能を損なわない設計とするとともに，可搬型重大事故等対処設備に

ついては，必要により当該設備の落下防止，転倒防止及び固縛の措置をとる。 

・屋外及び常設代替高圧電源装置置場（地上階）の重大事故等対処設備は，重大事故等時

における屋外の環境条件を考慮した設計とする。操作は，中央制御室，離れた場所又は

設置場所で可能な設計とする。また，横滑りを含めて地震による荷重を考慮して，機能

を損なわない設計とするとともに，可搬型重大事故等対処設備については，地震後にお

いても機能及び性能を保持する設計とする。さらに，風（台風）及び竜巻による風荷重

を考慮して，浮き上がり又は横滑りによって設計基準事故対処設備や同じ機能を有する

他の重大事故等対処設備に衝突して損傷することを防止するとともに，積雪及び火山の

影響を考慮して，必要により除雪及び除灰等の措置を講じる。 

・屋外の重大事故等対処設備は，重大事故等時において，万が一使用中に機能を喪失した

場合であっても，可搬型重大事故等対処設備によるバックアップが可能となるよう，位

置的分散を考慮して可搬型重大事故等対処設備を複数保管する設計とする。 

・原子炉格納容器内の安全施設及び重大事故等対処設備は，設計基準事故等及び重大事故

等時に想定される圧力，温度等に対し，格納容器スプレイ水による影響を考慮しても，

その機能を発揮できる設計とする。 

・安全施設及び重大事故等対処設備において，主たる流路の機能を維持できるよう，主た

る流路に影響を与える範囲について，主たる流路と同一又は同等の規格で設計する。 

 

a. 環境圧力 

原子炉格納容器外の安全施設及び重大事故等対処設備については，事故時に想定される

環境圧力が，原子炉建屋原子炉棟内は事故時に作動するブローアウトパネル開放設定値を

考慮して大気圧相当，原子炉建屋の原子炉棟外及びその他の建屋内並びに屋外は大気圧で

あり，大気圧にて機能を損なわない設計とする。 

原子炉格納容器内の安全施設及び重大事故等対処設備については，使用時に想定される

環境圧力が加わっても，機能を損なわない設計とする。 

原子炉格納施設内の安全施設に対しては，発電用原子炉設置変更許可申請書「十 発電

用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場合における当該事故に対処する

ために必要な施設及び体制の整備に関する事項」（以下「許可申請書十号」という。）ロ．
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において評価した設計基準事故の中で，原子炉格納容器内の圧力が最も高くなる「原子炉

冷却材喪失」を包絡する圧力として，0.31 MPa [gage]を設定する。 

原子炉格納施設内の重大事故等対処設備に対しては，「許可申請書十号」ハ．において評

価した重大事故等の中で，原子炉格納容器内の圧力が最も高くなる「大破断ＬＯＣＡ＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗（＋全交流動力電源喪失）」を包絡する圧力として，原

則として，0.62 MPa [gage]を設定する。 

ただし，重大事故等発生初期に機能が求められるものは，機能が求められるときの環境

圧力を考慮して，環境圧力を設定する。 

設定した環境圧力に対して機器が機能を損なわないように，耐圧部にあっては，機器が

使用される環境圧力下において，部材に発生する応力に耐えられることとする。耐圧部以

外の部分にあっては，絶縁や回転等の機能が阻害される圧力に到達しないことを確認する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧を行う安全弁等については，環境圧力において吹出

量が確保できる設計とする。原子炉冷却材圧力バウンダリに属する逃がし安全弁は，サプ

レッション・チェンバからの背圧の影響を受けないようベローズと補助背圧平衡ピストン

を備えたバネ式の平衡形安全弁とし，吹出量に係る設計については，添付書類「Ⅴ-4-1 安

全弁及び逃がし弁の吹出量計算書」に示す。 

確認の方法としては，環境圧力と機器の最高使用圧力との比較の他，環境圧力を再現し

た試験環境下において機器が機能することを確認した実証試験等によるものとする。 

 

b. 環境温度及び湿度による影響 

安全施設及び重大事故等対処設備は，それぞれ事故時に想定される環境温度及び湿度に

て機能を損なわない設計とする。環境温度及び湿度については，設備の設置場所の適切な

区分（原子炉格納容器内，建屋内，屋外）毎に想定事故時に到達する最高値とし，区分毎

の環境温度及び湿度以上の最高使用温度等を機器仕様として設定する。 

原子炉格納容器内の安全施設に対しては，「許可申請書十号」ロ．において評価した設計

基準事故の中で，原子炉格納容器内の温度が最も高くなる「原子炉冷却材喪失」を包絡す

る温度及び湿度として，温度は171 ℃，湿度は100 ％（蒸気）を設定する。 

原子炉格納容器内の重大事故等対処設備に対しては，「許可申請書十号」ハ．において評

価した重大事故等の中で，原子炉格納容器内の温度が最も高くなる「大破断ＬＯＣＡ＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗（＋全交流動力電源喪失）」を包絡する温度及び湿度と

して，原則として，温度は200 ℃（最高235 ℃），湿度は100 ％（蒸気）を設定する。 

原子炉格納容器外の建屋内（原子炉建屋原子炉棟内）の安全施設に対しては，原子炉建

屋原子炉棟内の温度が最も高くなる「主蒸気管破断」を考慮し，事故等時の設備の使用状

態に応じて，原則として，温度は65.6 ℃（事象初期：100 ℃），湿度は90 ％（事象初期：

100 ％（蒸気））を設定する。 

原子炉格納容器外の建屋内（原子炉建屋原子炉棟内）の重大事故等対処設備に対しては，

原則として，温度は65.6 ℃，湿度は100 ％を設定する。その他，「許可申請書十号」ハ．

において評価した重大事故等の中で，エリアの温度が上昇する事象を選定する。 
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「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」時に使用する重大事故等対

処設備に対しては，耐火壁により東側区分と西側区分に分離されており，機能が期待され

る区分は高温水及び蒸気による影響が小さく，温度は65.6 ℃，湿度は100 ％に包絡され

る。 

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」時に使用する重大事故

等対処設備に対しては，使用済燃料プール水の沸騰の可能性を考慮して，温度は100 ℃，

湿度は100 ％（蒸気）を設定する。 

「主蒸気管破断事故起因の重大事故等」時に使用する原子炉建屋原子炉棟内の重大事故

等対処設備に対しては，主蒸気管から原子炉棟への蒸気の流出を考慮し，原則として，温

度は65.6 ℃（事象初期：100 ℃），湿度100 ％（事象初期：100 ％（蒸気））を設定する。 

原子炉格納容器外の建屋内（原子炉建屋の原子炉棟外及びその他の建屋内）の安全施設

及び重大事故等対処設備に対しては，原則として，温度は40 ℃，湿度は90 ％を設定する。 

屋外の安全施設及び重大事故等対処設備に対しては，夏季を考慮して温度は40 ℃，湿度

は100 ％を設定する。 

環境温度及び湿度以上の最高使用温度等を設定できない機器については，その設備の機

能が求められる事故に応じて，サポート系による設備の冷却や，熱源からの距離等を考慮

して環境温度及び湿度を設定する。 

なお，環境温度を考慮し，耐環境性向上を図る設計を行っている機器については，「3. 系

統施設毎の設計上の考慮」に示す。 

設定した環境温度に対して機器が機能を損なわないように，耐圧部にあっては，機器が

使用される環境温度下において，部材に発生する応力に耐えられることとする。耐圧部以

外の部分にあっては，絶縁や回転等の機能が阻害される温度に到達しないこととする。 

環境温度に対する確認の方法としては，環境温度と機器の最高使用温度との比較，規格

等に基づく温度評価の他，環境温度を再現した試験環境下において機器が機能することを

確認した実証試験等によるものとする。 

また，設定した湿度に対して機器が機能を損なわないように，耐圧部にあっては，当該

構造部が気密性・水密性を有し，一定の肉厚を有する金属製の構造とすることで，湿度の

環境下であっても耐圧機能が維持される設計とする。耐圧部以外の部分にあっては，機器

の外装を気密性の高い構造とし，機器内部を周囲の空気から分離することや，機器の内部

にヒーターを設置し，内部で空気を加温して相対湿度を低下させること等により，絶縁や

導通等の機能が阻害される湿度に到達しないこととする。 

湿度に対する確認の方法としては，環境湿度と機器仕様の比較の他，環境湿度を再現し

た試験環境下において機器が機能することを確認した実証試験等によるものとする。 

 

c. 放射線による影響 

安全施設及び重大事故等対処設備は，それぞれ事故時に想定される放射線にて機能を損

なわない設計とする。放射線については，設備の設置場所の適切な区分（原子炉格納容器

内，建屋内，屋外）毎に想定事故時に到達する最大線量とし，区分毎の放射線量に対して，
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遮蔽等の効果を考慮して，機能を損なわない材料，構造，原理等を用いる設計とする。 

安全施設に対しては，「許可申請書十号」ロ．において評価した設計基準事故の中で，原

子炉格納容器内の線量が最も高くなる「原子炉冷却材喪失」を選定し，その最大放射線量

を包絡する線量として，原子炉格納容器内は260 kGy/6ヶ月を設定する。原子炉格納容器外

の建屋内（原子炉建屋原子炉棟内）の安全施設に対しては，原則として，1.7 kGy/6ヶ月を

設定する。 

原子炉格納容器外の建屋内（原子炉建屋の原子炉棟外及びその他の建屋内）の安全施設

に対しては，屋外と同程度の放射線量として1 mGy/h以下を設定する。 

ただし，放射線源の影響を受ける可能性があるエリアについては，遮蔽等の効果や放射

線源からの距離等を考慮して放射線量を設定する。 

屋外の安全施設に対しては，1 mGy/h以下を設定する。 

原子炉格納容器内の重大事故等対処設備に対しては，「許可申請書十号」ハ．において評

価した重大事故等の中で，原子炉格納容器内の線量が最も高くなる事象として，「大破断Ｌ

ＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗（＋全交流動力電源喪失）」での最大放射線

量を包絡する線量として，原則として，640 kGy/7日間を設定する。 

原子炉格納容器外の建屋内（原子炉建屋原子炉棟内）の重大事故等対処設備に対しては，

原則として，1.7 kGy/7日間を設定する。 

「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」時に使用する重大事故等対

処設備に対しては，最大放射線量は1.7 kGy/7日間に包絡される。 

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」時に使用する重大事故

等対処設備に対しては，使用済燃料プール水位が低下することで生じる燃料からの直接線

とその散乱線が想定されるが，当該影響は小さいため，最大放射線量は1.7 kGy/7日間に包

絡される。 

原子炉格納容器外の建屋内（原子炉建屋の原子炉棟外及びその他の建屋内）の重大事故

等対処設備に対しては，原則として，屋外と同程度の放射線量として3 Gy/7日間を設定す

る。 

ただし，放射線源の影響を受ける可能性があるエリアについては，遮蔽等の効果や放射

線源からの距離等を考慮して放射線量を設定する。 

屋外の重大事故等対処設備に対しては，原子炉格納容器からの直接線及びスカイシャイ

ン線，原子炉格納容器から漏えいした放射性物質によるクラウドシャイン線及びグランド

シャイン線を考慮し，「許可申請書十号」ハ．において評価した重大事故等の中で，「大破

断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗（＋全交流動力電源喪失）」での最大放

射線量を包絡する線量として，3 Gy/7日間を設定する。 

表2-1-1～表2-1-6にこれらの放射線量評価に用いた評価条件等を示す。 

放射線による影響に対して機器が機能を損なわないように，耐圧部にあっては，耐放射

線性が低いと考えられるパッキン・ガスケットも含めた耐圧部を構成する部品の性能が有

意に低下する放射線量に到達しないこと，耐圧部以外の部分にあっては，電気絶縁や電気

信号の伝送・表示等の機能が阻害される放射線量に到達しないこととする。 
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確認の方法としては，環境放射線を再現した試験環境下において機器が機能することを

確認した実証試験等により得られた機器等の機能が維持される積算線量を機器の放射線

に対する耐性値とし，環境放射線条件と比較することとする。耐性値に有意な照射速度依

存性がある場合には，実証試験の際の照射速度に応じて，機器の耐性値を補正することと

する。 

環境放射線条件との比較のため，機器の耐性値を機器が照射下にあると評価される期間

で除算して線量率に換算することとする。なお，原子炉施設の通常運転中に有意な放射線

環境に置かれる機器にあっては，通常運転時などの事故等以前の状態において受ける放射

線量分を事故等時の線量率に割増すること等により，事故等以前の放射線の影響を評価す

ることとする。 

放射線の影響の考慮として，原子炉圧力容器は中性子照射の影響を受けるため，設計基

準事故時等及び重大事故等時に想定される環境において脆性破壊を防止することにより，

その機能を発揮できる設計とする。原子炉圧力容器は最低使用温度を21 ℃に設定し，関連

温度（初期）を-12 ℃以下に管理することで脆性破壊が生じない設計とする。原子炉圧力

容器の破壊靭性に対する評価については，添付書類「Ⅴ-1-2-2 原子炉圧力容器の脆性破

壊防止に関する説明書」に示す。 

放射線に対して中央制御室遮蔽及び緊急時対策所遮蔽は，想定事故時においても，遮蔽

装置としての機能を損なわない設計とする。中央制御室遮蔽及び緊急時対策所遮蔽の遮蔽

設計及び評価については，添付書類「Ⅴ-4-2 生体遮蔽装置の放射線の遮蔽及び熱除去に

ついての計算書」に示す。 

 

d. 屋外の天候による影響（凍結及び降水） 

屋外の安全施設及び常設重大事故等対処設備については，屋外の天候による影響（凍結

及び降水）により機能を損なわないよう防水対策及び凍結防止対策を行う設計とする。 

 

e. 荷重 

安全施設及び常設重大事故等対処設備については，自然現象（地震，津波（敷地に遡上

する津波を含む。），風（台風），竜巻，積雪及び火山の影響）による荷重の評価を行い，そ

れぞれの荷重及びこれらの荷重の組合せにも機能を有効に発揮できる設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備については，自然現象（地震，津波（敷地に遡上する津波を

含む。），風（台風），竜巻，積雪及び火山の影響）によって機能を損なうことのない設計と

する。 

可搬型重大事故等対処設備は，地震荷重及び地震を含む荷重の組合せが作用する場合に

おいては，その機能を有効に発揮するために，横滑りを含めて地震による荷重を考慮して

機能を損なわない設計にするとともに，地震後においても機能及び性能を保持する設計と

する。 

屋内の重大事故等対処設備については，風（台風）及び竜巻による風荷重に対し外部か

らの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に設置又は保管することで，他の設備に悪
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置することによりサージ・ノイズの侵入を防止する，又は鋼製筐体や金属シールド付ケ

ーブルを適用し電磁波の侵入を防止する等の措置を講じた設計とする。 

 

(4) 周辺機器等からの悪影響 

・安全施設は，地震，火災，溢水及びその他の自然現象並びに人為事象による他設備から

の悪影響により，発電用原子炉施設としての安全機能が損なわれないよう措置を講じた

設計とする。 

・重大事故等対処設備は，事故対応のために設置・配備している自主対策設備や風（台風）

及び竜巻等を考慮して当該設備に対し必要により講じた落下防止，転倒防止，固縛など

の措置を含む周辺機器等からの悪影響により，重大事故等に対処するために必要な機能

を失うおそれがない設計とする。 

・重大事故等対処設備が受ける周辺機器等からの悪影響としては，自然現象，外部人為事

象，火災及び溢水による波及的影響を考慮する。屋外の重大事故等対処設備は，地震以

外の自然現象及び外部人為事象による波及的影響に起因する周辺機器等からの悪影響に

より，重大事故等に対処するための必要な機能を損なわないように，常設重大事故等対

処設備は，設計基準事故対処設備等と位置的分散を図り設置し，可搬型重大事故等対処

設備は，設計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散

を図るとともに，その機能に応じて，全てを一つの保管場所に保管することなく，一部

は離れた位置の保管場所に分散配置する。また，重大事故等対処設備及び資機材等は，

竜巻による風荷重が作用する場合においても，設計基準事故及び重大事故等に対処する

ための必要な機能に悪影響を及ぼさないように，浮き上がり又は横滑りにより飛散しな

い設計とするか，設計基準事故対処設備等及び当該保管エリア以外の重大事故等対処設

備に衝突し，損傷させない位置に保管する設計とする。位置的分散については，「2.1 多

重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散」に示す。 

・地震の波及的影響によりその機能を喪失しないように，常設重大事故等対処設備は，地

震については技術基準規則第50条「地震による損傷の防止」に基づく設計とし，津波（敷

地に遡上する津波を含む。）については漂流物対策等を実施する設計とする。可搬型重大

事故等対処設備は，地震の波及的影響により，重大事故等に対処するための必要な機能

を損なわないように，設計基準事故対処設備の配置も含めて常設重大事故等対処設備と

位置的分散を図り，その機能に応じて，全てを一つの保管場所に保管することなく，複

数の保管場所に分散配置する。位置的分散については，「2.1 多重性又は多様性及び独

立性並びに位置的分散」に示す。また，屋内の可搬型重大事故等対処設備は，油内包機

器による地震随伴火災の有無や，水又は蒸気内包機器による地震随伴溢水の影響を考慮

して保管するとともに，屋外の可搬型重大事故等対処設備は，地震により生じる敷地下

斜面のすべり，液状化及び揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地盤支持

力の不足，地中埋設構造物の崩壊等を受けない位置に保管する。 

・重大事故等対処設備は，地震により他の設備に悪影響を及ぼさない設計とし，また，地

震による火災源又は溢水源とならない設計とする。常設重大事故等対処設備については

（１）①
（２）①
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3. 系統施設毎の設計上の考慮 

申請範囲における設計基準対象施設と重大事故等対処設備について，系統施設毎の機能と，機

能としての健全性を確保するための設備の多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散につい

て説明する。あわせて，特に設計上考慮すべき事項について，系統施設毎に以下に示す。 

なお，流路を形成する配管及び弁並びに電路を形成するケーブル及び盤等への考慮について

は，その系統内の動的機器（ポンプ，発電機等）を含めた系統としての機能を維持する設計とす

る。 

 

3.1 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

(1) 機能 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等において，使用済燃料プールを冷却する機能 

 

b. 通常運転時等において，使用済燃料プールに注水する機能 

 

c. 重大事故等時において，使用済燃料プールの冷却等を行う機能 

・可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水

系（注水ライン）を使用した使用済燃料プール注水 

・常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使

用済燃料プール注水 

・常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ）を使

用した使用済燃料プール注水及びスプレイ 

・可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ）を使

用した使用済燃料プール注水及びスプレイ 

・可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズル）を

使用した使用済燃料プール注水及びスプレイ 

・大気への放射性物質の拡散抑制 

・代替燃料プール冷却系による使用済燃料プール冷却（原子炉冷却系統施設と兼用） 

・使用済燃料プールの監視（放射線管理施設と兼用） 

 

d. 工場等外への放射線物質の拡散を抑制する機能 

・大気への放射性物質の拡散抑制（原子炉格納施設と兼用） 

・海洋への放射性物質の拡散抑制（原子炉格納施設と兼用） 

 

e. 重大事故等の収束に必要となる水を供給する機能 

・重大事故等収束のための水源（原子炉冷却系統施設及び原子炉格納施設と兼用） 

・水の供給（原子炉冷却系統施設及び原子炉格納施設と兼用） 

 

f. 重大事故等時における計測制御機能 

（１）②
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3.7 その他発電用原子炉の附属施設 

3.7.1 非常用電源設備 

(1) 機能 

非常用電源設備は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等における非常用電源機能 

 

b. 重大事故等時における非常用電源機能 

・常設代替交流電源設備による給電 

・可搬型代替交流電源設備による給電 

・所内常設直流電源設備による給電 

・可搬型代替直流電源設備による給電 

・代替所内電気設備による給電 

・非常用交流電源設備 

・非常用直流電源設備 

・燃料給油設備による給油（補機駆動用燃料設備と兼用） 

 

c. 重大事故等時において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する機能 

・可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁機能回復 

・逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁機能回復 

 

d. 重大事故等時において，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能 

・格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（原子炉冷却系統

施設，放射線管理施設及び原子炉格納施設と兼用） 

 

e. 重大事故等時において，原子炉格納容器の過圧破損を防止する機能 

・格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（放射線管理施設

及び原子炉格納施設と兼用） 

 

f. 重大事故等時において，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する機能 

・可搬型窒素供給装置による原子炉格納容器内の不活性化（原子炉格納施設と兼用） 

・格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の水素及び酸素の排出（計測制御

系統施設，放射線管理施設及び原子炉格納施設と兼用） 

 

g. 重大事故等時における緊急時対策所機能 

・緊急時対策所用代替電源設備による給電 

 

h. アクセスルート確保（原子炉冷却系統施設に同じ） 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「（1） 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又

は多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-6-1 に示す。 

 

（１）②
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a. 非常用の計測制御用電源設備 

非常用の計測制御用電源設備は，計装用主母線 2母線及び計装用分電盤 3母線で構

成する。計装用分電盤２Ａ及び２Ｂは，2 系統に分離独立する設計とし，それぞれ非

常用無停電電源装置から給電することで，多重性及び独立性を図った設計とする。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

(a) 緊急時対策所用代替電源設備 

常設重大事故等対処設備として，緊急時対策所は，事故対応において東海第二発電

所及び廃止措置中の東海発電所双方のプラント状況を考慮した指揮命令を行う必要が

あるため，緊急時対策所を共用化し，事故収束に必要な緊急時対策所用代替電源設備

（緊急時対策所用発電機，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク及び緊急時対策所

用発電機給油ポンプ）を設置する。共用により，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことで，安全性の向上が図れることから，東海第二発電所及び廃止措置中の東海

発電所で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，発電所の区分けなく使用できる設

計とする。 

 

3.7.2 常用電源設備 

(1) 機能 

常用電源設備は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等における保安電源機能 

 

3.7.3 補助ボイラー 

(1) 機能 

補助ボイラーは主に以下の機能を有する。 

a. タービンのグランド蒸気，廃棄物処理系の濃縮器，屋外タンク配管の保温及び各種建

屋等の暖房用の蒸気供給機能 

 

3.7.4 火災防護設備 

火災防護設備は主に以下の機能を有する。 

(1) 機能 

a. 火災の発生防止，感知，消火，影響軽減機能 

 

(2) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 
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Ⅴ-1-1-6 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される 

  条件の下における健全性に関する説明書 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第9条，第14条，第15条（第1項及び第3項を除く。），第32条第3項，第38条第2項，

第44条第1項第5号及び第54条（第2項第1号及び第3項第1号を除く。）及び第59条から第77条並びに

それらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」と

いう。）に基づき，安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性につい

て説明するものである。 

今回は，健全性として，機器に要求される機能を有効に発揮するための系統設計及び構造設計

に係る事項を考慮して，「多重性又は多様性及び独立性に係る要求事項を含めた多重性又は多様

性及び独立性並びに位置的分散に関する事項（技術基準規則第9条，第14条第1項，第54条第2項第

3号，第3項第3号，第5号，第7号及び第59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「多重性又は

多様性及び独立性並びに位置的分散」という。），「共用化による他号機への悪影響も含めた，機器

相互の悪影響（技術基準規則第15条第4項，第5項，第6項，第54条第1項第5号，第2項第2号及び第

59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「悪影響防止」という。），「安全設備及び重大事故等

対処設備に想定される事故時の環境条件（使用条件含む。）等における機器の健全性（技術基準規

則第14条第2項，第32条第3項，第44条第1項第5号，第54条第1項第1号，第6号，第3項第4号及び第

59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「環境条件等」という。）及び「要求される機能を達

成するために必要な操作性，試験・検査性，保守点検性等（技術基準規則第15条第2項，第38条第

2項及び第54条第1項第2号，第3号，第4号，第3項第2号，第6号及び第59条から第77条並びにそれ

らの解釈）」（以下「操作性及び試験・検査性」という。）を説明する。 

 

健全性を要求する対象設備については，技術基準規則及びその解釈だけでなく，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」と

いう。）及びその解釈も踏まえて，重大事故等対処設備は全てを対象とし，安全設備を含む設計基

準対象施設は以下のとおり対象を明確にして説明する。 

「多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散」については，技術基準規則第14条第1項及び

その解釈にて安全設備に対して要求されていること，設置許可基準規則第12条第2項及びその解

釈にて安全機能を有する系統のうち安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの（以下「重

要施設」という。）に対しても要求されていることから，安全設備を含めた重要施設を対象とする。

人の不法な侵入等の防止の考慮については，技術基準規則第9条及びその解釈にて発電用原子炉

施設に対して要求されていることから，重大事故等対処設備を含む発電用原子炉施設を対象とす

る。 

「悪影響防止」のうち，内部発生飛散物の考慮は，技術基準規則第15条第4項及びその解釈にて

設計基準対象施設に属する設備に対して要求されていることから，安全設備を含めた設計基準対

象施設を対象とする。共用又は相互接続の禁止に対する考慮は，技術基準規則第15条第5項及びそ

の解釈にて，安全設備に対して要求されていること，設置許可基準規則第12条第6項及びその解釈

にて重要安全施設に対して要求されていることから，安全設備を含めた重要安全施設を対象とす

る。共用又は相互接続による安全性の考慮は，技術基準規則第15条第6項及びその解釈にて安全機
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能を有する構築物，系統及び機器（以下「安全施設」という。）に対して要求されているため，安

全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「環境条件等」については，設計が技術基準規則第14条第2項及びその解釈にて安全施設に対し

て要求されているため，安全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「操作性及び試験・検査性」のうち，操作性の考慮は，技術基準規則第38条第2項及びその解釈

にて中央制御室での操作に対する考慮が要求されており，その操作対象を考慮して安全設備を含

めた安全施設を対象とする。試験・検査性，保守点検性等の考慮は技術基準規則第15条第2項及び

その解釈にて設計基準対象施設に対して要求されており，安全設備を含めた設計基準対象施設を

対象とする。 
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響の考慮については，添付書類「Ⅴ-1-1-9 発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の

損壊に伴う飛散物による損傷防護に関する説明書」に示す。 

 

(3) 共用 

安全施設及び常設重大事故等対処設備の共用については，以下の設計とする。 

・重要安全施設は，東海発電所との間で原則共用又は相互に接続しない設計とするが，安

全性が向上する場合は，共用又は相互に接続できる設計とする。なお，東海発電所と共

用又は相互に接続する重要安全施設はないことから，共用又は相互に接続することを考

慮する必要はない。 

・重要安全施設以外の安全施設は，東海発電所との間で共用又は相互に接続する場合には，

発電用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。ただし，重要安全施設以外の安全

施設は，東海発電所と相互に接続しない設計とする。 

・常設重大事故等対処設備は，一部の敷地を共有する東海発電所内の発電用原子炉施設に

おいて共用しない設計とする。ただし，共用対象の施設毎に要求される技術的要件（重

大事故等に対処するための必要な機能）を満たしつつ，東海発電所内の発電用原子炉施

設と共用することによって，安全性が向上する場合であって，さらに東海発電所内及び

東海第二発電所内の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，共用できる

設計とする。 

安全施設及び常設重大事故等対処設備のうち，共用する機器については，「3. 系統施設毎

の設計上の考慮」に示す。 

 

  

15条－9

（１）①

（２）①

（２）①

148



 

26 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
6
 R
2 

2.4 操作性及び試験・検査性 

安全施設は，誤操作を防止するとともに容易に操作ができる設計とし，重大事故等対処設備

は，確実に操作できる設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認するため，発電用原子

炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）を実施できるよう，

機能・性能の確認，漏えいの有無の確認，分解点検等ができる構造とし，構造・強度の確認又

は内部構成部品の確認が必要な設備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可能

な設計とする。 

なお，機能・性能確認，各部の経年劣化対策及び日常点検を考慮することにより，分解・開

放が不要なものについては外観の確認が可能な設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，使用前検査，施設定期検査，定期安全管理検

査及び溶接安全管理検査の法定検査に加え，保全プログラムに基づく点検が実施できる設計と

する。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，原則として，系統試験及び漏えいの有無の確

認が可能な設計とする。系統試験については，テストライン等の設備を設置又は必要に応じて

準備することで試験可能な設計とする。 

また，悪影響防止の観点から他と区分する必要があるもの又は単体で機能・性能を確認する

ものは，他の系統と独立して機能・性能確認（特性確認を含む。）が可能な設計とする。 

以下に操作性及び試験・検査性に対する設計上の考慮を説明する。 

 

(1) 操作性 

安全施設及び重大事故等対処設備は，操作性を考慮して以下の設計とする。 

・安全施設は，プラントの安全上重要な機能を損なうおそれがある機器・弁等に対して，

色分けや銘板取り付け等の識別管理や人間工学的な操作性も考慮した監視操作エリア・

設備の配置，中央監視操作の盤面配置，理解しやすい表示方法により発電用原子炉施設

の状態が正確，かつ迅速に把握できる設計とするとともに施錠管理を行い，運転員の誤

操作を防止する設計とする。また，保守点検において誤りが生じにくいよう留意した設

計とする。中央制御室制御盤は，盤面器具（指示計，記録計，操作器具，表示装置，警

報表示）を系統毎にグループ化して中央制御室操作盤に集約し，操作器具の統一化（色，

形状，大きさ等の視覚的要素での識別），操作器具の操作方法に統一性を持たせること等

により，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において運転員の誤操

作を防止するとともに容易に操作ができる設計とする。 

・当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時にもたらされる環

境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条件（地

震，内部火災，内部溢水，外部電源喪失並びに燃焼ガスやばい煙，有毒ガス，降下火砕

物及び凍結による操作雰囲気の悪化）を想定しても，運転員が運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故に対応するための設備を中央制御室において操作に必要な照明の確保

等により容易に操作することができる設計とするとともに，現場操作についても運転時
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お，東海発電所の排気筒の短尺化及びサービス建屋減築等によりアクセスルートへの

影響を防止する設計とする。また，降水及び地震による屋外タンクからの溢水に対し

て，道路上への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受けない箇所にアクセスル

ートを確保する設計とする。 

・アクセスルートは，敷地に遡上する津波による遡上高さに対して十分余裕を見た高さ

に高所のアクセスルートを確保する設計とする。また，高潮に対して，通行への影響

を受けない敷地高さにアクセスルートを確保する設計とする。 

・自然現象のうち凍結及び森林火災，外部人為事象のうち飛来物（航空機落下），爆発，

近隣工場等の火災，危険物を搭載した車両，有毒ガス，船舶の衝突及び故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムに対しては，迂回路を考慮した複数のアクセスル

ートを確保する設計とする。落雷及び電磁的障害に対しては，道路面が直接影響を受

けることはないため，さらに生物学的事象に対しては，容易に排除可能なため，アク

セスルートへの影響はない。 

・屋外のアクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりで崩

壊土砂が広範囲に到達することを想定した上で，ホイールローダによる崩壊箇所の復

旧又は迂回路の通行を行うことで，通行性を確保できる設計とする。また，不等沈下

等に伴う段差の発生が想定される箇所においては，段差緩和対策等を行う設計とする。 

・屋外アクセスルートは，自然現象のうち凍結及び積雪に対して，道路については融雪

剤を配備し，車両についてはタイヤチェーン等を装着することにより通行性を確保で

きる設計とする。 

・屋内アクセスルートは，津波（敷地に遡上する津波を含む。），その他の自然現象によ

る影響（風（台風）及び竜巻による飛来物，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，

生物学的事象及び森林火災及び高潮）及び外部人為事象（飛来物（航空機落下），爆

発，近隣工場等の火災，危険物を搭載した車両，有毒ガス及び船舶の衝突）に対して

は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に確保する設計とする。 

・屋内アクセスルートの設定に当たっては，油内包機器及び水素内包機器による地震随

伴火災の影響や，水又は蒸気内包溢水の影響を考慮するとともに，別ルートも考慮し

た複数のルート選定が可能な配置設計とする。 

アクセスルートの確保について，周辺斜面の崩壊等に対する考慮を別添1「可搬型重大事

故等対処設備の保管場所及びアクセスルート」に示す。 

 

(2) 試験・検査性 

設計基準対象施設は，その健全性及び能力を確認するために，発電用原子炉の運転中又は

停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）が可能な構造であり，かつ，そのた

めに必要な配置，空間及びアクセス性を備えた設計とする。 

また，設計基準対象施設は，使用前検査，溶接安全管理検査，施設定期検査，定期安全管

理検査並びに技術基準規則に定められた試験及び検査ができるように以下について考慮した

設計とする。 
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・発電用原子炉の運転中に待機状態にある設計基準対象施設は，試験又は検査によって発

電用原子炉の運転に大きな影響を及ぼす場合を除き，運転中に定期的に試験及び検査が

できる設計とする。また，多様性又は多重性を備えた系統及び機器にあっては，その健

全性並びに多様性又は多重性を確認するため，各々が独立して試験又は検査ができる設

計とする。 

・設計基準対象施設のうち構造，強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設備は，原

則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可能な設計とし，機能・性能確認，各部

の経年劣化対策及び日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要なものについて

は外観の確認が可能な設計とする。 

重大事故等対処設備は，設計基準対象施設と同様な設計に加えて，以下について考慮した

設計とする。 

・重大事故等対処設備のうち代替電源設備は，電気系統の重要な部分として適切な定期試

験及び検査が可能な設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，具体的に以下の機器区分毎に示す試験・検

査が実施可能な設計とし，その設計に該当しない設備は個別の設計とする。 

a. ポンプ，ファン，圧縮機 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・分解が可能な設計とする。ただし，可搬型設備は，分解又は取替が可能な設計とする。 

・ポンプ車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

b. 弁（手動弁，電動弁，空気作動弁，安全弁） 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・分解が可能な設計とする。 

・人力による手動開閉機構を有する弁は，規定トルクによる開閉確認が可能な設計とす

る。 

c. 容器（タンク類） 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・内部確認が可能なよう，マンホール等を設ける，又は外観の確認が可能な設計とする。 

・原子炉格納容器は，全体漏えい率試験が可能な設計とする。 

・ボンベは規定圧力の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

・ほう酸水貯蔵タンクは，ほう酸濃度及びタンク水位を確認できる設計とする。 

・よう素フィルタは，銀ゼオライトの性能試験が可能な設計とする。 

・軽油貯蔵タンク等は，油量を確認できる設計とする。 

・タンクローリは，車両としての運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

d. 熱交換器 

・機能・性能及び漏えいの確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統へ悪影
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響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・分解が可能な設計とする。 

e. 空調ユニット 

・機能・性能の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統へ悪影響を及ぼさ

ず試験可能な設計とする。 

・フィルタを設置するものは，差圧確認が可能な設計とする。また，内部確認が可能な

ように，点検口を設けるとともに，性能の確認が可能なように，フィルタを取り出す

ことが可能な設計とする。 

・分解又は取替が可能な設計とする。 

f. 流路 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・熱交換器を流路とするものは，熱交換器の設計方針に従う。 

g. 内燃機関 

・機能・性能の確認が可能なように，発電機側の負荷を用いる試験系統等により，機能・

性能確認ができる系統設計とする。 

・分解が可能な設計とする。ただし，可搬型設備は，分解又は取替が可能な設計とする。 

h. 発電機 

・機能・性能の確認が可能なように，各種負荷（ポンプ負荷，系統負荷，模擬負荷）に

より機能・性能確認ができる系統設計とする。 

・分解が可能な設計とする。ただし，可搬型設備は，分解又は取替が可能な設計とする。 

・電源車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

i. その他電源設備 

・各種負荷（系統負荷，模擬負荷），絶縁抵抗測定，弁の開閉又は試験装置により，機能・

性能の確認ができる系統設計とする。 

・鉛蓄電池は，電圧測定が可能な系統設計とする。ただし，鉛蓄電池（ベント型）は電

圧及び比重測定が可能な系統設計とする。 

j. 計測制御設備 

・模擬入力により機能・性能の確認（特性確認又は設定値確認）及び校正が可能な設計

とする。 

・論理回路を有する設備は，模擬入力による機能確認として，論理回路作動確認が可能

な設計とする。 

k. 遮蔽 

・主要部分の断面寸法の確認が可能な設計とする。 

・外観の確認が可能な設計とする。 

l. 通信連絡設備 

・機能・性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 
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3. 系統施設毎の設計上の考慮 

申請範囲における設計基準対象施設と重大事故等対処設備について，系統施設毎の機能と，機

能としての健全性を確保するための設備の多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散につい

て説明する。あわせて，特に設計上考慮すべき事項について，系統施設毎に以下に示す。 

なお，流路を形成する配管及び弁並びに電路を形成するケーブル及び盤等への考慮について

は，その系統内の動的機器（ポンプ，発電機等）を含めた系統としての機能を維持する設計とす

る。 

 

3.1 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

(1) 機能 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等において，使用済燃料プールを冷却する機能 

 

b. 通常運転時等において，使用済燃料プールに注水する機能 

 

c. 重大事故等時において，使用済燃料プールの冷却等を行う機能 

・可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水

系（注水ライン）を使用した使用済燃料プール注水 

・常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使

用済燃料プール注水 

・常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ）を使

用した使用済燃料プール注水及びスプレイ 

・可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ）を使

用した使用済燃料プール注水及びスプレイ 

・可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズル）を

使用した使用済燃料プール注水及びスプレイ 

・大気への放射性物質の拡散抑制 

・代替燃料プール冷却系による使用済燃料プール冷却（原子炉冷却系統施設と兼用） 

・使用済燃料プールの監視（放射線管理施設と兼用） 

 

d. 工場等外への放射線物質の拡散を抑制する機能 

・大気への放射性物質の拡散抑制（原子炉格納施設と兼用） 

・海洋への放射性物質の拡散抑制（原子炉格納施設と兼用） 

 

e. 重大事故等の収束に必要となる水を供給する機能 

・重大事故等収束のための水源（原子炉冷却系統施設及び原子炉格納施設と兼用） 

・水の供給（原子炉冷却系統施設及び原子炉格納施設と兼用） 

 

f. 重大事故等時における計測制御機能 
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a. 非常用の計測制御用電源設備 

非常用の計測制御用電源設備は，計装用主母線 2母線及び計装用分電盤 3母線で構

成する。計装用分電盤２Ａ及び２Ｂは，2 系統に分離独立する設計とし，それぞれ非

常用無停電電源装置から給電することで，多重性及び独立性を図った設計とする。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

(a) 緊急時対策所用代替電源設備 

常設重大事故等対処設備として，緊急時対策所は，事故対応において東海第二発電

所及び廃止措置中の東海発電所双方のプラント状況を考慮した指揮命令を行う必要が

あるため，緊急時対策所を共用化し，事故収束に必要な緊急時対策所用代替電源設備

（緊急時対策所用発電機，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク及び緊急時対策所

用発電機給油ポンプ）を設置する。共用により，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことで，安全性の向上が図れることから，東海第二発電所及び廃止措置中の東海

発電所で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，発電所の区分けなく使用できる設

計とする。 

 

3.7.2 常用電源設備 

(1) 機能 

常用電源設備は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等における保安電源機能 

 

3.7.3 補助ボイラー 

(1) 機能 

補助ボイラーは主に以下の機能を有する。 

a. タービンのグランド蒸気，廃棄物処理系の濃縮器，屋外タンク配管の保温及び各種建

屋等の暖房用の蒸気供給機能 

 

3.7.4 火災防護設備 

火災防護設備は主に以下の機能を有する。 

(1) 機能 

a. 火災の発生防止，感知，消火，影響軽減機能 

 

(2) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 
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(a) 火災感知設備 

重要安全施設以外の安全施設として，火災防護設備である火災感知設備の一部は，

共用する火災区域に設け，中央制御室での監視を可能とすることで，共用により発電

用原子炉の安全性を損なわない設計とする。 

 

(b) 消火系 

重要安全施設以外の安全施設として，火災防護設備である消火系のうち電動機駆動

消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消

火ポンプ，ろ過水貯蔵タンク，原水タンク及び多目的タンクは，必要な容量をそれぞ

れ確保するとともに，接続部の弁を閉操作することにより隔離できる設計とすること

で，安全性を損なわない設計とする。 

 

(c) 火災区域構造物 

重要安全施設以外の安全施設として，火災防護設備である火災区域構造物のうち固

体廃棄物作業建屋及び固体廃棄物貯蔵庫は，共用する火災区域に必要な構造物により

構成し，共用により発電用原子炉の安全性を損なわない設計とする。 

 

3.7.5 浸水防護施設 

浸水防護施設は主に以下の機能を有する。 

(1) 機能 

a. 津波防護機能 

b. 浸水防止機能 

c. 津波監視機能 

 

3.7.6 補機駆動用燃料設備 

(1) 機能 

補機駆動用燃料設備は主に以下の機能を有する。 

a. 重大事故等時における補機駆動用燃料の供給機能 

 

b. アクセスルート確保（原子炉冷却系統施設に同じ） 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「(1) 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又

は多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-6-2 に示す。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 
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非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

６
条

全
交
流

動
力

電
源

喪
失

対
策

設
備

】

１
．
基
準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
全

交
流
動
力
電
源

喪
失
時
か

ら
重
大
事
故
等

に
対
処
す

る
た
め
に
必
要
な
電
力
の

供
給
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
全
交

流
動
力
電
源
喪

失
時
か
ら

重
大
事
故
等
に

対
処
す
る

た
め
に
必
要
な

電
力
の
供

給
が
交
流
動
力

電
源
設
備

か
ら
開
始
さ

れ
る
ま

で
の
間
，
原
子

炉
を
安
全

に
停
止
し
，
停

止
後
の
炉

心
を
冷
却
す
る

た
め
の
設

備
及
び
原
子
炉

格
納
容
器

の
健
全
性
を
確

保
す
る
た

め
の
設
備
が
動

作
で
き

る
た
め
に
，
常

設
代
替
交

流
電
源
設
備
か

ら
給
電
さ

れ
る
ま
で
の
約

9
5分

間
を

上
回
る
時
間
の

給
電
が
可

能
な
容
量
を
有

す
る
蓄
電

池
（
非
常
用
）

そ
の
他

の
設
計
基
準
事

故
に
対
処

す
る
た
め
の
非

常
用
無
停

電
電
源
装
置
を

設
置
す
る

設
計
と
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急

用
12
5
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
4 
8
-1
 5
1 
設
定
根
拠

に
関
す
る
説
明

書
（
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
）
」

（
1
,2
頁
参
照
）

「
単
線

結
線
図
」
（
第

1
 4
 
4図

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
の
系

統
構
成
及
び
機

器
仕
様
に

変
更
が

な
い
こ
と
か
ら

，
全
交
流

動
力
電
源
喪
失

時
か
ら
重

大
事
故
等
に
対

処
す
る
た
め
に
必
要
な
電

力
を
供

給
で
き

る
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
【
①
】

Ⅴ
-1
-1
-
4 
8-
1
 5
1
設

定
根
拠
に

関
す
る
説
明
書

（
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
）

単
線
結

線
図
（
第

1 
4 
4図

）

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
の
機

器
仕
様
に
変
更

が
な
く
，

必
要
な

容
量
を
供
給
で

き
る
設
計

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。
ま
た

，
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
系

統
構
成

に
変
更
が
な
く

，
全
交
流

動
力
電
源
が
喪

失
し
た
場

合
に
，
無
停
電

で
計
装
設
備
へ
電
力
を
供

給
で
き

る
設
計

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。
【
①

】

２
．
確

認
結
果

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

６
条

全
交
流

動
力

電
源

喪
失

対
策

設
備

】
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３
．
ま
と
め

・
今
回
の
非
常
用
無
停

電
電
源
装

置
の
改
造
に
お

い
て
，
全

交
流
動
力
電
源

喪
失
時
か

ら
重
大
事
故
等

に
対
処
す

る
た
め
に
必
要

な
電
力
の
供
給
が
常
設
代

替
交
流
電

源
設
備
か
ら
開

始
さ
れ
る

ま
で
に
電
力
を

供
給
で
き

る
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
・
全
交
流
動
力
電
源
喪

失
対
策
設

備
の
機
能
に
要

求
さ
れ
る

電
力
供
給
に
係

る
設
計
に

変
更
が
な
い
た

め
，
技
術

基
準
の
適
合
性

に
影
響
を
与
え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設

計
を
変
更
す
る

も
の
で
は

な
い
。
ま
た
，

全
交
流
動

力
電
源
喪
失
対

策
設
備
に

関
す
る
基
本
設

計
方
針
に
つ
い
て
も
変
更

は
な
い
。

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

６
条

全
交
流

動
力

電
源

喪
失

対
策

設
備

】

16条－3 158



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
4
-8
-
1
-5
1
 
R
4 

Ⅴ-1-1-4-8-1-51 設定根拠に関する説明書 

（非常用無停電電源装置）
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名 称 非常用無停電電源装置 

容     量 kVA/個 35 

個     数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

非常用無停電電源装置は，設計基準対象施設の安全性を確保する上で特に必要な，発電用

原子炉の安全停止状態及び未臨界の維持状態を確認するための計装設備への電力を確保す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する非

常用無停電電源装置は，以下の機能を有する。 

 

非常用無停電電源装置は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等

が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著

しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保

するために設置する。 

系統構成は，設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合に，所

内常設直流電源設備である 125V 系蓄電池 A 系，B 系から直流 125V 主母線盤及び非常用無停

電電源装置を経由し，非常用無停電計装分電盤へ接続することにより，無停電で計装設備へ

電力を供給できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準事故時に使用する非常用無停電電源装置の容量は，下流に設置されている計装設備

の全負荷容量を供給できる設計とする。 

非常用無停電電源装置の負荷容量を表 1-1 及び表 1-2 に示す。 

表 1-1 及び表 1-2 より，非常用無停電電源装置の負荷容量のうち，最大となる非常用無停電

電源装置 Aの 8.8 kVA に対し，十分な余裕を有する 35 kVA/個とする。 

 

重大事故等時に使用する非常用無停電電源装置の最大負荷容量は，設計基準対象施設と同

様の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，35 kVA/個とする。 

 

①
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表 1-1 非常用無停電電源装置 A の負荷容量 

負荷 容量（kVA）

平均出力領域計装 CH.A 2.0 

記録計（原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），

ドライウェル圧力，サプレッション・プール水温度，

サプレッション・プール水位等） 

1.8 

放射線モニタ（原子炉建屋換気系，非常用ガス処理系） 1.0 

津波監視設備 4.0 

合   計 8.8 

 

表 1-2 非常用無停電電源装置 B の負荷容量 

負荷 容量（kVA）

衛星電話設備（固定型） 0.2 

平均出力領域計装 CH.B 2.0 

記録計（原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），

ドライウェル圧力，サプレッション・プール水温度，

サプレッション・プール水位等） 

1.8 

放射線モニタ（原子炉建屋換気系，非常用ガス処理系） 1.0 

ＳＡ監視盤（使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）） 0.1 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 1.3 

無線連絡設備（固定型） 0.1 

合   計 6.5 

 

2. 個数の設定根拠 

設計基準事故時に使用する非常用無停電電源装置は，発電用原子炉の安全停止状態及び未

臨界の維持状態を確認するための計装設備への電力を確保するために必要な個数である各系

列に 1個とし，合計 2 個設置する。 

 

重大事故等時に使用する非常用無停電電源装置は，設計基準対象施設と同様の使用方法で

あるため，設計基準対象施設として 2 個設置しているものを重大事故等対処設備として使用

する。 

 

 

①
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第
1
-
4-
4
図

工
事
計
画
認
可

申
請

東
海
第

二
発

電
所

名 称

日
本

原
子
力
発

電
株
式

会
社

8
81
3

単
線

結
線
図

（
4／

5）
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火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置

場
所

，
個

数
，

名
称

等
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１

７
条

材
料

及
び

構
造

】

１
．
基
準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
基
本
事
項
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
設
計

基
準
対
象
施
設

（
圧
縮
機

，
補
助
ボ
イ
ラ

ー
，
蒸
気

タ
ー
ビ
ン
（
発

電
用
の
も

の
に
限
る
。
）

，
発
電
機

，
変
圧
器
及

び
遮
断

器
を
除
く
。
）

に
属
す
る

容
器
，
管
，
ポ

ン
プ
若
し

く
は
弁
若
し
く

は
こ
れ
ら

の
支
持
構
造
物

又
は
炉
心

支
持
構
造
物
の

材
料
及
び

構
造
に
つ
い
て

，
施
設
時

に
お
い
て
，
各

機
器
等
の

ク
ラ
ス
区
分
に

応
じ
て
，

設
計
・
建
設
規

格
又
は
「

発
電
用
原
子
力

設
備
に
関

す
る
構
造
等
の

技
術
基
準

」
（
昭
和

45
年

通
商
産

業
省
告
示
第
５

０
１
号
。

以
下
「
告
示
５

０
１
号
」

と
い
う
。
）
等

に
従
い
設

計
し
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
補
足

-
5【

火
災
防
護

設
備
用
ハ

ロ
ン
ボ
ン
ベ
の

設
置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
参
照
」

「
Ⅴ

-3
-
1-
4 
ク
ラ
ス
３
機
器
の

強
度
計
算
の
基

本
方
針
」

（
1～

4頁
参
照

）
今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

②
具
体
的
設
計
に
つ
い

て
ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

材
料
に
つ
い
て

，
当
該
機

器
等
が
使
用
さ

れ
る
条
件

に
対
し
て
適
切

な
機
械
的

強
度
及
び
化
学

的
成
分
を

有
す
る
こ
と
並

び
に
適

切
な
破
壊
じ
ん

性
を
有
す

る
こ
と
を
，
各

機
器
等
の

ク
ラ
ス
区
分
に

応
じ
て
考

慮
し
設
計
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
補
足

-
5【

火
災
防
護

設
備
用
ハ

ロ
ン
ボ
ン
ベ
の

設
置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
参
照
」

「
Ⅴ

-3
-
1-
4 
ク
ラ
ス
３
機
器
の

強
度
計
算
の
基

本
方
針
」

（
2
,3
,
6頁

参
照
）

「
Ⅴ

-3
-
10
-1
-
1-
5-
4 
管
の
基
本

板
厚
計
算
書
」

（
1
4
,1
5,
3
9頁

参
照
）

ｂ
．
既

工
事
画
に
お
い

て
は
，
構

造
及
び
強
度
に

つ
い
て
，

延
性
破
断
，
進

行
性
変
形

に
よ
る
破
壊
，

疲
労
破
壊

及
び
座
屈
に
よ

る
破
壊
を

防
止
す
る
こ
と

を
，
各

機
器
等
の
ク
ラ

ス
区
分
に

応
じ
て
考
慮
し

設
計
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。
ま
た
，
高

圧
ガ
ス
保

安
法
の
規
定
が

技
術
基
準

規
則
第

17
条
に
照

ら
し
て
十
分
な

保
安
水
準

が
確
保
さ
れ
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
補
足

-
5【

火
災
防
護

設
備
用
ハ

ロ
ン
ボ
ン
ベ
の

設
置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
参
照
」

「
Ⅴ

-3
-
1-
4 
ク
ラ
ス
３
機
器
の

強
度
計
算
の
基

本
方
針
」

（
2
,4
,
5,
6頁

参
照
）

「
Ⅴ

-3
-
10
-1
-
1-
5-
4 
管
の
基
本

板
厚
計
算
書
」

（
1
4
,1
5,
3
9頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-5
【
火
災
防
護
設

備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
の
設

置
場
所

，
個
数
，
名
称

等
の
変
更

】
・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，

材
料
（

SU
S
30
4T
P，

高
圧

ガ
ス
保
安

法
適
合

）
が
適
切
に
設

計
さ
れ
て

い
る
こ
と
確
認

し
た
。
【

①
,②

ａ
,②

ｂ
】

Ⅴ
-3
-1
-
4 
ク

ラ
ス
３
機
器
の
強

度
計
算
の
基
本

方
針

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，

設
計
・
建

設
規
格
又
は
告

示
５
０
１

号
等
を

適
用
し
，
設
計

す
る
基
本

方
針
に
変
更
が

な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。

【
①
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，

材
料
に
つ

い
て
は
，
設
計

・
建
設
規

格
又
は

告
示
５
０
１
号

等
に
規
定

さ
れ
て
い
る
材

料
を
使
用

す
る
設
計
と
す

る
基
本
方
針
に
変
更
が
な

い
こ
と

を
確
認

し
た
。
【
①
,②

ａ
】

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
よ
り
，

構
造
及
び

強
度
に
つ
い
て

は
，
設

計
・
建

設
規
格
又
は
告

示
５
０
１

号
等
に
基
づ
き

評
価
を
実

施
す
る
基
本
方

針
に
変
更
が
な
い
こ
と
を

確
認
し

た
。
【

①
,②

ｂ
】

Ⅴ
-3
-1
0
-1
-1
-
5-
4 
管

の
基
本
板

厚
計
算
書

・
今
回

の
火
災
防
護
設
備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
及
び

主
配
管
の

改
造
に
つ
い
て

，
必
要
な

強
度
が
確
保
さ

れ
て
い
る

こ
と
を

確
認
し
た
。
な

お
，
今
回

の
改
造
に
よ
り

概
略
系
統

図
の
名
称
に
変

更
が
あ
る
が
，
評
価
範
囲

に
包
絡

さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら

，
評
価
結

果
に
変
更
が
な

い
。
【
②

ａ
,②

ｂ
】

火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置

場
所

，
個

数
，

名
称

等
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１

７
条

材
料

及
び

構
造

】

２
．
確

認
結
果
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火
災

防
護

設
備

用
ハ

ロ
ン

ボ
ン

ベ
の

設
置

場
所

，
個

数
，

名
称

等
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
１

７
条

材
料

及
び

構
造

】

３
．
ま
と
め

・
今
回
の
火
災
防
護
設

備
用
ハ
ロ

ン
ボ
ン
ベ
の
改

造
に
お
い

て
，
設
計
基
準

対
象
施
設

（
圧
縮
機
，
補

助
ボ
イ
ラ

ー
，
蒸
気
タ
ー

ビ
ン
（
発
電
用
の
も
の
に

限
る
。
）

，
発
電
機
，
変

圧
器
及
び

遮
断
器
を
除
く

。
）
に
属

す
る
容
器
，
管

，
ポ
ン
プ

若
し
く
は
弁
若

し
く
は
こ

れ
ら
の
支
持
構

造
物
又
は

炉
心
支
持
構
造

物
の
材

料
及
び
構
造
に

つ
い
て
，

施
設
時
に
お
い

て
，
各
機

器
等
の
ク
ラ
ス

区
分
に
応

じ
て
，
設
計
・

建
設
規
格

又
は
「
発
電
用

原
子
力
設

備
に
関
す
る
構

造
等
の

技
術
基
準
」
（

昭
和

45
年

通
商
産
業
省
告

示
第
５
０

１
号
。
以
下
「

告
示
５
０

１
号
」
と
い
う

。
）
等
に

従
い
設
計
と
す

る
基
本
方

針
に
変
更
が
な

い
こ
と

を
確
認
し
た
。

・
基
本
方
針
に
変
更
が

な
く
，
必

要
な
強
度
が
確

保
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら

，
技
術
基

準
の
適
合
性
に

影
響
を
与

え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設

計
を
変
更
す
る

も
の
で
は

な
い
。
ま
た
，

材
料
及
び

構
造
に
関
す
る

基
本
設
計

方
針
に
つ
い
て

も
変
更
は
な
い
。
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非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
４

５
条

保
安
電

源
設

備
】

１
．
基
準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
全

交
流
動
力
電
源

喪
失
時
か

ら
重
大
事
故
等

に
対
処
す

る
た
め
に
必
要
な
電
力
の

供
給
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
蓄
電

池
（
非
常
用
）

及
び
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
は
，

全
交
流
動
力
電

源
喪
失
時

か
ら
重
大
事
故

等
に
対
処

す
る
た
め
に

必
要
な

電
力
の
供
給
が

常
設
代
替

交
流
電
源
設
備

か
ら
開
始

さ
れ
る
ま
で
の

間
，
設
計

基
準
対
象
施
設

の
安
全
性

を
確
保
す
る
上

で
特
に
必

要
な
設
備
に
電

力
を
供

給
で
き
る
容
量

を
有
す
る

設
計
と
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急

用
12
5
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ⅴ

-1
-
1-
4 
8
-1
 5
1 
設
定
根
拠

に
関
す
る
説
明

書
（
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
）
」

（
1
,2
頁
参
照
）

「
単
線

結
線
図
」
（
第

1
 4
 
4図

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。

②
発

電
所
構
内
に
お

け
る
電
気

系
統
の
信
頼
性

に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
保
安

電
源
設
備
に
つ

い
て
，
安

全
施
設
へ
の
電

力
の
供
給

が
停
止
す
る
こ

と
が
な
い

よ
う
，
各
種
保

護
継
電
器

を
設
置
し
，

異
常
を

検
知
し
た
場
合

は
，
遮
断

器
に
よ
り
そ
の

拡
大
を
防

止
す
る
設
計
と

し
て
い
る

こ
と
な
ど
，
発

電
所
構
内

に
お
け
る
電
気

系
統
の
信

頼
性
を
確
保
す

る
設
計

と
し
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急

用
12
5
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

「
Ｖ

 1
-
9-
1 
1
非
常
用
発
電
装

置
の
出
力
の
決

定
に
関
す

る
説
明
書
」
（

2～
5頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

上
記
の
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

す
る
。
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
の
系

統
構
成
及
び
機

器
仕
様
に

変
更
が

な
い
こ
と
か
ら

，
全
交
流

動
力
電
源
喪
失

時
か
ら
重

大
事
故
等
に
対

処
す
る
た
め
に
必
要
な
電

力
を
供

給
で
き

る
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
【
①
】

Ⅴ
-1
-1
-
4-
8-
1
-5
1
設

定
根
拠
に

関
す
る
説
明
書

（
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
）

単
線
結

線
図
（
第

1 
4 
4図

）

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
の
機

器
仕
様
に
変
更

が
な
く
，

必
要
な

容
量
を
供
給
で

き
る
設
計

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。
ま
た

，
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
系

統
構
成

に
変
更
が
な
く

，
全
交
流

動
力
電
源
が
喪

失
し
た
場

合
に
，
無
停
電

で
計
装
設
備
へ
電
力
を
供

給
で
き

る
設
計

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。
【
①

】

Ⅴ
-1
-9
-
1-
1 
非
常
用
発
電
装
置

の
出
力
の
決
定

に
関
す

る
説
明
書

・
今
回

の
非
常
用
無
停
電
電
源
装

置
の
改
造
に
よ

り
，
非
常

用
無
停
電
電
源

装
置
の
機

器
仕
様
に
変
更

が
な
く
，

発
電
所

構
内
に
お
け
る

電
気
系
統

の
信
頼
性
を
確

保
す
る
設

計
に
変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認
し
た
。
【

②
】

２
．
確

認
結
果

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
４

５
条

保
安
電

源
設

備
】
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３
．
ま
と
め

・
今
回
の
非
常
用
無
停

電
電
源
装

置
の
改
造
に
お

い
て
，
全

交
流
動
力
電
源

喪
失
時
か

ら
重
大
事
故
等

に
対
処
す

る
た
め
に
必
要

な
電
力
の
供
給
が
常
設
代

替
交
流
電

源
設
備
か
ら
開

始
さ
れ
る

ま
で
に
電
力
を

供
給
で
き

る
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
ま
た
，

安
全
施
設
へ
の

電
力
の
供

給
が
停
止
す
る

こ
と
が

な
い
よ
う
，
電

気
系
統
の

信
頼
性
を
確
保

す
る
設
計

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。

・
保
安
電
源
設
備
の
機

能
に
要
求

さ
れ
る
電
力
供

給
に
係
る

設
計
及
び
電
気

系
統
の
信

頼
性
確
保
の
設

計
に
変
更

が
な
い
た
め
，

技
術
基
準
の
適
合
性
に
影

響
を
与
え

な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設

計
を
変
更
す
る

も
の
で
は

な
い
。
ま
た
，

保
安
電
源

設
備
に
関
す
る

基
本
設
計

方
針
に
つ
い
て

も
変
更
は
な
い
。

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
４

５
条

保
安
電

源
設

備
】
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Ⅴ-1-1-4-8-1-51 設定根拠に関する説明書 

（非常用無停電電源装置）
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1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
4
-8
-
1
-5
1
 
R
4 

名 称 非常用無停電電源装置 

容     量 kVA/個 35 

個     数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

非常用無停電電源装置は，設計基準対象施設の安全性を確保する上で特に必要な，発電用

原子炉の安全停止状態及び未臨界の維持状態を確認するための計装設備への電力を確保す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する非

常用無停電電源装置は，以下の機能を有する。 

 

非常用無停電電源装置は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等

が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著

しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保

するために設置する。 

系統構成は，設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合に，所

内常設直流電源設備である 125V 系蓄電池 A 系，B 系から直流 125V 主母線盤及び非常用無停

電電源装置を経由し，非常用無停電計装分電盤へ接続することにより，無停電で計装設備へ

電力を供給できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

設計基準事故時に使用する非常用無停電電源装置の容量は，下流に設置されている計装設備

の全負荷容量を供給できる設計とする。 

非常用無停電電源装置の負荷容量を表 1-1 及び表 1-2 に示す。 

表 1-1 及び表 1-2 より，非常用無停電電源装置の負荷容量のうち，最大となる非常用無停電

電源装置 Aの 8.8 kVA に対し，十分な余裕を有する 35 kVA/個とする。 

 

重大事故等時に使用する非常用無停電電源装置の最大負荷容量は，設計基準対象施設と同

様の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，35 kVA/個とする。 
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表 1-1 非常用無停電電源装置 A の負荷容量 

負荷 容量（kVA）

平均出力領域計装 CH.A 2.0 

記録計（原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），

ドライウェル圧力，サプレッション・プール水温度，

サプレッション・プール水位等） 

1.8 

放射線モニタ（原子炉建屋換気系，非常用ガス処理系） 1.0 

津波監視設備 4.0 

合   計 8.8 

 

表 1-2 非常用無停電電源装置 B の負荷容量 

負荷 容量（kVA）

衛星電話設備（固定型） 0.2 

平均出力領域計装 CH.B 2.0 

記録計（原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），

ドライウェル圧力，サプレッション・プール水温度，

サプレッション・プール水位等） 

1.8 

放射線モニタ（原子炉建屋換気系，非常用ガス処理系） 1.0 

ＳＡ監視盤（使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）） 0.1 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 1.3 

無線連絡設備（固定型） 0.1 

合   計 6.5 

 

2. 個数の設定根拠 

設計基準事故時に使用する非常用無停電電源装置は，発電用原子炉の安全停止状態及び未

臨界の維持状態を確認するための計装設備への電力を確保するために必要な個数である各系

列に 1個とし，合計 2 個設置する。 

 

重大事故等時に使用する非常用無停電電源装置は，設計基準対象施設と同様の使用方法で

あるため，設計基準対象施設として 2 個設置しているものを重大事故等対処設備として使用

する。 
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Ｖ-1-9-1-1 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第 45条及び第 72条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づき設置する非常用ディーゼル発電機及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機，技術基準規則第 72 条及びその解釈に基づき設置する常

設代替高圧電源装置及び可搬型代替低圧電源車，技術基準規則第 76 条及び 77条並びにそれらの

解釈に基づき設置する緊急時対策所用発電機並びに技術基準規則第 63 条，第 65 条及び第 67 条

並びにそれらの解釈に基づき設置する窒素供給装置用電源車の出力の決定に関して説明するもの

である。 

また，技術基準規則第 48条及び第 78 条に基づく「発電用火力設備に関する技術基準を定める

省令」（以下「火力省令」という。）及び「原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を

定める命令」（以下「原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準」という。）の準用について，

本資料にて非常用電源設備の内燃機関に対する火力省令への適合性，並びに非常用電源設備の発

電機，遮断器及びその他電気設備に対する原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準への適合

性について説明するものである。 

 

2. 基本方針 

2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針 

設計基準対象施設のうち常設の非常用発電装置である非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機は，設計基準事故時に発電用原子炉施設の安全性を確保するため

に必要な装置の機能を維持するため，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において

工学的安全施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために必要な電

力を供給できる出力を有する設計とする。また，工学的安全施設等の設備が必要とする電源が

所定の時間内に所定の電圧に到達し，継続的に供給できる設計とする。 

重大事故等対処設備のうち常設の非常用発電装置である非常用ディーゼル発電機，高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代替高圧電源装置は，重大事故等が発生した場合におい

て，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止

中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給できる出力を有する設計と

する。 

非常用ディーゼル発電機は，2系統の母線で構成する非常用高圧母線に接続し，高圧補機へ

給電する設計とする。また，動力変圧器を通して降圧し，2系統の母線で構成する非常用低圧

母線の低圧補機へ給電する設計とする。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，非常用高圧母線（高圧炉心スプレイ系用）に接続

し，高圧補機へ給電する設計とする。また，動力変圧器 HPCS を通して降圧し，非常用低圧母線

の低圧補機へ給電する設計とする。 

常設代替高圧電源装置は，2系統の非常用高圧母線及び非常用低圧母線の機能が喪失したこ

とにより発生する重大事故等時の対応に必要な設備へ電力を供給できる設計とする。  

常設代替高圧電源装置は，設置（変更）許可申請書の添付書類十における，重大事故等時に

想定される事故シーケンスのうち最大負荷となる「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ），全交流
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動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ），全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」時に電力を供給できる出

力を有する設計とする。  

緊急時対策所用発電機は，専用の負荷に電力を供給できる出力を有する設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に施設する非常用発電装置である非常用ディーゼ

ル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機，常設代替高圧電源装置及び緊急時対策所用

発電機（内燃機関については，燃料系を含める。）及び可搬型設備用軽油タンクは，火力省令

第25～29条のうち関連する事項を準用する設計とする。内燃機関及び附属設備は，内燃機関等

の構造，調速装置，非常停止装置，過圧防止装置，計測装置について各事項を準用する設計と

する。なお，内燃機関における火力省令第25条第3項に基づく強度評価の基本方針，強度評価

方法及び強度評価結果は，添付書類「Ⅴ-3 強度に関する説明書」の別添にて説明する。  

非常用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機，常設代替高圧電源装置，

緊急時対策所用発電機，遮断器及びその他電気設備は，原子力発電工作物に係る電気設備の技

術基準第 4～16条，第 19～28 条，第 30～35 条の関連する事項を準用する設計とする。感電，

火災等の防止として，電気設備における感電，火災等の防止，電路の絶縁，電線等の断線の防

止，電線の接続，電気機械器具の熱的強度，高圧又は特別高圧の電気機械器具の危険の防止，

電気設備の接地，電気設備の接地の方法及び発電所等への取扱者以外の者の立入の防止につい

て各事項を準用する設計とする。異常の予防及び保護対策として，特別高圧電路等と結合する

変圧器等の火災等の防止，過電流からの電線及び電気機械器具の保護対策について各事項を準

用する設計とする。電気的，磁気的障害の防止について各事項を準用する設計とする。また，

供給支障の防止として，発変電設備等の損傷による供給支障の防止，発電機等の機械的強度及

び常時監視をしない発電所等の施設について各事項を準用する設計とする。 

 

2.1.1 内燃機関 

内燃機関は，火力省令を準用し，以下の設計とする。  

(1) 内燃機関等の構造 

非常調速装置が作動したときに達する回転速度に対して構造上十分な機械的強度を有す

る設計とする。軸受は，運転中の荷重を安定に支持できるもので，かつ，異常な摩耗，変

形及び過熱が生じない設計とする。耐圧部分は，最高使用圧力又は最高使用温度において

発生する応力に対し十分な強度を有した設計とする。また，非常用ディーゼル発電機，高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び緊急時対策所用発電機は屋内に設置する設計とす

るため，酸素欠乏の発生のおそれのないように，建屋に給排気部を設置する設計とする。  

(2) 調速装置 

回転速度及び出力が負荷の変動の際にも持続的に動揺することを防止するため，内燃機

関に流入する燃料を自動的に調整する調速装置を設ける設計とする。  

(3) 非常停止装置 

運転中に生じた過回転その他の異常による危害の発生を防止するため，その異常が発生

した場合に内燃機関に流入する燃料を自動的かつ速やかに遮断する非常調速装置その他の

非常停止装置を設ける設計とする。 
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(4) 過圧防止装置 

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，過圧が生じるお

それがあるシリンダ内の圧力を逃すためにシリンダ安全弁を設ける設計とする。  

(5) 計測装置  

設備の損傷を防止するため，回転速度，潤滑油圧力，潤滑油温度等の運転状態を計測す

る装置を設ける設計とする。 

 

2.1.2 発電機 

発電機は，原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準を準用し，以下の設計とする。 

(1) 感電，火災等の防止  

感電防止のため接地し，また，充電部分に容易に接触できない設計とする。電路は大地

から絶縁する設計とし，絶縁抵抗測定等により異常のないことを確認する。電線の接続箇

所は，端子台等により接続することで電気抵抗を増加させないとともに，絶縁性能の低下

及び通常の使用状態において断線のおそれがない設計とする。電気機械器具は，「日本電

気技術規格委員会規格ＪＥＳＣ Ｅ７００２」(以下「ＪＥＳＣ Ｅ７００２」という。)

に基づき，通常の使用状態において発生する熱に耐える設計とする。火災防止のため，高

圧の電気機械器具は金属製の筐体に格納することで可燃性のものと隔離し，外箱等は接地

を施す設計とする。電気設備は，適切な接地工事を施す設計とする。取扱者以外の者の立

入を防止するため，発電所には人が容易に構内に立ち入るおそれがないようフェンス等を

設ける設計とする。  

(2) 異常の予防及び保護対策  

異常の予防及び保護対策のため，過電流を過電流継電器にて検出し，遮断器を開放する

設計とする。  

(3) 電気的，磁気的障害の防止  

発電機は，閉鎖構造（金属製の筐体）及び接地の実施により，電気設備その他の物件の

機能に電気的又は磁気的な障害を与えない設計とする。  

(4) 供給支障の防止 

発変電設備等の損傷による供給支障の防止のため，過電流等を生じた場合，保護継電器

にて検知し，遮断器を開放して自動的に発電機を電路から遮断する設計とする。発電機は，

短絡電流及び非常調速装置が動作して達する回転速度に対して，十分な機械的強度を有す

る設計とし，三相短絡試験等により異常のないことを確認する。 

発電所構内には，発電機の運転に必要な知識及び技能を有する者が常時駐在することに

より，常時監視しない発電所は施設しない設計とする。 

 

2.1.3 遮断器 

遮断器は，原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準を準用し，以下の設計とする。  

(1) 感電，火災等の防止  

遮断器は，感電防止のため接地し，また，充電部分に容易に接触できない設計とする。

電路は大地から絶縁する設計とし，絶縁抵抗測定等により異常のないことを確認する。電

②

45条－11 187



 

4 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-9
-
1
-1
 
R
13
 

線の接続箇所は，端子台等により接続することで電気抵抗を増加させないとともに，絶縁

性能の低下及び通常の使用状態において断線のおそれがない設計とする。遮断器は，ＪＥ

ＳＣ Ｅ７００２に基づき，通常の使用状態において発生する熱に耐える設計とし，火災

発生防止のため，閉鎖された金属製の外箱に収納し，隔離する設計とする。遮断器は適切

な接地を施し，鉄台及び金属製の外箱には，Ａ種接地工事（高圧設備）又はＣ種設置工事

を施す設計とする。取扱者以外の者の立入を防止するため，発電所には人が容易に構内に

立ち入るおそれがないようフェンス等を設ける設計とする。  

(2) 異常の予防及び保護対策  

異常の予防及び保護対策のため，高圧電路に施設する過電流遮断器は，施設する箇所を

通過する短絡電流を遮断する能力を有し，その作動に伴いその開閉状態を表示する装置を

有する設計とする。 

(3) 電気的，磁気的障害の防止 

遮断器は，閉鎖構造（金属製の筐体）及び接地の実施により，電気的又は磁気的な障害

を与えない設計とする。 

(4) 供給支障の防止 

発変電設備等の損傷による供給支障の防止のため，過電流等を生じた場合，保護継電器

にて検知し，遮断器を開放して自動的に発電機を電路から遮断する設計とする。  

発電所構内には，遮断器の運転に必要な知識及び技能を有する者が常時駐在することに

より，常時監視しない発電所は施設しない設計とする。 

 

2.1.4 その他電気設備 

その他の非常用電源設備は，原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準を準用し，以

下の設計とする。 

(1) 感電，火災等の防止 

電気設備は，感電の防止のため接地し，また，筐体やアクリルカバー等により充電部分

に容易に接触できない設計とする。電路は大地から絶縁する設計とし，絶縁抵抗測定等に

より異常のないことを確認する。蓄電池については接続板及び接続用ボルト・ナット等に

より，電線の接続箇所については，ネジ止め等により接続することで電気抵抗を増加させ

ない設計とし，接続点に張力が加わらないようにするほか，絶縁性能の低下及び通常の使

用状態において断線のおそれがない設計とする。電気設備は，熱的強度について期待され

る使用状態において発生する熱に耐える設計とする。火災防止のため，可燃性の物から離

して施設する設計とする。必要箇所には，異常時の電圧上昇等による影響を及ぼさないよ

う適切な接地を施す設計とする。取扱者以外の者の立入を防止するため，発電所には人が

容易に構内に立ち入るおそれがないようフェンス等を設ける設計とする。 

(2) 異常の予防及び保護対策 

高圧電路と結合する変圧器は，電気設備の損傷，感電又は火災のおそれがないよう，適

切な接地を施す設計とする。過電流からの電線及び電気機械器具の保護対策のため，各補

機には，過電流を検知できるよう保護継電器，過電流検知器及び配線用遮断器を設置し，

過電流を検出した場合は，遮断器を開放する設計とする。 
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(3) 電気的，磁気的障害の防止 

閉鎖構造（金属製の筐体）及び接地の実施により，電気設備その他の物件の機能に電気

的又は磁気的な障害を与えない設計とする。 

(4) 供給支障の防止 

変圧器，母線及びそれを支持する碍子は，短絡電流により生ずる機械的衝撃に耐える設

計とする。 

発電所構内には，電気設備の運転に必要な知識及び技能を有する者が常時駐在すること

により，常時監視しない発電所は施設しない設計とする。 

 

2.2 可搬型の非常用発電装置の出力に関する設計方針  

重大事故等対処設備における可搬型の非常用発電装置のうち可搬型代替低圧電源車は，重大

事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体

等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供

給できる出力を有する設計とする。  

可搬型代替低圧電源車は，設計基準事故対処設備の電源が喪失する重大事故等時の対応に最

低限必要な交流設備に電力を供給できる設計とする。また，可搬型整流器用変圧器，可搬型整

流器と組み合わせて使用することにより，重大事故等時の対応に必要な直流設備に電力を供給

できる設計とする。 

窒素供給装置用電源車は，専用の負荷に電力を供給できる出力を有する設計とする。 

また，非常用発電装置としての機能の重要性を考慮し，可搬型代替低圧電源車，窒素供給装

置用電源車については，火力省令及び電気設備に関する技術基準を定める省令を引用している

日本内燃力発電設備協会規格の「可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１：2005）」

（以下「可搬形発電設備技術基準」という。）を準用する設計とする。 

可搬型の非常用発電装置の内燃機関は，流入する燃料を自動的に調整する調速装置及び軸受

が異常な摩耗，変形及び過熱が生じないよう潤滑油装置を設ける設計とし，回転速度，潤滑油

圧力，潤滑油温度等の運転状態を計測する装置を設ける設計とする。回転速度が著しく上昇し

た場合及び冷却水温度が著しく上昇した場合等に自動的に停止する設計とする。また，過回転

防止装置は定格回転速度の 116 ％以下で動作する設計とする。 

可搬型の非常用発電装置の発電機は，電気的・機械的に十分な性能を持つ絶縁巻線を使用し，

耐熱性及び耐湿性を考慮した絶縁処理を施す設計とする。電源電圧が著しく低下した場合及び

過電流が発生した場合等に電路から自動的に遮断する設計とする。 

可搬型の非常用発電装置の強度については，完成品として一般産業品規格で規定される温度

試験等を実施し，定格負荷状態において十分な強度を有する設計とする。 

耐圧部分に対する強度については，可搬形発電設備技術基準に関連する事項がないため，「日

本電機工業会規格ＪＥＭ－１３５４」で規定される温度試験による強度評価の基本方針，強度

評価結果を添付書類「Ⅴ-3 強度に関する説明書」の別添にて説明する。 

 

2.2.1 可搬型の非常用発電装置 

可搬型の非常用発電装置は，可搬形発電設備技術基準を準用し，以下の設計とする。  
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Ｖ-1-9-1-1 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第 45条及び第 72条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づき設置する非常用ディーゼル発電機及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機，技術基準規則第 72 条及びその解釈に基づき設置する常

設代替高圧電源装置及び可搬型代替低圧電源車，技術基準規則第 76 条及び 77条並びにそれらの

解釈に基づき設置する緊急時対策所用発電機並びに技術基準規則第 63 条，第 65 条及び第 67 条

並びにそれらの解釈に基づき設置する窒素供給装置用電源車の出力の決定に関して説明するもの

である。 

また，技術基準規則第 48条及び第 78 条に基づく「発電用火力設備に関する技術基準を定める

省令」（以下「火力省令」という。）及び「原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を

定める命令」（以下「原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準」という。）の準用について，

本資料にて非常用電源設備の内燃機関に対する火力省令への適合性，並びに非常用電源設備の発

電機，遮断器及びその他電気設備に対する原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準への適合

性について説明するものである。 

 

2. 基本方針 

2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針 

設計基準対象施設のうち常設の非常用発電装置である非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機は，設計基準事故時に発電用原子炉施設の安全性を確保するため

に必要な装置の機能を維持するため，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において

工学的安全施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために必要な電

力を供給できる出力を有する設計とする。また，工学的安全施設等の設備が必要とする電源が

所定の時間内に所定の電圧に到達し，継続的に供給できる設計とする。 

重大事故等対処設備のうち常設の非常用発電装置である非常用ディーゼル発電機，高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代替高圧電源装置は，重大事故等が発生した場合におい

て，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止

中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給できる出力を有する設計と

する。 

非常用ディーゼル発電機は，2系統の母線で構成する非常用高圧母線に接続し，高圧補機へ

給電する設計とする。また，動力変圧器を通して降圧し，2系統の母線で構成する非常用低圧

母線の低圧補機へ給電する設計とする。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，非常用高圧母線（高圧炉心スプレイ系用）に接続

し，高圧補機へ給電する設計とする。また，動力変圧器 HPCS を通して降圧し，非常用低圧母線

の低圧補機へ給電する設計とする。 

常設代替高圧電源装置は，2系統の非常用高圧母線及び非常用低圧母線の機能が喪失したこ

とにより発生する重大事故等時の対応に必要な設備へ電力を供給できる設計とする。  

常設代替高圧電源装置は，設置（変更）許可申請書の添付書類十における，重大事故等時に

想定される事故シーケンスのうち最大負荷となる「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ），全交流
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線の接続箇所は，端子台等により接続することで電気抵抗を増加させないとともに，絶縁

性能の低下及び通常の使用状態において断線のおそれがない設計とする。遮断器は，ＪＥ

ＳＣ Ｅ７００２に基づき，通常の使用状態において発生する熱に耐える設計とし，火災

発生防止のため，閉鎖された金属製の外箱に収納し，隔離する設計とする。遮断器は適切

な接地を施し，鉄台及び金属製の外箱には，Ａ種接地工事（高圧設備）又はＣ種設置工事

を施す設計とする。取扱者以外の者の立入を防止するため，発電所には人が容易に構内に

立ち入るおそれがないようフェンス等を設ける設計とする。  

(2) 異常の予防及び保護対策  

異常の予防及び保護対策のため，高圧電路に施設する過電流遮断器は，施設する箇所を

通過する短絡電流を遮断する能力を有し，その作動に伴いその開閉状態を表示する装置を

有する設計とする。 

(3) 電気的，磁気的障害の防止 

遮断器は，閉鎖構造（金属製の筐体）及び接地の実施により，電気的又は磁気的な障害

を与えない設計とする。 

(4) 供給支障の防止 

発変電設備等の損傷による供給支障の防止のため，過電流等を生じた場合，保護継電器

にて検知し，遮断器を開放して自動的に発電機を電路から遮断する設計とする。  

発電所構内には，遮断器の運転に必要な知識及び技能を有する者が常時駐在することに

より，常時監視しない発電所は施設しない設計とする。 

 

2.1.4 その他電気設備 

その他の非常用電源設備は，原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準を準用し，以

下の設計とする。 

(1) 感電，火災等の防止 

電気設備は，感電の防止のため接地し，また，筐体やアクリルカバー等により充電部分

に容易に接触できない設計とする。電路は大地から絶縁する設計とし，絶縁抵抗測定等に

より異常のないことを確認する。蓄電池については接続板及び接続用ボルト・ナット等に

より，電線の接続箇所については，ネジ止め等により接続することで電気抵抗を増加させ

ない設計とし，接続点に張力が加わらないようにするほか，絶縁性能の低下及び通常の使

用状態において断線のおそれがない設計とする。電気設備は，熱的強度について期待され

る使用状態において発生する熱に耐える設計とする。火災防止のため，可燃性の物から離

して施設する設計とする。必要箇所には，異常時の電圧上昇等による影響を及ぼさないよ

う適切な接地を施す設計とする。取扱者以外の者の立入を防止するため，発電所には人が

容易に構内に立ち入るおそれがないようフェンス等を設ける設計とする。 

(2) 異常の予防及び保護対策 

高圧電路と結合する変圧器は，電気設備の損傷，感電又は火災のおそれがないよう，適

切な接地を施す設計とする。過電流からの電線及び電気機械器具の保護対策のため，各補

機には，過電流を検知できるよう保護継電器，過電流検知器及び配線用遮断器を設置し，

過電流を検出した場合は，遮断器を開放する設計とする。 
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(3) 電気的，磁気的障害の防止 

閉鎖構造（金属製の筐体）及び接地の実施により，電気設備その他の物件の機能に電気

的又は磁気的な障害を与えない設計とする。 

(4) 供給支障の防止 

変圧器，母線及びそれを支持する碍子は，短絡電流により生ずる機械的衝撃に耐える設

計とする。 

発電所構内には，電気設備の運転に必要な知識及び技能を有する者が常時駐在すること

により，常時監視しない発電所は施設しない設計とする。 

 

2.2 可搬型の非常用発電装置の出力に関する設計方針  

重大事故等対処設備における可搬型の非常用発電装置のうち可搬型代替低圧電源車は，重大

事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体

等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供

給できる出力を有する設計とする。  

可搬型代替低圧電源車は，設計基準事故対処設備の電源が喪失する重大事故等時の対応に最

低限必要な交流設備に電力を供給できる設計とする。また，可搬型整流器用変圧器，可搬型整

流器と組み合わせて使用することにより，重大事故等時の対応に必要な直流設備に電力を供給

できる設計とする。 

窒素供給装置用電源車は，専用の負荷に電力を供給できる出力を有する設計とする。 

また，非常用発電装置としての機能の重要性を考慮し，可搬型代替低圧電源車，窒素供給装

置用電源車については，火力省令及び電気設備に関する技術基準を定める省令を引用している

日本内燃力発電設備協会規格の「可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１：2005）」

（以下「可搬形発電設備技術基準」という。）を準用する設計とする。 

可搬型の非常用発電装置の内燃機関は，流入する燃料を自動的に調整する調速装置及び軸受

が異常な摩耗，変形及び過熱が生じないよう潤滑油装置を設ける設計とし，回転速度，潤滑油

圧力，潤滑油温度等の運転状態を計測する装置を設ける設計とする。回転速度が著しく上昇し

た場合及び冷却水温度が著しく上昇した場合等に自動的に停止する設計とする。また，過回転

防止装置は定格回転速度の 116 ％以下で動作する設計とする。 

可搬型の非常用発電装置の発電機は，電気的・機械的に十分な性能を持つ絶縁巻線を使用し，

耐熱性及び耐湿性を考慮した絶縁処理を施す設計とする。電源電圧が著しく低下した場合及び

過電流が発生した場合等に電路から自動的に遮断する設計とする。 

可搬型の非常用発電装置の強度については，完成品として一般産業品規格で規定される温度

試験等を実施し，定格負荷状態において十分な強度を有する設計とする。 

耐圧部分に対する強度については，可搬形発電設備技術基準に関連する事項がないため，「日

本電機工業会規格ＪＥＭ－１３５４」で規定される温度試験による強度評価の基本方針，強度

評価結果を添付書類「Ⅴ-3 強度に関する説明書」の別添にて説明する。 

 

2.2.1 可搬型の非常用発電装置 

可搬型の非常用発電装置は，可搬形発電設備技術基準を準用し，以下の設計とする。  
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1. 概要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下，「技術基準規則」と

いう。）第 48 条及び第 78 条（準用）に関する説明として，「発電用火力設備に関する技術基準

を定める省令」（以下「火力省令」という。）及び「原子力発電工作物に係る電気設備に関する

技術基準を定める命令」（以下，「原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準」という。）に

対する適合状況について整理する。 

 

2. 準用に関する説明対象設備の抽出 

準用に関する説明の範囲は，今回の申請における，新規設置設備及び規制基準要求（48，78

条）の追加又は変更がある既設設備とする。ただし，原子力発電工作物に係る電気設備の技術基

準については，ケーブル等の関連設備を含む。対象設備の抽出のフローチャートを図 1 及び図 2

に示す。 

 

2.1 火力省令を準用する設備（常設設備） 

設計基準対象施設に施設する補助ボイラー，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に施

設する内燃機関にて整理される設備を抽出する。 

 

2.2 原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準を準用する設備（常設設備） 

至近の先行建設プラントにおける「電気設備に関する技術基準の適合性に関する説明」にお

いては，省令 69 号の別表第二における電気設備（主発電機，変圧器，遮断器）及び附帯設備

のうち非常用予備発電装置（ディーゼル発電機，蓄電池，無停電電源装置）に対し説明を実施

しており，これらの実績を踏まえ，非常用電源設備及び常用電源設備にて整理される設備を抽

出する。 

 

2.3 可搬型設備 

可搬型設備については，技術基準規則第 48，78 条において，設計基準対象施設又は重大事

故等対処施設に施設する設備として規定しており，常設設備が対象となっているため，火力省

令及び原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準に対する準用の要求はないが，その機能の

重要性を考慮し，非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の代替と

して重大事故等時に使用される非常用電源装置及び内燃機関を有するポンプに対する適合性に

ついて説明を実施する。 
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3. 説明方針 

3.1 常設設備 

火力省令及び原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準の要求に対する適合性について整

理を実施し，関連する施設の添付書類（添付書類「Ⅴ-1-9-1-1 非常用発電装置の出力の決定

に関する説明書」，添付書類「Ⅴ-1-9-2-1 常用電源設備の健全性に関する説明書」，添付書

類「Ⅴ-1-1-7 発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」及び添付書類「Ⅴ-3-別添 4 

発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明書」）にてそれぞれ説明を実施する。 

火力省令及び原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準の各条文に対する個別設備の逐条

評価については，各説明書の補足説明資料として整理する。対象設備及び記載箇所を表 1に示

す。 

 

3.2 可搬型設備 

技術基準規則第 48，78 条においては，設計基準対象施設又は重大事故等対処設備に施設す

る設備と規定しており常設設備が対象となっているが，非常用電源設備のうち可搬型の非常用

発電装置については，日本内燃力発電設備協会規格の可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ 

３３１:2005）により，原子力発電工作物に係る電気設備の技術基準及び火力省令に対する適

合性を整理し，添付書類「Ⅴ-1-9-1-1 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」及び添

付書類「Ⅴ-3-別添 5 非常用発電装置（可搬型）の強度に関する説明書」にて説明を実施す

る。 

内燃機関を有する可搬型代替注水大型ポンプ及び可搬型代替注水中型ポンプについては，Ｓ

Ａクラス３機器（一般産業品の完成品）として，添付書類「Ⅴ-3 強度に関する説明書」にて

説明を実施する。 

可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１:2005）の各条文に対する個別設備の逐条

評価については，添付書類「Ⅴ-1-9-1-1 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」の補

足説明資料として整理する。対象設備及び記載箇所を表 2 に示す。 

なお，日本内燃力発電設備協会は，公益財団法人である日本適合性認定協会から製品認証機

関として認定されており，可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１:2005）において

電気設備の技術基準及び火力省令を引用法令とし，製品認証を行っている機関である。 
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，
緊

急
用

電
源

切
替

盤
，

可
搬

型
代

替
低

圧
電

源
車

接
続

盤
，

緊
急

用

直
流

12
5
V
モ
ー
タ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
，
緊
急
用
直
流

12
5
V
主
母
線
盤
，
緊
急

用
直
流

12
5
V
計
装
分
電
盤
，
緊
急
用
直
流

12
5
V
充
電
器
，
緊
急
用
計
装
交
流
主
母

線
盤

，
非

常
用

無
停

電
計

装
分

電
盤

，
緊

急
用

無
停

電
計

装
分

電
盤

，
メ

タ
ル

ク

ラ
ッ

ド
開

閉
装

置
，
メ

タ
ル

ク
ラ
ッ
ド

開
閉

装
置

HP
CS
，

パ
ワ

ー
セ
ン
タ

，
モ

ー

タ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
，
モ
ー
タ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ

HP
CS
，
直
流

12
5V

主

母
線

盤
，

直
流

1
25
V

モ
ー

タ
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
セ

ン
タ

，
直

流
1
25
V

主
母

線
盤

H
P
CS
，
直
流
±

24
V
中
性
子
モ
ニ
タ
用
分
電
盤
，
緊
急
時
対
策
所
用
メ
タ
ル
ク
ラ
ッ

ド
開

閉
装

置
，

緊
急

時
対

策
所

用
パ

ワ
ー

セ
ン

タ
，

緊
急

時
対

策
所

用
モ

ー
タ

コ

ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
，
緊
急
時
対
策
所
用

1
00
V
分
電
盤
，
緊
急
時
対
策
所
用
直
流

1
2
5V

主
母
線
盤
，
緊
急
時
対
策
所
用
直
流

1
25
V
分
電
盤
）
 

－
 

○
 

①
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5
.
10
 
非
常
用

無
停

電
電

源
装

置
 

工
事
計
画

認
可

申
請

機
器
 

命
令
 

適
合
性
 

備
考
 

非
常

用
無

停
電
電
源

装
置

 
（
電
気
設
備
に
お
け

る
感
電
，
火

災
等
の
防

止
）
 

第
三
節
 
保
安
原
則
 

第
四
条

 
電

気
設

備
は

，
感
電

，
火

災
そ

の
他

人
体

に
危

害
を

及
ぼ

し
，

又
は

物
件

に
損

傷
を

与
え

る
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
に

施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 （
電
路
の
絶
縁
）
 

第
五
条

 
電

路
は

，
大

地
か
ら

絶
縁

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
，

構
造

上
や

む
を

得
な

い
場

合
で

あ
っ

て
通

常
予

見
さ
れ

る
使

用
形

態
を

考
慮

し
危

険
の

お
そ

れ
が

な
い

場
合

，
又

は
混

触
に

よ
る
高

電
圧

の
侵

入
等

の
異

常
が

発
生

し
た

際
の

危
険

を
回

避
す

る
た

め
の

接
地
そ

の
他

の
保

安
上

必
要

な
措

置
を
講
ず

る
場

合
は

，
こ

の
限

り
で
な

い
。
 

 ２
 

前
項

の
場

合
に

あ
っ

て
は

，
事

故
時

に
想

定
さ

れ
る

異
常

電
圧

を
考

慮

し
，

絶
縁

破
壊

に
よ

る
危

険
の

お
そ

れ
が

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 

３
 

変
成

器
内

の
巻

線
と

当
該

変
成

器
内

の
他

の
巻

線
と

の
間

の
絶

縁
性

能

は
，

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
異

常
電

圧
を

考
慮
し

，
絶

縁
破

壊
に

よ
る

危
険

の
お
そ
れ

が
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
 

 

（
電
線
等
の
断
線
の

防
止
）
 

第
六
条

 
電

線
，

支
線

，
架
空

地
線

，
弱

電
流

電
線

等
（

弱
電

流
電

線
及

び
光

フ
ァ

イ
バ

ケ
ー

ブ
ル

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）
そ

の
他

の
電

気
設

備
の

保
安

の
た

め
に

施
設

す
る

線
は

，
通

常
の

使
用

状
態
に

お
い

て
断

線
の

お
そ

れ
が

な
い
よ
う

に
施

設
し

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

 （
電
線
の
接
続
）
 

第
七
条

 
電

線
を

接
続

す
る
場

合
は

，
接

続
部

分
に

お
い

て
電

線
の

電
気

抵
抗

を
増

加
さ

せ
な

い
よ

う
に

接
続

す
る

ほ
か

，
絶
縁

性
能

の
低

下
（

裸
電

線
を

除
く

。
）

及
び

通
常

の
使

用
状

態
に

お
い

て
断
線

の
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
に

し
な
け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 （
電
気
機
械
器
具
の

熱
的
強
度
）

 

第
八
条

 
電

路
に

施
設

す
る
電

気
機

械
器

具
は

，
通

常
の

使
用

状
態

に
お

い
て

そ
の

電
気

機
械

器
具

に
発

生
す

る
熱

に
耐

え
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

  非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

接
地
し

，
ま

た
，

電
路

露
出

箇
所

が
な

い
設
計

と
し

，
感

電
，

火
災

そ
の

他
人
体
に

危
害
を
及
ぼ
し

，
又
は

物
件
に
損
傷
を

与
え
る

お
そ

れ
が

な
い

設
計
と
し

て
い
る

。
 

   非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

の
電

路
は
，

ノ
イ

ズ
に

よ
る

誤
信

号
を

避
け

る
た
め

に
設

置
し

て
い

る
。

接
地

に
よ

り
，

保
守

・
点

検
時

に
短
絡

事
故

を
引

き
起

こ
す

可
能

性
に

つ
い
て

は
，

適
切

な
操

作
手

順
に

よ
り
回
避

で
き
る
。
 

   非
常

用
無

停
電

電
源

装
置
は

，
盤

内
変

圧
器

に
つ

い
て

「
Ｊ

Ｉ
Ｓ

 
Ｃ

４
０

０
３
－
2
0
10
」

，
盤
内

変
成

器
に

つ
い

て
「

Ｊ
Ｉ
Ｓ

 
Ｃ

１
７

３
１

－
1
9
98

」
に
準

拠
し

た
も
の

を
使

用
し

，
絶

縁
耐

力
を

確
保

し
て
い
る

。
 

 非
常

用
無

停
電

電
源

装
置
に

使
用

し
て

い
る

変
成

器
は

，
「

Ｊ
Ｉ

Ｓ
 

Ｃ
１

７
３
１
－

1
99
8
」

に
準

拠
し

た
も
の
を

使
用
し
，
事
故

時
に
お

い
て
も
絶
縁
破

壊
に
よ

る
危

険
の

お
そ

れ
が
な
い

。
 

   非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

電
線
，

支
線

，
架

空
地

線
，

弱
電

流
電

線
等
そ

の
他

の
電

気
設

備
の

保
安

の
た
め
に

施
設
す
る
線
に

該
当
し

な
い
。
 

    接
続

板
，

接
続

用
ボ

ル
ト

・
ナ

ッ
ト
等

に
よ

り
接

続
す

る
こ

と
で

電
気

抵
抗
を

増
加

さ
せ

な
い

と
と

も
に

，
絶

縁
性

能
の

低
下

及
び

通
常
の

使
用

状
態

に
お

い
て

断
線

の
お

そ
れ
が

な
い

設
計

と
し

て
い

る
。

 

   非
常

用
無

停
電

電
源

装
置
に

使
用

し
て

い
る

変
圧

器
は

，
「

Ｊ
Ｉ

Ｓ
 

Ｃ
４

０
０
３
－

2
01
0
」

に
準

拠
し

た
耐
熱
ク

ラ
ス
の
も
の
を

使
用
し

て
い
る
。
 

 

                      原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る
技
術
基

準
を
定
め
る

命
令

6
条

に
規

定
さ

れ
て

い
る

，
電

線
，

支
線

，

架
空

地
線

，
弱

電
流

電
線

等
そ

の
他

の

電
気

設
備

の
保

安
の

た
め

に
施

設
す

る

線
に

該
当
し
な
い

。
 

         

①
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工
事
計
画

認
可

申
請

機
器
 

命
令
 

適
合
性
 

備
考
 

（
高
圧
又
は
特
別
高

圧
の
電
気
機

械
器

具
の

危
険
の
防
止

）
 

第
九
条

 
高

圧
又

は
特

別
高
圧

の
開

閉
器

，
遮

断
器

，
避

雷
器

そ
の

他
こ

れ
ら

に
類

す
る

器
具

で
あ

っ
て

，
動

作
時

に
ア

ー
ク
を

生
ず

る
も

の
は

，
火

災
の

お
そ

れ
が

な
い

よ
う

，
木

製
の

壁
又

は
天

井
そ
の

他
の

可
燃

性
の

物
か

ら
離

し
て

施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
，
耐

火
性

の
物

で
両

者
の

間
を

隔
離
し
た

場
合

は
，

こ
の

限
り

で
な
い

。
 

 （
電
気
設
備
の
接
地

）
 

第
十
条

 
電

気
設

備
の

必
要
な

箇
所

に
は

，
異

常
時

の
電

位
上

昇
，

高
電

圧
の

侵
入

等
に

よ
る

感
電

，
火

災
そ

の
他

人
体

に
危
害

を
及

ぼ
し

，
又

は
物

件
へ

の
損

傷
を

与
え

る
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
，

接
地
そ

の
他

の
適

切
な

措
置

を
講

じ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
，

電
路

に
係
る

部
分

に
あ

っ
て

は
，

第
５

条
第

１
項

の
規

定
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
こ
れ

を
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 （
電
気
設
備
の
接
地

の
方
法
）
 

第
十
一

条
 

電
気

設
備

に
接
地

を
施

す
場

合
は

，
電

流
が

安
全

か
つ

確
実

に
大

地
に
通
ず

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

  （
特
別
高
圧
電
路
等

と
結
合
す
る

変
圧

器
等

の
火
災
等
の

防
止

）
 

第
十
二

条
 

高
圧

又
は

特
別
高

圧
の

電
路

と
低

圧
の

電
路

と
を

結
合

す
る

変
圧

器
は

，
高

圧
又

は
特

別
高

圧
の

電
圧

の
侵

入
に
よ

る
低

圧
側

の
電

気
設

備
の

損
傷

，
感

電
又

は
火

災
の

お
そ

れ
が

な
い

よ
う
，

当
該

変
圧

器
に

お
け

る
適

切
な

箇
所

に
接

地
を

施
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。

た
だ

し
，

施
設

の
方

法
又

は
構

造
に

よ
り

や
む

を
得

な
い

場
合

で
あ

っ
て
，

変
圧

器
か

ら
離

れ
た

箇
所

に
お

け
る

接
地

そ
の

他
の

適
切

な
措

置
を

講
ず
る

こ
と

に
よ

り
低

圧
側

の
電

気
設

備
の

損
傷

，
感

電
又

は
火

災
の

お
そ

れ
が
な

い
場

合
は

，
こ

の
限

り
で

な
い
。
 

 ２
 
変

圧
器

に
よ

っ
て

特
別
高

圧
の

電
路

に
結

合
さ

れ
る

高
圧

の
電

路
に

は
，

特
別

高
圧

の
電

圧
の

侵
入

に
よ

る
高

圧
側

の
電
気

設
備

の
損

傷
，

感
電

又
は

火
災

の
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
，

接
地

を
施

し
た
放

電
装

置
の

施
設

そ
の

他
の

適
切
な
措

置
を

講
じ

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

    

 非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

高
圧
又

は
特
別
高
圧
で

は
な
い

。
 

      非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

適
切
な

接
地
工
事
を
施

す
設
計

と
し

て
い

る
。

 

       接
地

は
電

流
が

安
全

か
つ

確
実

に
大
地

に
通

ず
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

適
切
な

接
地

工
事

を
施

す
設

計
と

し
て
い
る

。
 

   非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

高
圧
又

は
特

別
高

圧
の

電
路

と
低

圧
の

電
路
と

を
結

合
す

る
変

圧
器

を
使

用
し
て
い

な
い
。
 

       非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

高
圧
又

は
特
別
高
圧
で

は
な
い

。
 

       

 原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
20

条
の

該
当
機

器

で
な

い
た
め
，
適

用
外
。
 

    原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
24

条
よ

り
，
外

箱

が
対

象
と

な
る

。
18

条
に

よ
り

，
出

力

側
低

圧
電
路
の
接

地
を
実
施
。

 

    原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
24

条
よ

り
，
外

箱

が
対

象
と

な
る

。
18

条
に

よ
り

，
出

力

側
低

圧
電
路
の
接

地
を
実
施
。

 

 原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
21
，

23
条
の
該

当

機
器

で
な
い
た
め

，
適
用
外
。

 

      原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
22

条
の

該
当
機

器

で
な

い
た
め
，
適

用
外
。
 

     

①
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工
事
計
画

認
可

申
請

機
器
 

命
令
 

適
合
性
 

備
考
 

（
過
電
流
か
ら
の
電

線
及
び
電
気

機
械

器
具

の
保
護
対
策

）
 

第
十
三

条
 

電
路

の
必

要
な
箇

所
に

は
，

過
電

流
に

よ
る

過
熱

焼
損

か
ら

電
線

及
び

電
気

機
械

器
具

を
保

護
し

，
か

つ
，

火
災

の
発

生
を

防
止

で
き

る
よ

う
，
過
電

流
遮

断
器

を
施

設
し

な
け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 （
地
絡
に
対
す
る
保

護
対
策
）
 

第
十
四

条
 

電
路

に
は

，
地
絡

が
生

じ
た

場
合

に
，

電
線

若
し

く
は

電
気

機
械

器
具

の
損

傷
，

感
電

又
は

火
災

の
お

そ
れ

が
な
い

よ
う

，
地

絡
遮

断
器

の
施

設
そ

の
他

の
適

切
な

措
置

を
講

じ
な

け
れ

ば
な
ら

な
い

。
た

だ
し

，
電

気
機

械
器

具
を

乾
燥

し
た

場
所

に
施

設
す

る
等

地
絡
に

よ
る

危
険

の
お

そ
れ

が
な

い
場
合
は

，
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

 （
電
気
設
備
の
電
気

的
，
磁
気
的

障
害

の
防

止
）
 

第
十
五

条
 

電
気

設
備

は
，
他

の
電

気
設

備
そ

の
他

の
物

件
の

機
能

に
電

気
的

又
は
磁
気

的
な

障
害

を
与

え
な

い
よ
う

に
施

設
し

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

 （
高
周
波
利
用
設
備

へ
の
障
害
の

防
止

）
 

第
十
六

条
 

高
周

波
利

用
施
設

（
電

路
を

高
周

波
電

流
の

伝
送

路
と

し
て

利
用

す
る

も
の

に
限

る
。

以
下

の
こ

の
条

に
お

い
て
同

じ
。

）
は

，
他

の
高

周
波

利
用

設
備

の
機

能
に

継
続

的
か

つ
重

大
な

障
害
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
に
施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 第
二
章
 
電
気
の
供

給
の
た
め
の

電
気

設
備

の
施
設
 

第
一
節
 
感
電
，
火

災
等
の
防
止

 

（
架
空
電
線
の
感
電

の
防
止
）
 

第
十

九
条

 
低

圧
又

は
高

圧
の

架
空

電
線

に
は

，
感

電
の

お
そ

れ
が

な
い

よ

う
，

使
用

電
圧

に
応

じ
た

絶
縁

性
能

を
有

す
る
絶

縁
電

線
又

は
ケ

ー
ブ

ル
を

使
用

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
，

通
常
予

見
さ

れ
る

使
用

形
態

を
考

慮
し
，
感

電
の

お
そ

れ
が

な
い

場
合
は

，
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

 （
発
電
所
等
へ
の
取

扱
者
以
外
の

者
の

立
入

の
防
止
）
 

第
二
十

条
 

高
圧

又
は

特
別
高

圧
の

電
気

機
械

器
具

，
母

線
等

を
施

設
す

る
発

電
所

に
は

，
取

扱
者

以
外

の
者

に
電

気
機

械
器
具

，
母

線
等

が
危

険
で

あ
る

旨
を

表
示

す
る

と
と

も
に

，
当

該
者

が
容

易
に
構

内
に

立
ち

入
る

お
そ

れ
が

な
い
よ
う

に
適

切
な

措
置

を
講

じ
な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

   

 過
電

流
に

よ
る

過
熱

焼
損

か
ら

電
線
及

び
電

気
機

械
器

具
を

保
護

し
，

か
つ
火

災
の

発
生

を
防

止
で

き
る

よ
う
，
電

路
の
必
要
な
箇

所
に
配

線
用
遮
断
器
を

施
設
し

て
い

る
。
 

   非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
地
絡

遮
断
装
置
を
施

設
す
べ

き
箇

所
は

な
い

。
 

      非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

他
の

電
気

設
備

の
機

能
に

電
気

的
又

は
磁

気
的

な
障

害
を

与
え

な

い
。

 

  非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

高
周
波

利
用
設
備
で
は

な
い
。
 

       非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
低
圧

又
は
高
圧
の
架

空
電
線

を
使

用
し

て
い

な
い
。
 

     東
海

第
二

発
電

所
は

，
人

が
容

易
に
構

内
に

立
ち

入
る

お
そ

れ
は

な
い

よ
う
フ

ェ
ン

ス
等

を
設

け
て

い
る

。
 

     

      原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
3
0
条

1
号
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

発
電

所
の

引
出

口
及

び

他
か

ら
供

給
を

受
け

る
受

電
点

に
該

当

し
な

い
。
 

      原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
25

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

高
周

波
利

用
設

備
に

該
当

し

な
い

。
 

    原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

19

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

支
持

構
造

物

（
電

柱
等

）
を

伝
っ

て
空

中
に

架
け

ら

れ
た

架
空
電
線
に

該
当
し
な
い

。
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（
架
空
電
線
等
の
高

さ
）
 

第
二
十

一
条

 
架

空
電

線
及
び

架
空

電
力

保
安

通
信

線
は

，
接

触
又

は
誘

導
作

用
に

よ
る

感
電

の
お

そ
れ

が
な

く
，

か
つ

，
交
通

に
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
な
い
高

さ
に

施
設

し
な

け
れ

ば
な
ら

な
い

。
 

  ２
 
支

線
は

，
交

通
に

支
障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
な

い
高

さ
に

施
設

し
な

け
れ

ば
な
ら
な

い
。
 

 （
架
空
電
線
に
よ
る

他
人
の
電
線

等
の

作
業

者
へ
の
感
電

の
防

止
）
 

第
二
十

二
条

 
架

空
電

線
は
，

他
人

の
設

置
し

た
架

空
電

線
路

又
は

架
空

弱
電

流
電

線
路

若
し

く
は

架
空

光
フ

ァ
イ

バ
ケ

ー
ブ
ル

線
路

の
支

持
物

を
挟

ん
で

施
設

し
て

は
な

ら
な

い
。

た
だ

し
，

同
一

支
持
物

に
施

設
す

る
場

合
又

は
そ

の
他
人
の

承
諾

を
得

た
場

合
は

，
こ
の

限
り

で
な

い
。

 

 （
架
空

電
線

路
か

ら
の

静
電
誘

導
作

用
又

は
電

磁
誘

導
作

用
に

よ
る

感
電

の
防

止
）
 

第
二
十

三
条

 
電

力
保

安
通
信

設
備

は
，

架
空

電
線

路
か

ら
の

静
電

誘
導

作
用

又
は

電
磁

誘
導

作
用

に
よ

り
人

体
に

危
害

を
及
ぼ

す
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
に

施
設
し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 第
二
節
 
他
の
電
線

，
他
の
工
作

物
等

へ
の

危
険
の
防
止

 

（
電
力
保
安
通
信
線

の
混
触
の
防

止
）
 

第
二
十

四
条

 
電

力
保

安
通
信

線
は

，
他

の
電

線
又

は
弱

電
流

電
線

等
と

接
近

し
，

若
し

く
は

交
さ

す
る

場
合

又
は

同
一

支
持
物

に
施

設
す

る
場

合
に

は
，

他
の

電
線

又
は

弱
電

流
電

線
等

を
損

傷
す

る
お

そ
れ

が
な

く
，

か
つ

，
接

触
，

断
線

等
に

よ
っ

て
生

じ
る

混
触

に
よ

る
感
電

又
は

火
災

の
お

そ
れ

が
な

い
よ
う
に

施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な
い

。
 

 （
異
常
電
圧
に
よ
る

架
空
電
線
へ

の
障

害
の

防
止
）
 

第
二
十

五
条

 
特

別
高

圧
の
架

空
電

線
と

低
圧

又
は

高
圧

の
架

空
電

線
を

同
一

支
持

物
に

施
設

す
る

場
合

は
，

異
常

時
の

高
電
圧

の
侵

入
に

よ
り

低
圧

側
又

は
高

圧
側

の
電

気
設

備
に

障
害

を
与

え
な

い
よ
う

，
接

地
そ

の
他

の
適

切
な

措
置
を
講

じ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

    

 非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
架
空

電
線
及
び
架
空

電
力
保

安
通

信
線

を
使

用
し
て
い

な
い
。
 

    非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
支
線

を
使
用
し
て
い

な
い
。
 

   非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
架
空

電
線
を
使
用
し

て
い
な

い
。

 

      非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
電
力

保
安
通
信
設
備

を
施
設

し
て

い
な

い
。

 

     非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
電
力

保
安
通
信
線
を

使
用
し

て
い

な
い

。
 

      非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
架
空

電
線
を
使
用
し

て
い
な

い
。

 

       

 原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

21

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

支
持

構
造

物

（
電

柱
等

）
を

伝
っ

て
空

中
に

架
け

ら

れ
た

架
空
電
線
に

該
当
し
な
い

。
 

    原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

22

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

支
持

構
造

物

（
電

柱
等

）
を

伝
っ

て
空

中
に

架
け

ら

れ
た

架
空
電
線
に

該
当
し
な
い

。
 

  原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

23

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

電
力

保
安

通

信
設

備
に
該
当
し

な
い
。
 

  原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
40

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

電
力

保
安

通
信

線
に

該
当

し

な
い

。
 

   原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

25

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

架
空

電
線

に

該
当

し
な
い
。
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２
 
特

別
高

圧
架

空
電

線
路
の

電
線

の
上

方
に

お
い

て
，

そ
の

支
持

物
に

低
圧

の
電

気
機

械
器

具
を

施
設

す
る

場
合

は
，

異
常
時

の
高

電
圧

の
侵

入
に

よ
り

低
圧

側
の

電
気

設
備

へ
障

害
を

与
え

な
い

よ
う
，

接
地

そ
の

他
の

適
切

な
措

置
を
講
じ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 

第
三
節
 
高
圧
ガ
ス

等
に
よ
る
危

険
の

防
止

 

（
ガ
ス
絶
縁
機
器
等

の
危
険
の
防

止
）
 

第
二
十

六
条

 
発

電
所

に
施
設

す
る

ガ
ス

絶
縁

機
器

（
充

電
部

分
が

圧
縮

絶
縁

ガ
ス

に
よ

り
絶

縁
さ

れ
た

電
気

機
械

器
具

を
い
う

。
以

下
同

じ
。

）
及

び
開

閉
器

又
は

遮
断

器
に

使
用

す
る

圧
縮

空
気

装
置
は

，
次

の
各

号
に

よ
り

施
設

し
な
け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

一
 
圧

力
を

受
け

る
部

分
の
材

料
及

び
構

造
は

，
最

高
使

用
圧

力
に

対
し

て
十

分
に
耐
え

，
か

つ
，

安
全

な
も

の
で
あ

る
こ

と
。
 

二
 
圧
縮
空
気
装
置

の
空
気
タ
ン

ク
は

，
耐

食
性
を
有
す

る
こ

と
。
 

三
 
圧

力
が

上
昇

す
る

場
合
に

お
い

て
，

当
該

圧
力

が
最

高
使

用
圧

力
に

到
達

す
る
以
前

に
当

該
圧

力
を

低
下

さ
せ
る

機
能

を
有

す
る

こ
と

。
 

四
 
圧

縮
空

気
装

置
は

，
主
空

気
タ

ン
ク

の
圧

力
が

低
下

し
た

場
合

に
圧

力
を

自
動
的
に

回
復

さ
せ

る
機

能
を

有
す
る

こ
と

。
 

五
 
異
常
な
圧
力
を

早
期
に
検
知

で
き

る
機

能
を
有
す
る

こ
と

。
 

六
 
ガ

ス
絶

縁
機

器
に

使
用
す

る
絶

縁
ガ

ス
は

，
可

燃
性

，
腐

食
性

及
び

有
毒

性
の
な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

 

（
加
圧
装
置
の
施
設

）
 

第
二
十

七
条

 
圧

縮
ガ

ス
を
使

用
し

て
ケ

ー
ブ

ル
に

圧
力

を
加

え
る

装
置

は
，

次
の
各
号

に
よ

り
施

設
し

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
 

一
 

圧
力

を
受

け
る

部
分

は
，

最
高

使
用

圧
力

に
対

し
て

十
分

に
耐

え
，

か

つ
，
安
全

な
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

二
 
自

動
的

に
圧

縮
ガ

ス
を
供

給
す

る
加

圧
装

置
で

あ
っ

て
，

故
障

に
よ

り
圧

力
が

著
し

く
上

昇
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
も

の
は
，

上
昇

し
た

圧
力

に
耐

え
る

材
料

及
び

構
造

で
あ

る
と

と
も

に
，

圧
力

が
上
昇

す
る

場
合

に
お

い
て

，
当

該
圧

力
が

最
高

使
用

圧
力

に
到

達
す

る
以

前
に
当

該
圧

力
を

低
下

さ
せ

る
機

能
を
有
す

る
こ

と
。
 

三
 

圧
縮

ガ
ス

は
，

可
燃

性
，

腐
食

性
及

び
有

毒
性

の
な

い
も

の
で

あ
る

こ

と
。
 

    

非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
架
空

電
線
を
使
用
し

て
い
な

い
。

 

      非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

に
は

，
ガ
ス

絶
縁

機
器

及
び

開
閉

器
又

は
遮

断
器
に

使
用

す
る

圧
縮

空
気

装
置

を
使
用
し

て
い
な
い
。
 

              非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

に
は

，
圧
縮

ガ
ス

を
使

用
し

て
ケ

ー
ブ

ル
に

圧
力
を

加
え

る
装

置
を

使
用

し
て

い
な
い
。
 

             

       原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

26

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

ガ
ス

絶
縁

機

器
及

び
開

閉
器

又
は

遮
断

器
に

使
用

す

る
圧

縮
空
気
装
置

に
該
当
し
な

い
。
 

           原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

27

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

圧
縮

ガ
ス

を

使
用

し
て

ケ
ー

ブ
ル

に
圧

力
を

加
え

る

装
置

（
過
圧
装
置

）
に
該
当
し

な
い
。
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（
水
素
冷
却
式
発
電

機
の
施
設
）

 

第
二
十

八
条

 
水

素
冷

却
式
の

発
電

機
又

は
こ

れ
に

附
属

す
る

水
素

冷
却

装
置

は
，
次
の

各
号

に
よ

り
施

設
し

な
け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 
構

造
は

，
水

素
の

漏
洩
又

は
空

気
の

混
入

の
お

そ
れ

が
な

い
も

の
で

あ
る

こ
と
。
 

二
 
発

電
機

，
水

素
を

通
ず
る

管
，

弁
等

は
，

水
素

が
大

気
圧

で
爆

発
す

る
場

合
に
生
じ

る
圧

力
に

耐
え

る
強

度
を
有

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。
 

三
 
発

電
機

の
軸

封
部

か
ら
水

素
が

漏
洩

し
た

と
き

に
，

漏
洩

を
停

止
さ

せ
，

又
は
漏
洩

し
た

水
素

を
安

全
に

外
部
に

放
出

で
き

る
も

の
で

あ
る
こ

と
。
 

四
 
発

電
機

内
へ

の
水

素
の
導

入
及

び
発

電
機

内
か

ら
の

水
素

の
外

部
へ

の
放

出
が
安
全

に
で

き
る

も
の

で
あ

る
こ
と

。
 

五
 
異
常
を
早
期
に

検
知
し
，
警

報
す

る
機

能
を
有
す
る

こ
と

。
 

 第
五
節
 
供
給
支
障

の
防
止
 

（
発
変
電
設
備
等
の

損
傷
に
よ
る

供
給

支
障

の
防
止
）
 

第
三

十
条

 
発

電
機

，
燃

料
電

池
又

は
常

用
電

源
と

し
て

用
い

る
蓄

電
池

に

は
，

当
該

電
気

機
械

器
具

を
著

し
く

損
壊

す
る
お

そ
れ

が
あ

り
，

又
は

一
般

電
気

事
業

に
係

る
電

気
の

供
給

に
著

し
い

支
障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
異

常
が

当
該

電
気

機
械

器
具

に
生

じ
た

場
合

（
非
常

用
予

備
発

電
機

に
あ

っ
て

は
，

非
常

用
炉

心
冷

却
装

置
が

作
動

し
た

場
合
を

除
く

。
）

に
自

動
的

に
こ

れ
を
電
路

か
ら

遮
断

す
る

装
置

を
施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 ２
 
特

別
高

圧
の

変
圧

器
に
は

，
当

該
電

気
機

械
器

具
を

著
し

く
損

壊
す

る
お

そ
れ

が
あ

り
，

又
は

一
般

電
気

事
業

に
係

る
電
気

の
供

給
に

著
し

い
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
異

常
が

当
該

電
気

機
械
器

具
に

生
じ

た
場

合
に

自
動

的
に

こ
れ

を
電

路
か

ら
遮

断
す

る
装

置
の

施
設
そ

の
他

の
適

切
な

措
置

を
講

じ
な
け
れ

ば
な

ら
な

い
。
 

 

（
発
電
機
等
の
機
械

的
強
度
）
 

第
三
十

一
条

 
発

電
機

，
変
圧

器
並

び
に

母
線

及
び

こ
れ

を
支

持
す

る
が

い
し

は
，

短
絡

電
流

に
よ

り
生

ず
る

機
械

的
衝

撃
に
耐

え
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な
い
。
 

 ２
 
蒸

気
タ

ー
ビ

ン
，

ガ
ス
タ

ー
ビ

ン
又

は
内

燃
機

関
に

接
続

す
る

発
電

機
の

回
転

す
る

部
分

は
，

非
常

調
速

装
置

及
び

そ
の
他

の
非

常
停

止
装

置
が

動
作

し
て
達
す

る
速

度
に

対
し

，
耐

え
る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。
 

  

 非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

に
は

，
水
素

冷
却

式
の

発
電

機
又

は
こ

れ
に

附
属
す

る
水

素
冷

却
装

置
を

使
用

し
て
い
な

い
。
 

            非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

発
電
機

，
燃

料
電

池
又

は
常

用
電

源
と

し
て
用

い
る

蓄
電

池
で

は
な

い
。

 

     非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
特
別

高
圧
の
変
圧
器

を
使
用

し
て

い
な

い
。

 

      非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

発
電
機

，
変

圧
器

並
び

に
母

線
及

び
こ

れ
ら
を

支
持

す
る

碍
子

を
使

用
し

て
い
な
い

。
 

  非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

ガ
ス
タ

ー
ビ
ン
又
は
内

燃
機
関

に
接

続
す

る
発

電
機
で
は

な
い
。
 

    

 原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
34

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

水
素

冷
却

式
の

発
電

機
又

は

こ
れ

に
附

属
す

る
水

素
冷

却
装

置
に

該

当
し

な
い
。
 

         原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
37

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

発
電

機
，

燃
料

電
池

又
は

常

用
電

源
と

し
て

用
い

る
蓄

電
池

に
該

当

し
な

い
。
 

  原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
36

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

特
別

高
圧

の
変

圧
器

に
該

当

し
な

い
。
 

   原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

に
関

す
る

技
術

基
準

を
定

め
る

命
令

31

条
に

規
定

さ
れ

て
い

る
，

発
電

機
等

に

該
当

し
な
い
。
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３
 
発

電
用

火
力

設
備

に
関
す

る
技

術
基

準
を

定
め

る
省

令
（

平
成

九
年

通
商

産
業

省
令

第
五

十
一

号
）

第
十

三
条

第
二

項
 
の

規
定

は
，

蒸
気

タ
ー

ビ
ン

に
接
続
す

る
発

電
機

に
つ

い
て

準
用
す

る
。
 

 

（
常
時
監
視
を
し
な

い
発
電
所
等

の
施

設
）

 

第
三
十

二
条

 
異

常
が

生
じ
た

場
合

に
人

体
に

危
害

を
及

ぼ
し

，
若

し
く

は
物

件
に

損
傷

を
与

え
る

お
そ

れ
が

な
い

よ
う

，
異
常

の
状

態
に

応
じ

た
制

御
が

必
要

と
な

る
発

電
所

，
又

は
一

般
電

気
事

業
に
 
係

る
電

気
の

供
給

に
著

し

い
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
，

異
常
を

早
期

に
発

見
す

る
必

要
の

あ
る

発
電

所
で

あ
っ

て
，

発
電

所
の

運
転

に
必
要

な
知

識
及

び
技

能
を

有
す

る
者

が
当

該
発

電
所

又
は

こ
れ

と
同

一
の

構
内
に

お
い

て
常

時
監

視
を

し
な

い
も
の
は

，
施

設
し

て
は

な
ら

な
い
。
 

 （
高
圧
及
び
特
別
高

圧
の
電
路
の

避
雷

器
等

の
施
設
）
 

第
三
十

三
条

 
雷

電
圧

に
よ
る

電
路

に
施

設
す

る
電

気
設

備
の

損
壊

を
防

止
で

き
る

よ
う

，
発

電
所

の
架

空
電

線
引

込
口

及
び
引

出
口

又
は

こ
れ

に
近

接
す

る
箇

所
に

は
，

避
雷

器
の

施
設

そ
の

他
の

適
切
な

措
置

を
講

じ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
，

雷
電

圧
に

よ
る

当
該

電
気
設

備
の

損
壊

の
お

そ
れ

が
な

い
場
合
は

，
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

 （
電
力
保
安
通
信
設

備
の
施
設
）

 

第
三
十

四
条

 
発

電
所

，
変
電

所
，

開
閉

所
，

給
電

所
（

電
力

系
統

の
運

用
に

関
す

る
指

令
を

行
う

所
を

い
う

。
）

，
技

術
員
駐

在
所

そ
の

他
の

箇
所

で
あ

っ
て

，
一

般
電

気
事

業
に

係
る

電
気

の
供

給
に

対
す

る
著

し
い

支
障

を
防

ぎ
，

か
つ

，
保

安
を

確
保

す
る

た
め

に
必

要
な
も

の
の

相
互

間
に

は
，

電
力

保
安
通
信

用
電

話
設

備
を

施
設

し
な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 ２
 
電

力
保

安
通

信
線

は
，
機

械
的

衝
撃

，
火

災
等

に
よ

り
通

信
の

機
能

を
損

な
う
お
そ

れ
が

な
い

よ
う

に
施

設
し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

  

（
災
害
時
に
お
け
る

通
信
の
確
保

）
 

第
三
十

五
条

 
電

力
保

安
通
信

設
備

に
使

用
す

る
無

線
通

信
用

ア
ン

テ
ナ

又
は

反
射

板
（

以
下

こ
の

条
に

お
い

て
「

無
線

用
ア
ン

テ
ナ

等
」

と
い

う
。

）
を

施
設

す
る

支
持

物
の

材
料

及
び

構
造

は
，

風
速
六

十
メ

ー
ト

ル
毎

秒
の

風
圧

荷
重

を
考

慮
し

，
倒

壊
に

よ
り

通
信

の
機

能
を
損

な
う

お
そ

れ
が

な
い

よ
う

に
施
設
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

蒸
気
タ

ー
ビ
ン
に
接
続

す
る
発

電
機

で
は

な
い

。
 

    東
海

第
二

発
電

所
の

構
内

に
は

，
非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

の
運

転
に

必
要
な

知
識

及
び

技
能

を
有

す
る

者
が
常
時

駐
在
し
，
異
常

を
早
期

に
発
見
で
き
る

。
 

       非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

に
は

，
架
空

電
線

引
込

口
及

び
引

出
口

又
は

こ
れ
に

近
接

す
る

箇
所

は
な

い
。

 

     東
海

第
二

発
電

所
に

は
，

一
般

送
配
電

事
業

に
係

る
電

気
の

供
給

に
対

す
る
著

し
い

支
障

を
防

ぎ
，

か
つ

，
保
安
を

確
保
す
る
た
め

に
，
専

用
の
電
力
保
安

通
信
用

電
話

設
備

を
施

設
し
て
い

る
。
 

た
だ

し
，

非
常

用
無

停
電

電
源

装
置
は

，
電

力
保

安
通

信
用

電
話

設
備

を
施
設

す
る

箇
所

に
該

当
し

な
い

。
 

  非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
に
は

，
電
力

保
安
通
信
線
を

施
設
し

て
い

な
い

。
 

    非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
は
，

電
力
保

安
通
信
設
備
に

該
当
し

な
い

。
 

              原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
31

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

架
空

電
線

引
込

口
及

び
引

出

口
又

は
こ

れ
に

近
接

す
る

箇
所

に
該

当

し
な

い
。
 

  原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
39

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

電
力

保
安

通
信

用
電

話
設

備

を
施

設
す
る
箇
所

に
該
当
し
な

い
。
 

  原
子

力
発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備

の
技

術
基
準
の
解

釈
40

条
に

規
定
さ

れ

て
い

る
，

電
力

保
安

通
信

線
に

該
当

し

な
い

。
 

 非
常

用
無

停
電

電
源

装
置

は
，

電
力

保

安
通

信
設

備
で

な
い

た
め

，
原

子
力

発

電
工

作
物

に
係

る
電

気
設

備
の

技
術

基

準
の

解
釈

41
条
の

該
当
機
器

で
な
い

た

め
，

適
用
外
。
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１
．
基
準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
地
盤
の
健
全
性
評
価

及
び
評
価

方
法
に
つ
い
て

ａ
．

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
常
設
耐
震
重

要
重
大
事

故
防
止
設
備
又

は
常
設
重

大
事
故
緩
和
設

備
が
設
置

さ
れ
る
重
大
事

故
等
対
処

施
設
に
つ
い
て

は
，

基
準
地

震
動
Ｓ
ｓ
に
よ

る
地
震
力

が
作
用
し
た
場

合
に
お
い

て
も
，
接
地
圧

に
対
す
る

十
分
な
支
持
力

を
有
す
る

地
盤
に
設
置
す

る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ
-
2
-1
-1

耐
震
設
計

の
基
本
方
針
の

概
要
」
（

1
,2
頁

参
照
）

ｂ
．

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
地
盤
の
健
全

性
は
最
大

接
地
圧
と
許
容

支
持
力
度

を
基
に
評
価
す

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ
-
1
-8
-3

原
子
炉
格

納
施
設
の
基
礎

に
関
す
る

説
明
書
」
（
2,
3
,1
1頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
9-
3-
4
 原

子
炉
建
屋
基

礎
盤
の
耐
震
性

に
つ
い
て

の
計
算
書
」
（

7
,1
0
,3
7頁

参
照

）
ｃ
．

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
評
価
フ
ロ
ー

に
お
い
て

接
地
圧
は
地
震

応
答
解
析

を
基
に
評
価
す

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ
-
2
-9
-3
-4
 原

子
炉

建
屋
基
礎
盤
の

耐
震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書
」
（

8頁
参
照

）
今

回
の
変
更
認
可

申
請
に
伴

い
，
上
記
の
地

盤
の
健
全

性
に
係
る
基
本

方
針
及
び

評
価
方
法
に
変

更
が
な
い

こ
と
を
確
認
す

る
。

②
接
地
圧
の
算
出
に
つ

い
て

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
接
地
圧
を
算

出
す
る
た

め
の
地
震
応
答

解
析
は
，

質
点
系
モ
デ
ル

に
基
づ
き

評
価
す
る
こ
と

を
記
載
し
て
い
る
。

「
Ⅴ
-
2
-2
-1
 原

子
炉
建

屋
の
地
震
応
答

計
算
書
」

（
1
,1
1
,1
2,
38
,
39
,
41
,7
1頁

参
照
）

「
補
足

-4
【
非

常
用
／
緊

急
用
無
停
電
電

源
装
置
及

び
緊
急
用

12
5V
系
蓄
電
池

の
設
置
場
所
の

変
更
】
参

照
」

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
接
地
圧

の
解
析
モ

デ
ル
に
変
更
が

な
い
こ
と

を
確
認
す
る
。

③
地
盤
の
支
持
力
の
算

出
に
つ
い

て
既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
地
盤
の
支
持

性
能
の
許

容
限
界
で
あ
る

極
限
支
持

力
は
，
建
築
基

礎
構
造
設

計
指
針
（
日
本

建
築
学
会
，
2
00
1）

の
支

持
力

算
定
式

に
基
づ
き
対
象

施
設
の
岩

盤
の
室
内
試
験

結
果
等
よ

り
設
定
す
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
Ⅴ
-
2
-1
-3
 地

盤
の
支

持
性
能
に
係
る

基
本
方
針

」
（
1
,
17
,1
8頁

参
照
）

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
地
盤
の

支
持
力
に

変
更
が
な
い
こ

と
確
認
す

る
。

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
４

９
条

重
大
事

故
等

対
処

施
設

の
地

盤
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-2
-1
-
1 
耐

震
設
計
の
基
本
方

針
の
概
要

・
地
盤

の
健
全
性
に
係
る
基
本
方

針
で
あ
り
，
非

常
用
／
緊

急
用
無
停
電
電

源
装
置
及

び
緊
急
用

12
5V
系
蓄
電
池

の
改
造

に
よ
り
，
基
本

方
針
に
変

更
が
な
い
こ
と

を
確
認
し

た
。
【
①
ａ
】

Ⅴ
-1
-8
-
3 
原

子
炉
格
納
施
設
の

基
礎
に
関
す
る

説
明
書

Ⅴ
-2
-9
-
3-
4 
原
子
炉
建
屋
基
礎

盤
の
耐
震
性
に

つ
い
て

の
計
算
書

・
地
盤

の
健
全
性
は
最
大
接
地
圧

と
許
容
支
持
力

度
を
基
に

評
価
し
て
お
り

，
接
地
圧

は
地
震
応
答
解

析
に
基
づ

く
動
的

解
析
の
結
果
か

ら
算
出
し

て
い
る
た
め
，

非
常
用
／

緊
急
用
無
停
電

電
源
装
置
及
び
緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の

改
造
に
よ
り
，

評
価
方
法

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。
【
①

ｂ
,
ｃ
】

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池

の
改
造
に

よ
り
，
設
置
場

所
の
変
更

は
あ
る

も
の
の
，
重
量

に
変
更
が

な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。

【
②
】

Ⅴ
-2
-2
-
1 
原

子
炉
建
屋
の
地
震

応
答
計
算
書

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池

の
改
造
に

よ
り
，
非
常
用

／
緊
急
用

無
停
電

電
源
装
置
及
び

緊
急
用

12
5
V系

蓄
電
池
の

重
量
の
増

減
は
な
い
こ
と

か
ら
，
原
子
炉
建
屋
基
礎

盤
の
接

地
圧
の

評
価
に
影
響
が

な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。

【
②
】

Ⅴ
-2
-1
-
3 
地

盤
の
支
持
性
能
に

係
る
基
本
方
針

・
地
盤

の
支
持
性
能
の
許
容
限
界

で
あ
る
極
限
支

持
力
度
は

，
地
盤
物
性
等

に
よ
り
算

出
さ
れ
る
た
め

，
非
常
用

／
緊
急

用
無
停
電
電
源

装
置
及
び

緊
急
用

12
5V
系

蓄
電
池
の

改
造
に
よ
り
，

地
盤
の
支
持
性
能
に
変
更

が
な
い

こ
と
を

確
認
し
た
。
【

③
】

２
．
確

認
結
果

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
４

９
条

重
大
事

故
等

対
処

施
設

の
地

盤
】
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３
．
ま
と
め

・
今
回
の
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池

の
改
造
に

お
い
て
，
地
盤

の
健
全
性

に
係
る
基
本
方

針
及
び
評
価
方
法
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
・
設
置
場
所
の
変
更
は

あ
る
も
の

の
，
重
量
の
増

減
は
な
い

こ
と
か
ら
，
原

子
炉
建
屋

基
礎
盤
の
接
地

圧
の
評
価

に
変
更
は
な
い

。
ま
た
，
地
盤
の
支
持
力

は
地
盤
物

性
等
に
よ
り
算

出
さ
れ
る

た
め
，
今
回
の

改
造
に
伴

う
変
更
は
な
い

こ
と
か
ら

，
技
術
基
準
の

適
合
性
に

影
響
を
与
え
な

い
。

・
重
大
事
故
等
対
処
施

設
の
地
盤

に
係
る
設
計
に

変
更
が
な

い
こ
と
か
ら
，

既
工
事
計

画
か
ら
設
計
内

容
に
変
更

が
な
い
。
ま
た

，
重
大
事
故
等
対
処
施
設

の
地
盤
に

関
す
る
基
本
設

計
方
針
に

つ
い
て
も
変
更

は
な
い
。

非
常
用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系
蓄
電
池
の
設
置
場
所
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
４

９
条

重
大
事

故
等

対
処

施
設

の
地

盤
】
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非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
条

地
震
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】

１
．
基

準
適
合
性
の
確
認
範
囲

①
耐
震
設
計
の
基
本
事

項
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

重
大
事
故
等
対

処
施
設
を

そ
れ
ぞ
れ
の
施

設
区
分
に

応
じ
た
地
震
力

に
対
し
て

構
造
強
度
を
確

保
す
る
よ

う
に
す
る
た
め

，
設
置
変

更
許
可
申
請
書

の
設
計
方

針
に
基
づ
く
と

と
も
に
，

設
計
基
準
対
象

施
設
の
工

事
計
画
認
可
に

お
い
て
実

績
の
あ
る
Ｊ
Ｅ

Ａ
Ｇ
４
６

０
１
等
の

規
格
及

び
基
準
等
に
基

づ
く
手
法

を
準
用
し
て
，

常
設
耐
震

重
要
重
大
事
故

防
止
設
備

が
設
置
さ
れ
る

重
大
事
故

等
対
処
施
設
（

特
定
重
大

事
故
等
対

処
施
設

を
除
く
。
以
下

同
じ
。
）

，
常
設
耐
震
重

要
重
大
事

故
防
止
設
備
以

外
の
常
設

重
大
事
故
防
止

設
備
が
設

置
さ
れ
る
重
大

事
故
等
対

処
施
設

（
特
定

重
大
事
故
等
対

処
施
設
を

除
く
。
以
下
同

じ
。
）
，

常
設
重
大
事
故

緩
和
設
備

が
設
置
さ
れ
る

重
大
事
故

等
対
処
施
設
（

特
定
重
大

事
故
等
対

処
施
設

を
除
く
。
以
下

同
じ
。
）

に
分
類
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
1,
4,
5頁

参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

常
設
耐
震
重
要

重
大
事
故

防
止
設
備
が
設

置
さ
れ
る

重
大
事
故
等
対

処
施
設
に

つ
い
て
は
，
基

準
地
震
動

Ｓ
ｓ
に
よ
る
地
震

力
に
対

し
て
重
大
事
故

に
至
る
お

そ
れ
が
あ
る
事

故
に
対
処

す
る
た
め
に
必

要
な
機
能

が
損
な
わ
れ
る

お
そ
れ
が

な
い
よ
う
に
す

る
た
め
，

設
置
変
更

許
可
申

請
書
の
設
計
方

針
に
基
づ

く
と
と
も
に
，

設
計
基
準

対
象
施
設
の
工

事
計
画
認

可
に
お
い
て
実

績
の
あ
る

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６

０
１
等
の

規
格
及
び

基
準
等

に
基
づ
く
手
法

を
準
用
し

て
，
当
該
施
設

の
機
能
を
維
持
す
る
設
計

と
し
て
い

る
こ
と
を
記
載

し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
1,
4,
5頁

参
照
）

ｃ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故

防
止
設
備
以
外

の
常
設
重

大
事
故
防
止
設

備
が
設
置

さ
れ
る
重
大
事

故
等
対
処

施
設
に
つ
い
て

は
，
設

置
許
可
基
準
規

則
第
４
条

第
２
項
の
規
定

に
よ
り
算

定
す
る
地
震
力

に
十
分
に

耐
え
る
よ
う
に

す
る
た
め

，
設
置
変
更
許

可
申
請
書

の
設
計
方

針
に
基

づ
く
と
と
も
に

，
設
計
基

準
対
象
施
設
の

工
事
計
画

認
可
に
お
い
て

実
績
の
あ

る
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４

６
０
１
等

の
規
格
及
び
基

準
等
に
基

づ
く
手
法

を
準
用

し
て
，
当
該
施

設
の
機
能

を
維
持
す
る
設
計
と
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
1,
4,
5頁

参
照
）
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ｄ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

常
設
重
大
事
故

緩
和
設
備

が
設
置
さ
れ
る

重
大
事
故

等
対
処
施
設
に

つ
い
て
は

，
基
準
地
震
動

Ｓ
ｓ
に
よ
る
地
震
力
に
対
し

て
重
大

事
故
に
対
処
す

る
た
め
に

必
要
な
機
能
が

損
な
わ
れ

る
お
そ
れ
が
な

い
よ
う
に

す
る
た
め
，
設

置
変
更
許

可
申
請
書
の
設

計
方
針
に

基
づ
く
と

と
も
に

，
設
計
基
準
対

象
施
設
の

工
事
計
画
認
可

に
お
い
て

実
績
の
あ
る
Ｊ

Ｅ
Ａ
Ｇ
４

６
０
１
等
の
規

格
及
び
基

準
等
に
基
づ
く

手
法
を
準

用
し
て
，

当
該
施

設
の
機
能
を
維

持
す
る
設

計
と
し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
1,
4,
5頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
10
-1
-
6-
1 
非

常
用
無
停

電
電
源
装
置
の

耐
震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書
」
（

1,
4
,1
3頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
10
-1
-
6-
2 
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
の

耐
震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書
」
（

1,
4
,1
0頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
10
-1
-
6-
6 
緊

急
用

12
5Ｖ

系
蓄
電
池
の
耐
震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書
」

（
1
,
4,
10
,
13
頁
参

照
）

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

耐
震
設
計
の
基

本
方
針
に

変
更
が
な
く
，

上
記
方
針

を
踏
ま
え
て
設

計
し
て
い

る
こ
と
を
確
認

す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
条

地
震
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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②
施
設
区
分
に
つ
い
て

既
工
事

計
画
に
お
い
て

は
，
重
大

事
故
等
対
処
施

設
の
施
設

区
分
に
つ
い
て
は
，
施
設

の
各
設
備
が
有

す
る
重
大
事
故
等
時
に
対

処
す
る
た

め
に
必
要
な

機
能
及

び
設
置
状
態
を

踏
ま
え
て

，
常
設
耐
震
重
要
重
大
事

故
防
止
設
備
が

設
置
さ
れ

る
重
大
事
故
等

対
処
施
設

，
常
設
耐
震
重

要
重
大
事

故
防
止
設
備
以

外
の
常

設
重
大
事
故
防

止
設
備
が

設
置
さ
れ
る
重
大
事
故
等

対
処
施
設
，
常

設
重
大
事

故
緩
和
設
備
が

設
置
さ
れ

る
重
大
事
故
等

対
処
施
設

に
分
類
し
た
上

で
，
施

設
に
要
求
さ
れ

る
機
能
の

役
割
に
応
じ
て
，
施
設
を

構
成
す
る
設
備

（
設
備
，

直
接
支
持
構
造

物
，
間
接

支
持
構
造
物
，

波
及
的
影

響
を
考
慮
す
べ

き
施
設

）
に
適
切
に
区

分
し
て
い

る
こ
と
を
記
載

し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
5
,6
頁
参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
1-
4 
重
要
度
分
類
及
び

重
大
事
故
等
対

処
施
設
の

施
設
区
分
の
基

本
方
針
」

（
4
,5
,3
4
,6
5頁

参
照
）

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

施
設
区
分
の
分

類
に
変
更

が
な
く
，
上
記

方
針
を
踏

ま
え
て
設
計
し

て
い
る
こ

と
を
確
認
す
る

。

③
地
震
力
の
算
定
方
法

に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

静
的
地
震
力
に
関
し
て
は

，
常
設
耐
震
重

要
重
大
事

故
防
止
設
備
以

外
の
常
設

重
大
事
故
防
止

設
備
が
設

置
さ
れ
る
重
大

事
故
等

対
処
施
設
に
つ

い
て
，
設

置
変
更
許
可
申

請
書
の
重

大
事
故
等
対
処

施
設
の
耐

震
設
計
で
示
さ

れ
た
静
的

地
震
力
の
算
定

方
針
に
基

づ
き
，
施

設
の
耐

震
重
要
度
に
応

じ
た
係
数

を
乗
じ
，
施
設

の
振
動
特

性
及
び
地
盤
の

種
類
を
考

慮
す
る
な
ど
し

て
，
建
物

・
構
築
物
，
機

器
・
配
管

系
の
そ
れ

ぞ
れ
に

対
し
て
適
切
に

算
定
し
て

い
る
こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
7,
8頁

参
照
）

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

動
的
地
震
力
に
関
し
て
は

，
常
設
耐
震
重

要
重
大
事

故
防
止
設
備
が

設
置
さ
れ

る
重
大
事
故
等

対
処
施
設

，
常
設
重
大
事

故
緩
和

設
備
が
設
置
さ

れ
る
重
大

事
故
等
対
処
施

設
に
つ
い

て
，
地
震
応
答

解
析
の
適

用
性
及
び
適
用

限
界
等
を

考
慮
し
て
解
析

手
法
を
選

定
す
る
と

と
も
に

，
施
設
及
び
地

盤
の
構
造

特
性
，
振
動
特

性
，
相
互

作
用
等
を
考
慮

し
て
解
析

条
件
を
設
定
し

た
上
で
，

建
物
・
構
築
物

の
入
力
地

震
動
評
価

並
び
に

建
物
・
構
築
物

及
び
機
器

・
配
管
系
の
地

震
応
答
解

析
を
実
施
し
て

，
地
震
力

を
適
切
に
算
定

し
て
い
る

こ
と
，
ま
た
，

動
的
地
震

力
の
算
定

に
当
た

っ
て
，
建
物
・

構
築
物
の

剛
性
及
び
地
盤

の
剛
性
の

ば
ら
つ
き
等
を

適
切
に
考

慮
し
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
8頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
1-
6 
地
震
応
答
解
析
の

基
本
方
針
」
（

3
,9
,
10
頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

地
震
力
の
算
定

方
法
及
び

地
震
応
答
解
析
の
算
定
に

変
更
が
な
く
，

上
記
方
針
を
踏
ま
え
て
設

計
し
て
い

る
こ
と
を
確

認
す
る

。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【
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④
荷
重
の
組
合
せ
に
つ

い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

建
物
・
構
築
物
，
機
器
・

配
管
系
，
津
波

防
護
施
設

等
に
つ
い
て
は

，
施
設
区

分
に
応
じ
て
，

そ
れ
ぞ
れ

の
施
設
に
作
用

す
る
地

震
力
と
重
大
事

故
等
時
の

状
態
で
施
設
に

作
用
す
る

荷
重
等
の
地
震

力
以
外
の

荷
重
を
適
切
に

組
み
合
わ

せ
て
い
る
こ
と

を
記
載
し

て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
13
～

15
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

地
震
荷
重
と
風
荷
重
又
は

積
雪
荷
重
と
の

組
合
せ
に

つ
い
て
は
，
風

荷
重
又
は

積
雪
荷
重
の
影

響
が
地
震

荷
重
と
比
べ
て

無
視
で

き
な
い
構
造
，

形
状
及
び

仕
様
を
有
す
る

施
設
を
屋

外
施
設
か
ら
選

定
し
，
当

該
施
設
の
評
価

に
お
い
て

考
慮
し
て
い
る

こ
と
を
記

載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
15
頁
参

照
）

ｃ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

重
大
事
故
等
対
処
施
設
を

支
持
す
る
建
物

・
構
築
物

の
当
該
部
分
の

支
持
機
能

を
確
認
す
る
場

合
に
つ
い

て
は
，
支
持
さ

れ
る
施

設
の
施
設
区
分

に
応
じ
た

地
震
力
と
常
時

作
用
し
て

い
る
荷
重
，
重

大
事
故
等

時
の
状
態
で
施

設
に
作
用

す
る
荷
重
及
び

そ
の
他
必

要
な
荷
重

と
を
組

合
せ
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
12
,1
5頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

荷
重
の
組
合
せ

に
変
更
が
な
く
，
上
記
方

針
を
踏
ま

え
て
設
計
し
て

い
る
こ
と

を
確
認
す
る
。

⑤
許
容
限
界
に
つ
い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

建
物
・
構
築
物
，
機
器
・

配
管
系
の
そ
れ

ぞ
れ
の
強

度
評
価
に
お
け

る
許
容
限

界
に
つ
い
て
は

，
安
全
上

適
切
と
認
め
ら

れ
る
規

格
及
び
基
準
等

に
基
づ
き

，
施
設
の
機
能

を
維
持
又

は
構
造
強
度
を

確
保
で
き

る
設
定
と
し
て

い
る
こ
と

を
記
載
し
て
い

る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
15
～

17
頁
参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

地
震
時
又
は
地
震
後
に
電

気
的
機
能
維
持

が
要
求
さ

れ
る
機
器
等
の

機
能
維
持

評
価
に
お
け
る

許
容
限
界

に
つ
い
て
は
，

実
証
試

験
等
に
よ
り
確

認
さ
れ
て

い
る
機
能
維
持

加
速
度
等

を
設
定
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
3,
18
頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

許
容
限
界
に
変

更
が
な
く
，
上
記
方
針
を

踏
ま
え
て

設
計
し
て
い
る

こ
と
を
確

認
す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
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地
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⑥
波
及
的
影
響
に
つ
い

て
ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

波
及
的
影
響
に
つ
い
て
は

，
考
慮
す
べ
き

事
象
の
選

定
，
考
慮
す
べ

き
施
設
の

抽
出
及
び
耐
震

計
算
を
適

切
に
実
施
し
，

Ｂ
ク
ラ

ス
及
び
Ｃ
ク
ラ

ス
の
施
設

に
加
え
，
常
設

耐
震
重
要

重
大
事
故
防
止

設
備
以
外

の
常
設
重
大
事

故
防
止
設

備
が
設
置
さ
れ

る
重
大
事

故
等
対
処

施
設
，

可
搬
型
重
大
事

故
等
対
処

設
備
並
び
に
常

設
重
大
事

故
防
止
設
備
及

び
常
設
重

大
事
故
緩
和
設

備
の
い
ず

れ
に
も
属
さ
な

い
常
設
の

重
大
事
故

等
対
処

施
設
（
以
下
「

下
位
ク
ラ

ス
」
と
い
う
。

）
の
波
及

的
影
響
に
よ
っ

て
，
常
設

耐
震
重
要
重
大

事
故
防
止

設
備
又
は
常
設

重
大
事
故

緩
和
設
備

が
設
置

さ
れ
る
重
大
事

故
等
対
処

施
設
の
重
大
事

故
等
に
対

処
す
る
た
め
に

必
要
な
機

能
を
損
な
わ
な

い
設
計
と

し
て
い
る
こ
と

を
記
載
し

て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
6頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
1-
5 
波
及
的
影
響
に
係

る
基
本
方
針
」

（
1頁

参
照
）

ｂ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

考
慮
す
べ
き
事
象
に
つ
い

て
は
，
原
子
力

発
電
所
の

地
震
被
害
を
調

査
し
，
そ

の
結
果
を
考
慮

し
た
上
で

，
設
置
地
盤
及

び
地
震

応
答
性
状
の
相

違
等
に
起

因
す
る
相
対
変

位
又
は
不

等
沈
下
，
下
位

ク
ラ
ス
の

施
設
と
の
接
続

部
に
お
け

る
相
互
影
響
及

び
下
位
ク

ラ
ス
の
施

設
の
損

傷
，
転
倒
，
落

下
等
を
選

定
し
て
い
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
6,
7頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
1-
5 
波
及
的
影
響
に
係

る
基
本
方
針
」

（
1頁

参
照
）

ｃ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

考
慮
す
べ
き
施
設
に
つ
い

て
は
，
敷
地
全

体
を
俯
瞰

し
た
調
査
・
検

討
に
基
づ

き
，
波
及
的
影

響
を
及
ぼ

す
可
能
性
の
あ

る
施
設

を
抽
出
し
て
い

る
こ
と
を

記
載
し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
7頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
1-
4 
重
要
度
分
類
及
び

重
大
事
故
等
対

処
施
設
の

施
設
区
分
の
基

本
方
針
」

（
3
4,
6
5頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
1-
5 
波
及
的
影
響
に
係

る
基
本
方
針
」

（
11
頁
参

照
）

「
補
足

-
4【

非
常
用
／

緊
急
用
無

停
電
電
源
装
置

及
び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

参
照
」

ｄ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

耐
震
計
算
に
つ
い
て
は
，

抽
出
し
た
下
位

ク
ラ
ス
の

施
設
が
，
常
設

耐
震
重
要

重
大
事
故
防
止

設
備
若
し

く
は
常
設
重
大

事
故
緩

和
設
備
が
設
置

さ
れ
る
重

大
事
故
等
対
処

施
設
の
設

計
に
用
い
る
地

震
動
若
し

く
は
地
震
力
に

対
し
て
耐

震
性
を
有
し
て

い
る
こ
と

，
又
は
抽

出
し
た

常
設
耐
震
重
要

重
大
事
故

防
止
設
備
若
し

く
は
常
設

重
大
事
故
緩
和

設
備
が
設

置
さ
れ
る
重
大

事
故
等
対

処
施
設
が
，
下

位
ク
ラ
ス

の
施
設
の

波
及
的

影
響
の
発
生
に

よ
っ
て
作

用
す
る
荷
重
に

対
し
て
機

能
に
影
響
を
受

け
な
い
状

態
に
と
ど
ま
る

こ
と
を
記

載
し
て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
1 
耐
震
設
計
の
基
本

方
針
の
概
要
」

（
7頁

参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

波
及
的
影
響
を

考
慮
し
た

設
計
に
変
更
が
な
く
，
上

記
方
針
を
踏
ま

え
て
設
計

し
て
い
る
こ
と

を
確
認
す

る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
条

地
震
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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⑦
水
平
２
方
向
及
び
鉛

直
方
向
の
地
震
力
の
組
合

せ
に
よ
る
影
響
評
価
に
つ

い
て

ａ
．
既

工
事
計
画
に
お

い
て
は
，

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方

向
の
地
震
力
の

組
合
せ
に

つ
い
て
は
，
常

設
耐
震
重

要
重
大
事
故
防

止
設
備
又

は
常
設
重
大
事

故
緩
和

設
備
が
設
置
さ

れ
る
重
大

事
故
等
対
処
施

設
及
び
波

及
的
影
響
を
考

慮
す
べ
き

施
設
を
対
象
に

，
当
該
組

合
せ
の
適
用
に

よ
っ
て
水

平
１
方
向

及
び
鉛

直
方
向
の
地
震

力
を
組
み

合
わ
せ
た
耐
震

計
算
へ
の

影
響
の
可
能
性

が
あ
る
施

設
又
は
設
備
を

抽
出
し
，

三
次
元
応
答
性

状
を
考
慮

し
た
上
で

基
準
地

震
動
を
適
用
し

て
当
該
組

合
せ
の
適
用
が

耐
震
性
評

価
に
及
ぼ
す
影

響
を
評
価

し
て
い
る
こ
と

を
記
載
し

て
い
る
。

「
Ⅴ

-2
-
1-
8 
水
平
２
方
向
及
び

鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合

せ
に
関
す
る
影

響
評
価
方

針
」
（
1頁

参
照
）

「
Ⅴ

-2
-
12
 水

平
２
方

向
及
び
鉛

直
方
向
地
震
力

の
組
合
せ
に
関
す
る
影
響

評
価
結
果

」
（
4
2
,4
7,
48
,
51
頁
参
照
）

「
補
足

-
34
0-
7【

水
平

２
方
向
及

び
鉛
直
方
向
の

適
切
な
組

合
せ
に
関
す
る

検
討
に
つ

い
て
】
」
（

79
,
86
,
88
,8
9
,9
3,
別
紙
4
-3
5
,別

紙
4-
6
3）

ｂ
．
そ

の
結
果
，
水
平

２
方
向
及

び
鉛
直
方
向
の
地
震
力
の

組
合
せ
に
よ
る

応
力
等
は

，
水
平
１
方
向

及
び
鉛
直

方
向
の
地
震
力

の
組
合
せ

に
対
し
，
同
等

又
は
増

加
す
る
傾
向
で

あ
っ
た
が

，
応
力
等
が
増

加
す
る
場

合
で
も
，
水
平

２
方
向
及

び
鉛
直
方
向
の

地
震
力
の

組
合
せ
に
よ
る

応
力
等
が

許
容
値
を

満
足
す

る
こ
と
を
記
載

し
て
い
る

。
「
Ⅴ

-2
-
12
 水

平
２
方

向
及
び
鉛

直
方
向
地
震
力

の
組
合
せ
に
関
す
る
影
響

評
価
結
果

」
（
4
2
,4
7,
48
,
51
頁
参
照
）

「
補
足

-
34
0-
7【

水
平

２
方
向
及

び
鉛
直
方
向
の

適
切
な
組

合
せ
に
関
す
る

検
討
に
つ

い
て
】
」
（

86
,
88
,
89
,9
3
,別

紙
4-
35
,別

紙
4-
63
頁
参
照
）

「
補
足

-
34
0-
1
3【

機
電
分
耐
震

計
算
書
の
補
足

に
つ
い
て

】
」
（
81
,1
54
頁
参
照
）

今
回
の

変
更
認
可
申
請

に
伴
い
，

水
平
２
方
向
及

び
鉛
直
方

向
地
震
力
の
組
合
せ
に
関

す
る
影
響
評
価

方
針
に
変
更
が
な
い
こ
と

を
確
認
す

る
。
ま
た
，

耐
震
性

評
価
に
及
ぼ
す

影
響
の
評

価
に
変
更
が
な

い
こ
と
を

確
認
す
る
。

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
条

地
震
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-2
-1
-
1
耐
震
設
計
の
基
本
方

針
の
概
要

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
耐
震
設
計
，
耐
震

重
要
度
分
類
，
地
震
力

の
算
定
及
び
地
震
応
答
解

析
の
算
定
，
荷
重
の
組
合

せ
，
許
容
限
界
，
波
及
的

影
響
を

考
慮
し
た
設
計
な
ど
の

基
本
方
針
に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確
認
し
た
。
【
①

～
⑥
】

Ⅴ
-2
-1
0
-1
-6
-
1 
非
常

用
無
停
電

電
源
装
置
の
耐

震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書

Ⅴ
-2
-1
0
-1
-6
-
2 
緊
急

用
無
停
電

電
源
装
置
の
耐

震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書

Ⅴ
-2
-1
0
-1
-6
-
6 
緊
急

用
1
2
5Ｖ

系
蓄
電
池
の
耐

震
性
に

つ
い
て
の
計
算

書

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
構
造
計
画
に
変
更

は
な
く
，
必
要
な
構
造

強
度
及
び
電
気
的
機
能
維

持
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ

と
を
確
認
し
た
。
【
①
ｄ

】

補
足

-4
【
非
常
用
／
緊

急
用
無
停

電
電
源
装
置
及

び
緊
急

用
1
25
V系

蓄
電

池
の
設
置

場
所
の
変
更
】

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
設
置
場
所
の
変
更

は
あ
る
も
の
の
，
非
常

用
無
停
電
電
源
装
置
は
下

層
階
へ
，
緊
急
用
無
停
電

電
源
装
置
は
同
階
層
へ
，

緊
急
用

1
2
5V
系
蓄
電
池
は

１
階
及
び

中
２
階

へ
の
分
割
配

置
と
し
て
い
た
計
画
を
１
階
へ

ま
と
め

て
配
置
す
る
変
更
で
あ

る
た
め
，
耐
震
評
価
に
変

更
が
な
い
こ
と
を
確
認
し

た
。
【
①
ｄ
】

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
当
該
設
備
の
機
能

に
変
更
が
な
い
こ
と
，

及
び
設
置
場
所
の
周
囲
に

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
下

位
ク
ラ
ス
の
施
設
が
な
い

こ
と
を

確
認
し
た
。
【
①
ｄ
,②

,③
ａ

,⑥
ｃ
】

Ⅴ
-2
-1
-
4
重
要
度
分
類
及
び
重

大
事
故
等
対
処

施
設
の

施
設
区
分
の
基

本
方
針

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
当
該
設
備
の
機
能

に
変
更
が
な
い
こ
と
か

ら
，
施
設
区
分
の
分
類
及

び
波
及
的
影
響
を
考
慮
す

べ
き
施
設
区
分
の
基
本
方

針
に
変

更
が
な
い
こ
と
を
確
認

し
た
。
【
②
,⑥

ｃ
】

２
．
確

認
結
果

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
条

地
震
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-2
-1
-
6 
地
震
応
答
解
析
の
基

本
方
針

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
地
震
応
答
解
析
の

基
本
方
針
に
変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認
し
た
。
【

③
ｂ
】

Ⅴ
-2
-1
-
5 
波
及
的
影
響
に
係
る

基
本
方
針

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
設
置
場
所
の
周
囲

に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ

す
下
位
ク
ラ
ス
の
施
設
が

な
い
こ
と
か
ら
，
波
及
的

影
響
を
考
慮
し
た
設
計
の

基
本
方

針
に
変
更
が
な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。
【
⑥
ａ
～

⑥
ｃ
】

Ⅴ
-2
-1
-
8 
水
平
２
方
向
及
び
鉛

直
方
向
地
震
力

の
組
合

せ
に
関
す
る
影

響
評
価
方

針

Ⅴ
-2
-1
2
 水

平
２
方
向

及
び
鉛
直

方
向
地
震
力
の

組
合
せ

に
関
す
る
影
響

評
価
結
果

補
足

-3
4
0-
7【

水
平
２

方
向
及
び

鉛
直
方
向
の
適

切
な
組

合
せ
に
関
す
る

検
討
に
つ

い
て
】

補
足

-3
4
0-
13
【
機
電
分
耐
震
計

算
書
の
補
足
に

つ
い
て

】

・
今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
に

よ
り
，
「
水
平
２
方
向
及

び
鉛
直
方
向
の
組
合
せ

に
よ
る
影
響
の
可
能
性
が

あ
る
施
設
を
評
価
対
象
施

設
と
し
，
施
設
が
有
す
る

耐
震
性

に
及
ぼ
す
影
響
を
評
価

す
る
」
方
針
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。
影
響
評
価
に
対

す
る
確

認
結
果
は
次
の
と
お
り

。
【
⑦
ａ
】

・
非
常

用
／
緊
急
用
無
停
電
電
源

装
置
及
び
緊
急
用
1
2
5V
系

蓄
電
池
の
水
平
２
方
向
及

び
鉛
直
方
向
の
地
震
力
の

組
合
せ
に
よ
る
耐
震
性

評
価
に
及
ぼ
す
影
響
の
評

価
は
，
設
計
用
床
応
答
曲

線
の
震
度
を
一
律
に

1.
5倍

し
た

設
備
評
価
用
床
応
答
曲

線
を
使
用
す
る
こ
と
に
よ

り
，
耐
震
裕
度
に
包
絡
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し

て
い
る
。

今
回

の
非
常
用
／
緊
急
用
無
停

電
電
源
装
置
及
び
緊
急
用

1
25
V系

蓄
電
池
の
改
造
範

囲
は
，
設
備
評
価
用
床
応

答
曲
線
を
変
更
す
る
も

の
で
は
な
い
た
め
，
水
平

２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地

震
力
の
組
合
せ
に
関
す
る

影
響
評

価
に
変
更
が
な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。
【
⑦
ｂ
】

・
な
お

，
床
応
答
へ
の
影
響
検
討

と
し
て
，

3次
元
的
な
応

答
特
性
を
踏
ま

え
て
も
，

原
子
炉
建
屋
に

お
け
る
質

点
系
モ
デ
ル
の
応
答
は
，

妥
当
な
応
答
と
な
る
こ
と

は
確
認
し
て
い
る
。
【
⑦

】

非
常
用

／
緊

急
用

無
停

電
電

源
装

置
及

び
緊

急
用

1
2
5V
系
蓄

電
池

の
設

置
場

所
の

変
更

認
可

申
請

に
伴

う
影

響
に

つ
い

て
【

第
５
０
条

地
震
に

よ
る
損
傷

の
防
止
】
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３
．
ま

と
め

・
今
回
の
非
常
用
／
緊

急
用
無
停
電
電
源
装
置
及

び
緊
急
用
1
25
V系

蓄
電
池

の
設
置
場
所
の
改
造
に
お

い
て
，
設
置
場
所
に
変
更

は
あ
る
が
，
耐
震
設
計
の

基
本
方
針

に
変
更
が
な
い

こ
と
を
確

認
し
た
。

・
基
本
方
針
に
変
更
が

な
く
，
必
要
な
強
度
は
確

保
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら

，
技
術
基
準
の
適
合
性
に

影
響
を
与
え
な
い
。

・
既
工
事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設
計
を
変
更
す
る

も
の
で
は
な
い
。
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